
環境保全課で必要な主な手続き（建設工事） 

建設作業を行う際には、環境保全課へ届出や報告が必要な場合がありますので、提出期限含めご確認ください。 

なお、届出内容に不備があると訂正の上で再提出を求めることとなり、工事着手等が遅れることになりますのでご注

意ください。 

また、提出の際、担当者が不在の場合もあるため、事前に電話等で提出予定日時の連絡をお願いします。 

 

届出名 特定建設作業実施届出書 

届出者 元請負人 届出期限 特定建設作業の開始の日の７日前まで 

届出の対象  

 

法で定める特定建設作業（建設作業の内、特に騒音・振動が発生する作業） 

特定建設作業に用いる重機等（規模等の要件があるので詳細は久留米市

HP参照） 

騒
音 

くい打機 
くい抜機 

くい打くい抜機 
びよう打機 

さく岩機 

 

空気圧縮機 

 

コンクリートプラント 

アスファルトプラント 

バックホウ 

 

トラクターショベル 

 

 

ブルドーザー 

 

振
動 

くい打機 
くい抜機 

くい打くい抜機 

鋼球 

 

舗装版破砕機 

 

ブレーカー 

 
 

備考 特定建設作業について、使用する重機や実施期間等が確認されます。 

関連法令 騒音規制法第１４条、振動規制法第１４条 

 

届出名 特定粉じん（石綿）排出等作業の実施の届出書             レベル１，２のみ 

届出者 発注者（施主） 届出期限 特定粉じん排出等作業を行う１４日前まで 

届出の対象 
 

 

調査により、届出対象特定工事に該当すると判断された工事 

※特定建設材料が使用された建築物等を解体、改造、補修する作業のう 

  ち、以下の建材に係る作業を伴うもの 

特
定
建
設
材
料 

吹付け石綿 

 

石綿を含有する断熱材、保温材及び耐火被覆材 

 

なお、大気汚染防止法第１８条の１５より、解体等工事（解体、改造、補修）の

元請負人は、その工事が特定工事に該当するか否かを事前に調査し、発注

者（施主）に説明する義務があります。 

備考 調査の結果や作業の方法等を確認します。 

関連法令 大気汚染防止法第１８条の１７ 

 



報告名 石綿事前調査結果報告（電子申請）                    レベル１，２，３，石綿無しも 

報告者 元請負人 報告期限 工事着手前まで（調査後遅滞なく） 

報告の対象 

久留米市内の建築物または特定の工作物の解体・改修工事のうち、 

建築物の解体・・・解体部分の床面積の合計が８０ｍ２以上 

建築物の改修、特定の工作物の解体・改修・・・請負金額が税込１００万円以上 

備考 事前調査自体は、全ての建築物・工作物の解体・改修工事で必要です。 

 

届出名 公害防止事前協議申請書 

届出者 施主 届出期限 建築確認申請提出まで 

届出の対象 
久留米市内に建てられる全ての建築物（ただし、居住専用住宅、居住専用準住宅、事務所、倉庫、車

庫・駐車場及び調理施設を有しない店舗を除く。） 

備考 環境関連法令に基づき、各種届出の必要の有無や、施工上の注意点を確認します。 

 

届出名 

一定の規模（3,000㎡※）以上の土地の形質変更届出書 

※現に有害物質使用特定施設が設置されている、または、有害物質使用特定施設の使用を廃止した 

  工場・事業場の敷地の土地の形質の変更にあっては、900㎡ 

届出者 施主 届出期限 形質変更の工事着手３０日前まで 

届出の対象 

 

 

一定規模（3,000 ㎡）以上の土地の形質の変更（掘削・盛土）であって、次に

掲げる項目の少なくとも一つに該当する行為 

①土壌を、形質変更の対象となる土地から区域外へ搬出する 

②土壌の飛散又は流出を伴う土地の形質の変更を行う 

③土地の形質の変更に係る部分の深さが 50cm以上である 

 

備考 土壌汚染のおそれがあると認められた場合、土地の所有者等に調査・報告を求めます。 

関連法令 土壌汚染対策法第４条 

 

届出名 特定施設等各種届出書 

届出者 
施設を使用する会

社の代表者等 
届出期限 

廃止：事由発生後３０日以内 

設置、変更等：工事着手３０日又は６０日前まで 

（施設の種類により異なる） 

届出の対象 
法または条例で定める特定施設等（周辺の環境に特に大きな影響を与える施設）の廃止や設置、何ら

かの変更等 

備考 施設で用いる設備の仕様や作業時間、使用の方法、周辺影響対策等を確認します。 

関連法令 
大気汚染防止法、水質汚濁防止法、騒音規制法、振動規制法、ダイオキシン類対策特別措置法、福

岡県公害防止等生活環境の保全に関する条例 

 

詳細は 久留米市 HP トップ>くらしの情報>環境・ごみ・リサイクル>公害防止について 

ご不明な点は下記の連絡先までお問い合わせください 

〒８３０－００４２ 久留米市荘島町３７５番地   久留米市環境部環境保全課 

（TEL : 0942-30-9043 / FAX : 0942-30-9715 / e-mail : kanhozen@city.kurume.lg.jp） 
 

（R4.12） 

tel:0942-30-9043


建築物等の解体・補修時には石
綿含有建材の調査が必要です

令和４年４月１日から、建築物等の解
体等を行う前に実施する石綿含有建材
の調査結果を都道府県等に報告する必
要があります。
（大気汚染防止法第18条の15第6項）

https://gbiz-id.go.jp

事前調査結果の報告は原則として、石綿事前調査結
果報告システムにおいて行います。報告には、
「gBizID」への登録が必要となります。「プライ
ム」「エントリー」どちらの登録でも利用できます。
※「プライム」を取得した場合、一括申請機能を使用できます。

※ 令和４年４月１日以前においても解体、改造、又は補修する
建築物、工作物に、石綿含有建材が使用されているか否かを確
認するための調査（事前調査）を実施する必要があります。

水・大気環境局 大気環境課
〒100-8975 東京都千代田区霞が関1-2-2 中央合同庁舎5号館
TEL03-3581-3351（代表）内線6536 FAX03-3580-7173

http：//www.env.go.jp/

https://www.ishiwata-houkoku.mhlw.go.jp

石綿事前調査結果報告システム
（システムは令和４年４月１日までに公開予定です。公開されるまでの間は
石綿事前調査結果報告制度の説明ページに自動転送されます）

※ 事前調査結果の報告は石綿障害予防規則に基づき、所管の労働基準監
督署への報告も必要となります。石綿事前調査結果報告システムでは
大気汚染防止法及び石綿障害予防規則に基づく報告を同時に行うこと
ができます。



上記以外の工事であっても、建築物等の解体・改修時に
は事前調査の実施、調査結果の保存等が必要です。

① 建築物を解体する作業を伴う建設工事※1であって、当該作業の
対象となる床面積の合計が80㎡以上であるもの

② 建築物を改造し、又は補修する作業を伴う建設工事※1であって、
当該作業の請負代金の合計額※2が100万円以上であるもの

③ 工作物※3 を解体し、改造し、又は補修する作業を伴う建設工
事※1 であって、当該作業の請負代金の合計額が100万円以上で
あるもの

※1 解体、改造、又は補修の工事を同一の者が二以上の契約に分割して請け負う場合にお
いては、これを一の契約で請け負ったものとみなします。

※2 請負代金の合計額は、材料費も含めた作業全体の請負代金の額をいい、事前調査の費
用は含みませんが、消費税を含みます。また、請負契約が発生していない場合でも、
請負人に施工させた場合の適正な請負代金相当額で判断します。

※3 対象となる工作物は、反応槽、加熱炉、ボイラー及び圧力容器、配管設備（建築物に
設ける給水設備、排水設備、換気設備、暖房設備、冷房設備、排煙設備等の建築設備
を除く）、焼却設備、煙突（建築物に設ける排煙設備等の建築設備を除く）、貯蔵設
備（穀物を貯蔵するための設備を除く）、発電設備（太陽光発電設備及び風力発電設
備を除く）、変電設備、配電設備、送電設備（ケーブルを含む）、トンネルの天井板、
プラットホームの上家、遮音壁、軽量盛土保護パネル、鉄道の駅の地下式構造部分の
壁及び天井板です。（令和２年10月７日 環境省告示第77号）

事前調査結果の報告が必要な工事

建築物の事前調査は必要な知識を有する以下の資格者等※4に依頼
する必要があります。【令和５年10月１日～】※5

①一般建築物石綿含有建材調査者（一般調査者）
②特定建築物石綿含有建材調査者（特定調査者）

③一戸建て等石綿含有建材調査者（一戸建て等調査者）※6

※4 義務付け適用前に（一社）日本アスベスト調査診断協会に登録され調査時点において
も同協会に引き続き登録されている者も、「同等以上の能力を有する者」 として認
められています。

※5 令和5年10月1日までの間も、これらの資格者に調査を依頼することが望まれます。
※6 一戸建て等調査者は一戸建て住宅や共同住宅の住戸の内部のみ事前調査を行うことが
できます。

詳細については「建築物等の解体等に係る石綿ばく露防止及び
石綿飛散漏えい防止対策徹底マニュアル（令和３年３月）」を
ご参照ください。
https://www.env.go.jp/air/asbestos/post_71.html



特定建設作業の種類（騒音・振動規制法施行令別表第 2参照） 

特定建設作業の種類 作業の分類等 
届出義務の有無 

主な機械・工法等 
騒音 振動 

くい打機を 

使用する作業 

既成くい 

直打工法 

打撃工法（機械） 〇 〇 

ディーゼルハンマー 

油圧ハンマー 

ドロップハンマー 

パイルエキストラクタ 

打撃工法（人力） × × もんけん 

圧力工法 〇 × 
油圧 

ワイヤー圧入 

既成くい 

埋込み工法 

打撃を用いるもの × 〇 
プレボーリング工法 

中堀工法 

打撃を用いないもの × × 

プレボーリング工法 

中堀工法 

くい回転根固め工法 

場所造成くい（場所打くい） × × 

オールケーシング（ベノト）工法 

アースドリル工法 

リバースサーキュレーション工法 

くい抜機を 

使用する作業 

油圧式 〇 × 油圧 

油圧式以外 〇 〇 打撃工法 

くい打くい抜機を 

使用する作業 

圧力式 × × 
サイレントパイラー 

パイルマスタ 

圧力式以外（振動、打撃等） 〇 〇 バイブロハンマー 

びょう打機を 

使用する作業 

リベット打ち 〇 × リベッティングハンマー 

リベット打ち以外 × × 
インパクトレンチ 

トルクレンチ 

さく岩機を 

使用する作業 ※ 

 

(
振動の届出では「ブレー

カーを使用する作業」) 

ブレーカー 

（打撃のみ） 

重機取り付け式等 〇 〇 
ジャイアントブレーカー 

油圧ブレーカー 

手持ち式 〇 × 

ハンドブレイカー 

ピックハンマー 

電動ハンマー 

さく孔を主とするさく岩機 

（打撃＋回転） 
〇 × 

ジャックハンマー（シンカ） 

レッグドリル 

ドリフタ 

スト―パ 

空気圧縮機を 

使用する作業 

電動機以外の原動機、定格出力 15kW 以上 

（さく岩機の動力として用いる場合を除く） 
〇 × 

主にリベット打ち、くい打ちの動

力として用いるときに要届出 

コンクリートプラントを 

設けて行う作業 

混練容量 0.45 ㎥以上 

（モルタル製造用除く） 
〇 × 

ここで規制するのは「プラント」

であり、「ミキサー車」、「ミキ

サー」は届出不要 アスファルトプラントを 

設けて行う作業 
混練重量 200kg 以上 〇 × 

バックホウを 

使用する作業 

原動機の定格出力 80kW 以上 

（環境大臣が指定する低騒音型除く） 
〇 × 

 
低騒音型のマーク（97 基準値） 

トラクターショベルを 

使用する作業 

原動機の定格出力 70kW 以上 

（環境大臣が指定する低騒音型除く） 
〇 × 

ブルドーザーを 

使用する作業 

原動機の定格出力 40kW 以上 

（環境大臣が指定する低騒音型除く） 
〇 × 

舗装版破砕機を 

使用する作業 ※ 
ハンマーを落下させるもの × 〇 

ドロップハンマー車 

鋼球を使用して 

工作物を破壊する作業 
 × 〇 

 

※作業地点が連続的に移動する作業にあっては、１日における当該作業に係る２地点間の最大距離が５０ｍを超えない作業に限り、届出が必要 

 

特定建設作業にかかる規制基準（特定建設作業に伴つて発生する騒音の規制に関する基準、振動規制法施行規則別表第１参照） 

地域区分 区分け(詳細要確認) 基準値（敷地境界） 作業ができる時間 実働時間/日 連続作業期間 作業の禁止 

１号区域 ２号区域以外 
騒音：８５ dB 以下 

振動：７５ dB 以下 

７～１９時 １０時間以内 

６日以内 日曜・その他休日 

２号区域 
主に工業専用地域 

(騒音は＋工業地域） 
６～２２時 １４時間以内 

 

 

ご不明な点は下記の連絡先までお問い合わせください 

久留米市荘島町３７５番地  久留米市役所環境部環境保全課 （TEL:0942-30-9043 / FAX:0942-30-9715） 
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はじめに
　このパンフレットでは、土壌汚染対策法（平成14年法律第53号）の考え
方としくみについて説明しています。土壌汚染対策法は、土地の土壌汚染
を見つけるための調査や、汚染が見つかったときにその汚染によって私た
ちの健康に悪い影響が生じないように土壌汚染のある土地の適切な管理の
仕方について定めている法律です。
　平成14年に土壌汚染対策法が成立してから、世の中で土壌汚染に対する
関心は高まり、いろいろな課題が明らかになりました。

　そこで、これらの課題の解決に向け、①調査のきっかけを増やす、②健
康リスクの考え方を理解してもらう、③汚染土壌をきちんと処理してもら
う、ことを目的として、平成21年４月に土壌汚染対策法の改正法が成立し、
平成22年４月から改正法が施行されました。

　その後、法の施行状況及び見直しの検討が行われ、土壌汚染に関する適
切なリスク管理を推進するため、平成29年５月19日に土壌汚染対策法の一
部を改正する法律が公布され、第１段階が平成30年４月１日に施行され、
第２段階は平成31年４月１日に施行されました。

1

①
法律に基づかない
土壌汚染の発見の

増加

②
汚染土壌を

掘り出す掘削除去
に偏重

③
汚染土壌の
不適正
処理

ちゃんと行政は
把握しているの

かな。

掘削除去された
汚染土壌は
どこかへ行って
しまわないかな。

ちゃんと適切な
処理がされて
いるのかな。

H30.4.1

改正法
第1段階施行

H31.4.1

改正法
第2段階施行

土壌汚染対策法の歩み

H14.5

成立

H15.2

施行

H21.4

改正法成立

H22.4

改正法施行

H29.5.19

改正法公布

課
　
題

不
　
安
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土壌汚染とは？
　土壌は、水や空気と同じように、私たち人間を含んだ生き物が生きていく上で、なくてはならない
ものです。土壌は、地中にいる生き物が生活する場であり、土壌に含まれる水分や養分が、私たちの
口にする農作物を育てます。
　土壌汚染とは、こういった働きを持つ土壌が人間にとって有害な物質によって汚染された状態をい
います。原因としては、工場の操業に伴い、原料として用いる有害な物質を不適切に取り扱ってしまっ
たり、有害な物質を含む液体を地下に浸み込ませてしまったりすることなどが考えられます。また、
土壌汚染の中には、人間の活動に伴って生じた汚染だけではなく、自然由来で汚染されているものも
含まれます。

2

有害物質

人間の活動などに伴って生じた有害
物質が土の中にたまっている。
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H15.2.15

年度

基準適合
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事例件数

調
査
事
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数

平成21年改正法による施行
H22.4.1

平成29年改正法による第一段階施行
H30.4.1

平成29年度改正法による第二段階施行
H31.4.1

土壌環境基準設定H3.8.23

土壌環境基準項目追加
H6.2.21　VOC等15項目
H13.3.28　ふっ素、ほう素

（出典）「令和元年度土壌汚染対策法の施行状況及び土壌汚染調査・対策事例等に関する調査結果」

土壌汚染とは？2

　都道府県等が把握した土壌汚染の調査の件数は年々増えており、土壌汚染が見つかる件数も増えて
います。

年度別の土壌汚染判明事例件数（土壌汚染対策法の対象となったもの）
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土壌汚染のリスク
　土壌汚染があっても、すぐに私たちの健康に悪い影響があるわけではありません。土壌汚染対策法
では、土壌汚染による健康リスクを以下の２つの場合に分けて考えています。

　土壌汚染対策法は、これらの健康リスクをきちんと管理するために作られました。同法では、①地
下水等経由の摂取リスクの観点からすべての特定有害物質について土壌溶出量基準が、②直接摂取リ
スクの観点から特定有害物質のうち９物質について土壌含有量基準が設定されています（23ページ「❽
関係資料」参照）。
　土壌汚染に関する問題とは、土壌汚染が存在すること自体ではなく、土壌に含まれる有害な物質が
私たちの体の中に入ってしまう経路（摂取経路）が存在していることです。この経路を遮断するよう
な対策を取れば、有害な物質は私たちの体の中に入ってくることはなく、土壌汚染による健康リスク
を減らすことができます。つまり、土壌汚染があったとしても、摂取経路が遮断され、きちんと健康
リスクの管理が出来ていれば、私たちの健康に何も問題はありません。

3

①地下水等経由の摂取リスク

土壌に含まれる有害物質が地下水に溶け出して、
その有害物質を含んだ地下水を口にすることによ
るリスク

土壌に含まれる有害物質を口や肌などから直接摂
取することによるリスク

例 土壌汚染が存在する土地の周辺で、地下水
を飲むための井戸や蛇口が存在する場合。

例 子どもが砂場遊びをしているときに手に付
いた土壌を口にする、風で飛び散った土壌
が直接口に入ってしまう場合。

②直接摂取リスク
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土壌汚染対策法の概要4

目　的

制　度

　土壌汚染の状況の把握に関する措置及びその汚染による人の健康被害の防止に関する措置を定める
こと等により、土壌汚染対策の実施を図り、もって国民の健康を保護する。

調　査

①�有害物質使用特定施設の使用を廃止したとき（法第３条）
◦操業を続ける場合には、一時的に調査の免除を受けることも可能（法第３条
第１項ただし書）
◦一時的に調査の免除を受けた土地で、900㎡以上の土地の形質の変更を行う
際には届出を行い、都道府県知事等の命令を受けて土壌汚染状況調査を行う
こと（法第３条第７項・第８項）

②�一定規模以上の土地の形質の変更の届出の際に、土壌汚染のおそれがあると
都道府県知事等が認めるとき（法第４条）
◦3,000㎡以上の土地の形質の変更又は現に有害物質使用特定施設が設置され
ている土地では900㎡以上の土地の形質の変更を行う場合に届出を行うこと
◦土地の所有者等の全員の同意を得て、上記の届出の前に調査を行い、届出の
際に併せて当該調査結果を提出することも可能（法第４条第２項）

③�土壌汚染により健康被害が生ずるおそれがあると都道府県知事等が認めると
き（法第５条）

④�自主調査において土壌汚染が判明した場合に土地の所有者等が都道府県知事
等に区域の指定を申請できる（法第14条）

土 

壌 

の 

汚 

染 

状 

態 

が 

指 

定 

基 

準 

を 

超 

過 

し 

た 

場 

合

①
～
③
に
お
い
て
は
、
土
地
の
所
有
者
等
が
指
定
調
査
機
関
に

調
査
を
行
わ
せ
、
結
果
を
都
道
府
県
知
事
等
に
報
告

●要措置区域及び形質変更時要届出区域内の土壌の搬出の規制（法第16条、第17条）
（事前届出、計画の変更命令、運搬基準の遵守）
●汚染土壌に係る管理票の交付及び保存の義務（法第20条）
●汚染土壌の処理業の許可制度（法第22条）

汚染土壌の
搬出等に
関する規制
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土壌汚染対策法の概要

（※）�指定調査機関は技術管理者を置く必要があり、この者の指導・監督の下、調査を実施する。技術管理者は
国家試験に合格し一定の実務経験を有する必要があり、資格更新のため更新講習を修了することが必要

汚染の摂取経路があり、健康被害が生ずるおそれがあるため、汚染の除
去等の措置が必要な区域
●�土地の所有者等は、都道府県知事等の指示に係る汚染除去等計画を作
成し、確認を受けた汚染除去等計画に従った汚染の除去等の措置を実
施し、報告を行うこと（法第７条）
●土地の形質の変更の原則禁止 （法第９条）

汚染の摂取経路がなく、健康被害が生ずるおそれがないため、汚染の除
去等の措置が不要な区域（摂取経路の遮断が行われた区域を含む）
●土地の形質の変更をしようとする者は、都道府県知事等に届出を行う
こと（法第12条）

○要措置区域（法第６条）

○形質変更時要届出区域（法第11条）

区域の指定等

●指定調査機関の信頼性の向上（指定の更新、技術管理者※の設置等）�
（法第32条、第33条）
●土壌汚染対策基金による助成（汚染原因者が不明・不存在で、費用負担
能力が低い場合の汚染の除去等の措置への助成）（法第45条）

汚
染
の
除
去
が
行
わ
れ
た
場
合
に
は
、
区
域
の
指
定
を
解
除

その他
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（２）一定規模以上の土地の形質の変更の届出の際に、土壌汚染のおそれがある
と都道府県知事等が認めるとき＜法第４条＞

●一定規模（※１）以上の土地の形質の変更を行おうとする者には、都道府県知事等に対して、土
地の形質の変更に着手する30日前までに届出をする義務が発生します。
●この場合、環境省令で定める方法により、土地所有者等の全員の同意を得て、指定調査機関に
調査を行わせ、その結果を併せて都道府県知事等に提出することができます。

　土壌汚染対策法においては、次の（１）～（３）の場合に土壌の汚染について調査し、都道府県知
事等に対して、その結果を報告する義務が生じます。

（１）有害物質使用特定施設(※)の使用の廃止時＜法第３条＞

●使用が廃止された有害物質使用特定施設の土地の所有者、管理者又は占有者（以下「所有者等」
という。）に調査義務が発生します。
●土地の利用の方法からみて土壌汚染による健康被害が生ずるおそれがないと都道府県知事等の
確認を受けた場合には、調査義務が一時的に免除されます（利用の方法が変更され、当該確認
が取り消された場合には、再度調査義務が発生します）。
※有害物質使用特定施設…水質汚濁防止法第２条第２項の特定施設であって、特定有害物質をそ
の施設において、製造し、使用し、又は処理するもの
●調査義務が一時的に免除された土地において、900㎡以上の土地の形質の変更をする場合には、
土地の所有者等は、都道府県知事等に対して、あらかじめ届出をする義務が発生し、土地の所
有者等に土壌汚染状況調査の実施命令が発出されます。

土壌汚染状況調査のきっかけ

　土壌汚染対策法の目的は、土壌汚染による人の健康被害を防止することです。この目的を達成する
ために、同法では、土壌汚染を見つけ（調査のきっかけ及び方法）、公に知らせ（区域の指定及び公示）、
健康被害が生じるおそれがある土地は汚染の除去等の措置を行い、健康被害が生じないような形で管
理していく（形質変更時及び搬出時の事前届出等）しくみを定めています。
　以下、それぞれどのような制度になっているかについて見ていきましょう。

土壌汚染対策法の概要4



11

（３）土壌汚染により健康被害が生ずるおそれがあると都道府県知事等が認める
とき＜法第５条＞

●都道府県知事等が健康被害のおそれがあると認めるときは、土地の所有者等に土壌汚染状況調
査の実施命令が発出されます。

自主的な土壌汚染の調査等を
基にした区域指定の申請について

　土壌汚染対策法においては、上記（１）〜（３）までの調査のほか、自主的に調査した土壌汚染の
調査等を基にして、都道府県知事等に次頁の区域の指定を任意に申請することができます（法第14条）。
　ただし、法第４条第２項の規定による土壌汚染状況調査の結果の提出があった土地は除きます。

＜申請の条件＞
●公正かつ公定法により実施された調査結果であることが必要です。
●申請を行おうとする土地に複数の所有者等がいる場合は、その全員の合意を得ていることが必要
です。
●土壌汚染が明らかである場合などにおいて調査を省略して区域の指定を申請することも可能です。

●届出があった土地について、都道府県知事等が土壌汚染のおそれ（※２）があると認めるときは、
土地の所有者等に、土壌汚染状況調査の実施命令が発出されます。
※１ �一定規模…3,000㎡（ただし、現に有害物質使用特定施設が設置されている土地にあっては

900㎡）
※２ �土壌汚染のおそれ…以下の基準に該当する土地かどうかを、行政が保有している情報により

判断します（規則第26条各号）。
①特定有害物質による汚染が土壌溶出量基準又は土壌含有量基準に適合しないことが明らかであ
る土地
②特定有害物質が埋められ、飛散し、流出し、地下に浸透した土地
③特定有害物質を製造・使用・処理している土地又はしていた土地
④特定有害物質が貯蔵・保管されている土地又はされていた土地
⑤その他②から④までと同等程度に特定有害物質によって汚染されているおそれがあると認めら
れる土地
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　都道府県知事等は、土壌汚染状況調査の結果報告を受けたとき、報告を受けた土地を、以下のとお
り健康被害のおそれの有無に応じて、要措置区域又は形質変更時要届出区域（以下「要措置区域等」
という。）に指定します。

　土壌汚染状況調査の結果、汚染状態が土壌
溶出量基準又は土壌含有量基準に適合せず、
土壌汚染の摂取経路がある区域です。
　健康被害が生ずるおそれがあるため、汚染
の除去等の措置が必要です。

（１）要措置区域 （２）形質変更時要届出区域

　土壌汚染状況調査の結果、汚染状態が土壌
溶出量基準又は土壌含有量基準に適合せず、
土壌汚染の摂取経路がない区域です。
　健康被害が生ずるおそれがないため、汚染
の除去等の措置は必要ではありません。

区域の指定について

土壌汚染状況調査結果を都道府県知事等へ報告
健康被害のおそれの有無の考え方
●周辺の土地において地下水の飲用等
があるかどうか

●人が立ち入ることができる土地かど
うか

土壌溶出量基準／土壌含有量基準を超える有害物質が

あるかないか
（土壌溶出量基準及び土壌含有量基準への適合性判断）

ある

ない

（基準不適合）

（基準適合）

健康被害のおそれが
あるかないか

規制対象

おそれあり おそれなし

要措置区域（法第６条） 形質変更時要届出区域（法第11条）

土壌汚染の摂取経路があり、健康被害が生じるおそ
れがあるため、汚染の除去等の措置が必要な区域
●土地の所有者等は、都道府県知事等の指示に係る
汚染除去等計画を作成し、確認を受けた汚染除去
等計画に従った汚染の除去等の措置を実施し、報
告を行うこと。（法第７条）
●土地の形質の変更の原則禁止（法第９条）

土壌汚染の摂取経路がなく、健康被害が生じるおそ
れがないため、汚染の除去等の措置が不要な区域（摂
取経路の遮断が行われた区域を含む。）
●土地の形質の変更をしようとする者は、都道府県
知事等に届出を行うこと。（法第12条）

「要措置区域」「形質変更時要届出区域」に指定されるまで

規制対象外

×

土壌汚染対策法の概要4
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　土壌汚染対策法の趣旨の一つは「汚染された土壌を適切に管理していくこと」です。そのため、健
康被害のおそれのある要措置区域では、都道府県知事等は、土地の所有者等に対し、人の健康被害を
防止するために必要な限度において、講ずべき汚染の除去等の措置（指示措置）等を示して、汚染除
去等計画の作成及び提出を指示します。
　指示措置は、
　○�地下水等経由の摂取リスクの観点からの土壌汚染がある場合（土壌溶出量基準に適合しない場合）
は、地下水の水質の測定、封じ込め※１等です。

　○�直接摂取のリスクの観点からの土壌汚染がある場合（土壌含有量基準に適合しない場合）は、盛
土等です。

　なお、指示措置が土壌汚染の除去※２とされるのは、土地の用途からみて限定的な場合になります。
　土地の所有者等は指示措置のほか、これと同等以上の効果を有すると認められる汚染の除去等の措
置のうちから、講じようとする措置（実施措置）を選択することができます。
　汚染除去等計画に記載された実施措置については、各措置に応じ技術的基準が定められており、こ
れに適合しない場合は、都道府県知事等から計画の変更命令が出されます。
　土地の所有者等は、汚染除去等計画に記載された実施措置が完了したときは、都道府県知事等に措
置の完了等の報告をしなければなりません。
　一方、形質変更時要届出区域では、土壌汚染の摂取経路がなく健康被害の生ずるおそれがないため、
汚染除去等の措置を求められることはありません。ただし、土地の形質の変更を行う場合は、都道府
県知事等にあらかじめ届出が必要になります。

※１ 封じ込め…�汚染土壌を封じ込めて地下水等による汚染の拡散を防止する措置です。原位置封じ込めや遮
水工封じ込め、遮断工封じ込め等があります。

※２ 土壌汚染の除去…汚染された土壌を除去や浄化する措置です。掘削除去や原位置浄化があります。

汚染の除去等の措置について
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土壌汚染対策法の概要4

搬出の届出

　要措置区域等内から汚染土壌を搬出する場合は、搬出する汚染土壌の
所在を把握しておく必要があります。
　汚染土壌を搬出する際には、搬出する者は搬出に着手する日の14日前
までに、都道府県知事等に対する届出の義務があります（法第16条）。
　届出書には、汚染土壌を要措置区域等内から搬出する際に、人への健
康被害のおそれを生じさせないようにしなければならないという観点か
ら、要措置区域等の所在地や特定有害物質による汚染状態、運搬の方法、
汚染土壌を処理する者及びその施設等を記載することになります。
　また、汚染土壌を一定の条件を満たした他の要措置区域等へ移動する
場合の届出書には、要措置区域等の所在地や特定有害物質による汚染状
態、運搬の方法、搬出先の要措置区域等の所在地等を記載し、一定の条
件を満たすことを証する書類を提出することになります。
　一方、搬出する汚染土壌を再度分析して指定基準に適合していること
が確認され、その旨について都道府県知事等の認定を受けている場合は、
前述の14日前の届出書の提出は不要になります。

　要措置区域等内から汚染土壌を搬出する場合には、事前の届出義務があります。このほか、汚染土
壌の運搬は、運搬基準の遵守と管理票の交付・保存義務があります。
　さらに、汚染土壌を要措置区域等外へ搬出する者は、原則として、その汚染土壌の処理を汚染土壌
処理業者に委託しなければならないと定められています。汚染土壌処理業者とは、汚染土壌の処理を
業として営む者を言い、営業に当たっては、都道府県知事等の許可が必要です。
　なお、汚染土壌の処理の委託の例外として、汚染土壌について処理の委託を行わずに、一定の条件
を満たした他の要措置区域等へ移動することができます。

搬出の規制について
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管理票

　汚染土壌がきちんと運搬され処理又は他の要措置区域等で土地の形質
の変更に使用されたかどうかを管理することは大事なことです。これは、
汚染土壌が運搬途中で不法投棄され、適正に処理されない可能性がある
ためです。
　そのため、土壌汚染対策法では、汚染土壌を搬出、運搬、処理又は使
用する際に、管理票を使用することを定めています（法第20条）。管理
票は、汚染土壌を運搬するときや処理するときなどに、期限内に関係者
に交付し、又は回付する義務などがあります。
　なお、管理票については、定まった様式があります（規則第67条第２
項の様式第29）。
　また、管理票の保存については、書面による保存か電磁的記録による
保存が可能です。

汚染土壌処理業

　汚染土壌処理業とは、都道府県知事等から許可を受けて汚染土壌の処
理を行う事業のことです。
　許可を受けるには、施設と申請者の能力が基準を満たしていることの
ほか、欠格要件に該当していないことが必要です。
　また、汚染土壌処理業者は、汚染土壌の処理に当たって処理の基準を
遵守する義務があります（法第22条第３項、第６項）。　
　そのほか、汚染土壌処理業者が所有する汚染土壌処理施設（浄化等処
理施設・セメント製造施設・埋立処理施設・分別等処理施設・自然由来
等土壌利用施設）に変更が生じた際には、変更の許可又は届出が必要と
なることがあります。

運搬基準

　汚染土壌の運搬とは、要措置区域等内の汚染土壌を、当該要措置区域
等の境界線を越えるところから汚染土壌処理施設又は一定の条件を満た
した他の要措置区域等まで移動させる行為すべてをいいます。
　土壌の運搬に伴い、汚染を拡散させるおそれがあるため、運搬に関す
る基準が定められており、自動車・船舶・列車等の車両の両側面に汚染
土壌を運搬している旨の表示義務等があります。
　また、運搬には、自動車等に積載している状態のほか、保管施設での
一時的保管も含まれます。
　特定有害物質を含まない砂利等の運搬とは違い、汚染土壌を基準に適
合しない方法で運搬を行った場合には、罰則規定も設けられています。
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　指定支援法人とは、土壌汚染対策法に定める支援業務を適正かつ確実に行うことができると環境大
臣から認められ、指定を受けた者のことです。
　平成14年12月25日に、財団法人日本環境協会（平成25年４月１日公益財団法人に移行）が指定されました。

　指定支援法人の行う支援業務は、次の３つです。

指定支援法人

土壌汚染対策法の概要4

助成金交付業務
　汚染の除去等の措置を講ずる者に対して助成を行う都道府県等へ助成金を交付します（助成金の
交付には条件があります。詳しくは指定支援法人のホームページをご覧ください。）。
（http://www.jeas.or.jp/dojo/business/grant/）

照会・相談業務
　土壌汚染状況調査や汚染の除去等の措置など土壌汚染に関することについての照会、相談、助言
等を行います。（http://www.jeas.or.jp/dojo/business/consult/）

普及・啓発業務
　土壌汚染による健康被害について、解説冊子を作成・配布したり、無料セミナーを定期的に行い、国民
の理解の増進を図ります。
（http://www.jeas.or.jp/dojo/business/promote/）

これら３つの業務を実施するために、土壌汚染対策基金を設置し、その管理も行っています。

　土壌汚染対策法に基づく調査は、その結果によってその土地に対する土壌汚染対策の方針が左右さ
れるため、信頼できる調査結果を確保しなければなりません。
　そこで、調査を的確に実施することができる者を環境大臣又は都道府県知事が指定し、土壌汚染対
策法に基づく土壌汚染の調査は、その指定を受けた者のみが行うこととされています。この環境大臣
又は都道府県知事に指定され、土壌汚染対策法に基づく調査を行う者が指定調査機関です。

　各指定調査機関は、的確に調査を行うため、技術管理者（技術上の管理をつかさどる者）を置く必
要があり、この者の指導・監督の下、調査を行うことになります。
　また、技術管理者になるための要件として、環境省が実施する技術管理者試験に合格し、一定の実
務経験を有する必要があり、これにより、適切な技術・知識を持った者の管理のもと、土壌汚染対策
法に基づく調査が実施されることになっています。

指定調査機関

　土壌汚染対策法では、土壌汚染状況調査等を行う機関と土壌汚染対策法に基づく支援業務を行う法
人についても定めています。
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財政的な支援制度について5
　汚染除去等計画を作成し、地方公共団体（長）に提出すべきことを指示された者（助成の要件を満
たす場合に限る。）に対して当該指示に係る汚染の除去等の措置の円滑な推進のための助成を行う地
方公共団体（長）に対し、土壌汚染対策基金から助成を行う制度が設けられています。
　また、地方公共団体（長）によっては、融資制度を設けているところもあります。詳しくは、地方
公共団体担当部署（24ページ「❾お問い合わせ先」）にお尋ねください。
　このほか、政府関係金融機関である株式会社日本政策金融公庫でも融資制度を設けています。
　https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/15_kankyoutaisaku_t.html

　国からの補助及び産業界等の出えん（寄附）により基金を造成しており、また、広く一般の方からの寄附も
受け付けています。なお、基金の管理は指定支援法人である公益財団法人日本環境協会が行っています。
　土壌汚染対策基金からの助成は、地方公共団体（長）が助成を行う土地の所有者等が、以下の要件を満たし
たときに対象となります。
　◆�法に基づく調査を行い、要措置区域に指定され、汚染除去等計画を作成し、地方公共団体（長）に提出すべきこと
を指示されていること

　◆汚染原因者が不明・不存在であること
　◆費用負担能力の基準を満たすこと（負担能力に関する基準（平成16年１月環境省告示第４号））　
　基金からの助成金の額は、助成事業により地方公共団体（長）が助成する額の２／３の額または当該助成の対象とな
る対策費用の１／２の額のいずれか低い額以内です。
　例えば、対象事業費を１として、土地所有者等に対する地方公共団体（長）の助成率が３／４の場合、土地所有者等は、
最大３／４の助成が受けられます。
　なお、公益財団法人日本環境協会では、助成金の交付を受けたいと考えている方に対する相談窓口（24ページ「❾
お問い合わせ先」参照）を開設していますので、ご活用ください。

土壌汚染対策基金による助成

助成金交付の流れ 【地方公共団体（長）の助成率が３／４の場合】

①国と産業界等からの出えんにより基金を造成。
②地方公共団体（長）が土地所有者等に対し助成を行うことを決定。
③一定の要件を満たす場合、基金から地方公共団体（長）に助成金を交付。
④地方公共団体（長）はその助成金に上乗せする形で土地所有者等に対し助成。

政府からの補助

政府以外からの出えん

基　金

地方公共団体（長）

土地所有者等

助
成

助
成

指定支援法人

（公財）日本環境協会

1
4

1
4

1
4

1
2

（注）�数字は、対策事業費を
１とした場合のそれぞれ
の負担割合（基本ケース）

1
4
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1 特定有害物質 3 指定調査機関

2 土壌汚染状況調査等

4 要措置区域等

土壌汚染対策法がよく分かる10の言葉6

　土壌や地下水に含まれることが原因で人の健
康に被害を生ずるおそれがある有害物質として
土壌汚染対策法施行令で定めた26物質のことで
す。第一種特定有害物質（揮発性有機化合物）、
第二種特定有害物質（重金属等）及び第三種特
定有害物質（農薬等）があり、各物質ごとに土
壌溶出量基準や土壌含有量基準等の基準値が設
定されています。（23ページ「❽関係資料」参照）。

　10、11ページで説明したきっかけで行われる
下表（１）〜（３）の調査を土壌汚染状況調査
といい、すべて環境大臣又は都道府県知事の指
定する調査会社である指定調査機関によって行
われなければなりません。

（１）使用が廃止された有害物質使用特定施設のあ

る工場又は事業場の敷地で行われる土壌汚染

の調査（法第３条第１項）、及びこの調査の義

務が一時的に免除された土地の形質の変更を

行う場合に行われる土壌汚染の調査（法第３

条第８項）

（２）土壌汚染のおそれがある土地の形質の変更が

行われる場合に行われる土壌汚染の調査（法

第４条第２項及び第３項）

（３）土壌汚染による健康被害が生ずるおそれがあ

る土地で行われる土壌汚染の調査（法第５条）

　土壌汚染状況調査等を行うために環境大臣又
は都道府県知事によって指定された調査機関の
ことをいいます。指定を受けるためには、指定
の基準（調査等の業務を適確かつ円滑に進める
のに必要な経済的基盤及び技術的能力を有する
ことや欠格要件に該当しないこと）に適合する
必要があります。指定調査機関については、以
下の環境省ホームページから地域別などで検索
することができます。
http://www.env.go.jp/water/dojo/kikan/index.html
　また、指定調査機関は土壌汚染状況調査等の
技術上の管理をつかさどる者として技術管理者
を選任し、配置することが義務づけられていま
す。技術管理者は、国家試験に合格した者であっ
て、一定の実務経験等を有する必要があります。

　土壌汚染状況調査等の結果、その土地の土壌
の特定有害物質による汚染状態が指定基準を超
過した場合には、都道府県知事等から要措置区
域又は形質変更時要届出区域（これらの２つの
区域を合わせて「要措置区域等」といいます。）
に指定されます（12ページ「区域の指定につい
て」参照）。
　形質変更時要届出区域にあっては、土地の形
質の変更の施行方法の基準が緩和される区域と
して、土地の汚染の状況に応じて、自然由来特
例区域、埋立地特例区域及び埋立地管理区域が
定められています。　
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5 汚染除去等計画

6 台帳

7 汚染土壌

土壌汚染対策法がよく分かる10の言葉
　なお、形質変更時要届出区域のうち、土地の
形質の変更の施行及び管理に関する方針につい
て都道府県知事等の確認を受け、土地の形質の
変更ごとの事前の届出に代えて、年一回の事後
の届出を行う区域として、臨海部特例区域が定
められています。

　汚染除去等計画とは、要措置区域において汚
染の除去等の措置を行う方法やその時期等を記
載した計画書のことです。土地の所有者等（又
は汚染の原因者）は、都道府県知事等に提出し
て確認を受けた汚染除去等計画に基づいて、汚
染の除去等の措置を行わなければいけません。
　都道府県知事等は、講ずべき汚染の除去等の
措置（指示措置）を示して、汚染除去等計画の
作成を指示しますが、土地の所有者等は指示措
置及びこれと同等以上の効果を有すると認めら
れる汚染の除去等の措置のうちから、講じよう
とする措置（実施措置）を選択することができ
ます。
　土地の所有者等が汚染原因者に代わって実施
措置を行った場合、その措置等に要した費用を、
指示措置に要する費用の限度まで請求すること
ができます。

　都道府県知事等は、要措置区域及び形質変更
時要届出区域が指定された場合又はこれらの区
域指定が解除された場合、それぞれの区域の情
報が記載された台帳を作成し、管理することに
なります。

　土壌汚染対策法において汚染土壌と扱われる
土壌とは、要措置区域等内の土地の土壌のうち、
搬出しようとする土壌の調査（法第16条第１項）
によって基準に適合した土壌以外の土壌を指し
ます。つまり、要措置区域等に指定されていな
い土地において、土壌溶出量基準又は土壌含有
量基準に適合しないことが判明した場合であっ
ても、その土地の土壌は、法上の汚染土壌では
ありません。しかし、要措置区域等外の土地の
土壌であっても汚染が判明している場合には、
法に準じた取扱いをすることが望ましいため、
その取扱いについては、都道府県知事等にご相
談ください。
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9 管理票

10 汚染土壌処理業8 区域の指定の解除

　要措置区域等の指定は、区域に指定された際
の指定の事由がなくなったときには、その指定
が解除されます。要措置区域において汚染の摂
取経路の遮断が行われた場合は、要措置区域の
指定が解除され、形質変更時要届出区域に指定
されます。形質変更時要届出区域の指定が解除
されるためには、基準に適合しない土壌が区域
内に存在しなくなる必要があります。したがっ
て、土壌汚染の除去（汚染土壌そのものを取り
除くことや、薬剤や微生物によって浄化を行う
こと）を実施した場合に区域の指定が解除され
ることになります。

　汚染土壌の運搬又は処理を他人に委託する場
合等には、運搬又は処理等の行程を管理し、そ
の記録の保存ができるように、管理票の使用が
義務付けられています。
　また、管理票は５年間の保存が義務づけられ
ており、書面又は電磁的記録によって保存しま
す。
　詳細は、「搬出汚染土壌の管理票のしくみ」
をご覧ください。
http://www.jeas.or.jp/dojo/business/promote/
booklet/04.html

土壌汚染対策法がよく分かる10の言葉6

　汚染土壌の処理の事業を行う場合は、都道府
県知事等による汚染土壌処理業の許可が必要で
す。許可を得るためには、許可の基準（汚染土
壌処理施設と申請者の能力が汚染土壌の処理を
適正に、かつ、継続して行うに足りるもの、欠
格要件に該当しないこと）に適合する必要があ
ります。
　詳細は、以下の環境省ホームページからご覧
いただけます。
http://www.env.go.jp/water/dojo/wpcl.html

http://#
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土壌汚染対策法Ｑ＆Ａ7

Q1 工場を閉鎖しますが、何
をすれば良いですか？ A1

A3

A4

　まずは、水質汚濁防止法に定める特定施設

の廃止の届出書を都道府県知事等へ提出する

必要があります。

　また、特定有害物質を使用していた場合な

どは、調査義務が発生します（法第３条１項）。

都道府県等又は指定調査機関に相談しましょ

う。

Q2

Q3

土地の形質の変更とはど
のような行為のことです
か？ 

土地の形質の変更を行う
予定ですが、何をすれば
良いですか？ 

A2
　土地の形状を変更する行為全般を指しま

す。掘削及び盛土などの行為も含まれます。

なお、土地の形質の変更の部分の面積とは掘

削部分の面積と盛土部分の面積の合計をいい

ます。

　土地の形質の変更の部分の面積が3,000㎡

（現に有害物質使用特定施設が設置されてい

る土地にあっては900㎡）以上である場合は、

届出が必要となります（法第４条第１項）。

都道府県知事等へ届出を行いましょう。

　届出に当たり、環境省令で定める方法によ

り、土地所有者等の全員の同意を得て、指定

調査機関に調査を行わせ、その結果を併せて

都道府県知事等に提出することができます

（法第４条第２項）。

　届出には土地の形質の変更をしようとする

場所を明らかにした図面を添付する必要があ

ります。

　ただし、盛土のみの場合には、届出は不要

です。

　形質変更時要届出区域は土壌汚染の摂取経

路がなく、健康被害が生ずるおそれがない土

地なので、汚染の除去等の措置を行う必要は

ありません。ただし、土地の形質の変更を行

う場合、事前の届出義務等があります。

Q4 形質変更時要届出区域で
は、対策を取る必要はな
いというのは本当です
か？ 
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指定の申請とは何です
か？ 書類として何を揃
えれば良いですか？ 

汚染土壌を運搬する事業
を行う際にも許可は必要
ですか？ 

要措置区域等外で見つ
かった汚染された土壌に
ついても、汚染土壌処理
施設へ運搬し、処理を委
託する義務がありますか？

　自主的に土壌汚染調査を行って土壌汚染が

発見された場合に、その土地を要措置区域又

は形質変更時要届出区域に指定してもらい、

都道府県知事等の適切な管理の下におくこと

を目的とした申請のことです。

　指定の申請には

①所定の申請書
②申請に係る土地の周辺の地図
③申請に係る場所（範囲）を明らかにした図面
④�申請に係る土地の土壌の特定有害物質によ
る汚染状態を明らかにした図面
⑤申請者が申請に係る土地の所有者等である
　ことを証する書類

が必要となります。

　申請に係る土地に申請者以外の土地の所有

者等がいる場合は、①〜⑤に加えて

⑥所有者等全員の当該申請することについて
　の合意を得たことを証する書類

が必要となります。

　汚染土壌を運搬する業の許可に係る制度は

ありません。ただし、汚染土壌を要措置区域

等外へ搬出しようとする者は、搬出に着手す

る日の14日前までに、都道府県知事等へ届出

（法第16条）が必要です。また、要措置区域

等外における汚染土壌の運搬については、基

準（法第17条）を遵守して行ってください。

　土壌汚染対策法上、その義務はありません

が、健康被害の防止等の観点からは運搬及び

処理に当たっては、法の規定（法第４章）に

準じて、適切に取り扱うことが望ましいと言

えます。

土壌汚染対策法Ｑ＆Ａ7

A5

A6

A7

Q5

Q6

Q7
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注：�令和2年4月2日に土壌汚染対策法施行規則の一部を改正する省令（令和2年環境省令第14号）が公布され、カドミウム及びその化合物、トリクロロ
エチレンの基準が改正されました。この施行は令和3年4月1日です。

 ◆指定基準（土壌の汚染状態に関する基準別表）
　①地下水摂取などによるリスクからは土壌溶出量基準が、②直接摂取によるリスクからは土壌含有
量基準が定められています。土壌溶出量基準については、すべての特定有害物質に設定されています
が、土壌含有量基準については、特定有害物質のうち重金属を中心とする９物質についてのみ定めら
れています。

クロロエチレン

四塩化炭素

1,2- ジクロロエタン	

1,1- ジクロロエチレン	

1,2- ジクロロエチレン

1,3- ジクロロプロペン	

ジクロロメタン	

テトラクロロエチレン	

1,1,1- トリクロロエタン	

1,1,2- トリクロロエタン	

トリクロロエチレン	

ベンゼン	

カドミウム及びその化合物

六価クロム化合物

シアン化合物

水銀及びその化合物

セレン及びその化合物

鉛及びその化合物

砒素及びその化合物

ふっ素及びその化合物

ほう素及びその化合物

シマジン	

チオベンカルブ	

チウラム	

ポリ塩化ビフェニル (PCB)

有機りん化合物	

土壌１kgにつきカドミウム
45mg以下であること
土壌１kgにつき六価クロム
250mg以下であること
土壌１kgにつき
遊離シアン50mg以下であること

土壌１kgにつき水銀15mg以下であること

土壌１kgにつきセレン150mg以下であること

土壌１kgにつき鉛150mg以下であること

土壌１kgにつき砒素150mg以下であること

土壌１kgにつきふっ素4,000mg以下であること

土壌１kgにつきほう素4,000mg以下であること

検液１Ｌにつき 0.002mg 以下であること
	
検液１Ｌにつき 0.002mg 以下であること
	
検液１Ｌにつき 0.004mg 以下であること
	
検液１Ｌにつき 0.1mg 以下であること
	
検液１Ｌにつき 0.04mg 以下であること
	
検液１Ｌにつき 0.002mg 以下であること
	
検液１Ｌにつき 0.02mg 以下であること
	
検液１Ｌにつき 0.01mg 以下であること
	
検液１Ｌにつき１mg以下であること
	
検液１Ｌにつき 0.006mg 以下であること
	
検液１Ｌにつき 0.01mg 以下であること
	
検液１Ｌにつき 0.01mg 以下であること

検液１Ｌにつきカドミウム0.003mg以下であること

検液１Ｌにつき六価クロム 0.05mg 以下であること

検液中にシアンが検出されないこと

検液１Ｌにつき水銀 0.0005mg 以下であり、
かつ、検液中にアルキル水銀が検出されないこと

検液１Ｌにつきセレン 0.01mg 以下であること

検液１Ｌにつき鉛 0.01mg 以下であること

検液１Ｌにつき砒素 0.01mg 以下であること

検液１Ｌにつきふっ素 0.8mg 以下であること

検液１Ｌにつきほう素１mg以下であること

検液１Ｌにつき 0.003mg 以下であること

検液１Ｌにつき 0.02mg 以下であること

検液１Ｌにつき 0.006mg 以下であること

検液中に検出されないこと

検液中に検出されないこと	

関係資料8

特定有害物質の種類

第
一
種
特
定
有
害
物
質

（
揮
発
性
有
機
化
合
物
）

第
二
種
特
定
有
害
物
質

（
重
金
属
等
）

第
三
種
特
定
有
害
物
質

（
農
薬
等
／
農
薬+

Ｐ
Ｃ
Ｂ
）

＜地下水の摂取などによるリスク＞
土壌溶出量基準

＜直接摂取によるリスク＞
土壌含有量基準
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◆環境省水・大気環境局土壌環境課
〒 100-8975　東京都千代田区霞が関 1-2-2

TEL  03-3581-3351（代表）
環境省ホームページ　http://www.env.go.jp/water/dojo.html

◆指定支援法人
公益財団法人　日本環境協会　土壌環境課

〒 101-0032　東京都千代田区岩本町 1-10-5　TMMビル 5階

TEL 03-5829-6894
協会ホームページ　http://www.jeas.or.jp/dojo/index.html

◆ 47 都道府県及び下記の市の土壌汚染担当部局（本文では「都道府県知事等」と記載）

札幌市、函館市、旭川市、青森市、八戸市、盛岡市、仙台市、秋田市、山形市、福島市、郡山市、いわき市

水戸市、つくば市、宇都宮市、前橋市、高崎市、伊勢崎市、太田市、さいたま市、川越市、熊谷市、川口市、
所沢市、越谷市、春日部市、草加市、千葉市、船橋市、柏市、市川市、松戸市、市原市、八王子市、町田市、
横浜市、川崎市、横須賀市、相模原市、平塚市、藤沢市、小田原市、茅ヶ崎市、厚木市、大和市

新潟市、長岡市、上越市、富山市、金沢市、福井市、甲府市、長野市、松本市、岐阜市、静岡市、浜松市、
沼津市、富士市、名古屋市、豊田市、豊橋市、岡崎市、一宮市、春日井市

四日市市、大津市、京都市、大阪市、堺市、高槻市、東大阪市、豊中市、吹田市、枚方市、八尾市、岸和田市、
茨木市、寝屋川市、神戸市、姫路市、西宮市、尼崎市、明石市、加古川市、宝塚市、奈良市、和歌山市

鳥取市、松江市、岡山市、倉敷市、広島市、福山市、呉市、下関市、徳島市、高松市、松山市、高知市

北九州市、福岡市、久留米市、佐賀市、長崎市、佐世保市、熊本市、大分市、宮崎市、鹿児島市、那覇市

北海道・東北

関東

中部

近畿

中国・四国

九州・沖縄

お問い合わせ先9

上記自治体の各連絡先は、以下の環境省ホームページでご覧頂けます。
http://www.env.go.jp/water/dojo/law/mado.html

（令和2.4.1現在）
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◆土壌汚染対策法に係る条文◆

◆土壌汚染対策法に基づく告示◆

◆土壌汚染対策法の施行通知等◆

◆土壌汚染対策法の事務連絡等◆

◆土壌汚染対策法に関する参考資料◆

◆ そ     の     他     参     考 ◆

ホームページから下記の法・告示等をご覧いただけます。

環境省（http://www.env.go.jp/water/dojo/law/kaisei2009.html）

 （公財）日本環境協会（http://www.jeas.or.jp/dojo/law/list.html）
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土
壌
汚
染
対
策
法

四　

第
五
条
第
二
項
の
調
査
に
関
す
る
事
務

五　

第
六
条
第
一
項
の
指
定
に
関
す
る
事
務

六　

第
六
条
第
二
項
の
公
示
に
関
す
る
事
務

七　

第
六
条
第
四
項
の
指
定
の
解
除
に
関
す
る
事
務

八　

第
七
条
第
一
項
の
指
示
に
関
す
る
事
務

九　

第
七
条
第
十
項
の
汚
染
の
除
去
等
の
措
置
に
関
す
る
事
務

十　

第
十
二
条
第
一
項
第
一
号
の
確
認
に
関
す
る
事
務

十
一　

前
条
第
二
項
の
協
力
を
求
め
、
又
は
意
見
を
述
べ
る
こ
と

に
関
す
る
事
務

　

（
国
の
援
助
）

第
五
十
八
条
　
国
は
、
土
壌
の
特
定
有
害
物
質
に
よ
る
汚
染
に
よ
り

人
の
健
康
に
係
る
被
害
が
生
ず
る
こ
と
を
防
止
す
る
た
め
、
土
壌

汚
染
状
況
調
査
又
は
要
措
置
区
域
内
の
土
地
に
お
け
る
汚
染
の
除

去
等
の
措
置
の
実
施
に
つ
き
必
要
な
資
金
の
あ
っ
せ
ん
、
技
術
的

な
助
言
そ
の
他
の
援
助
に
努
め
る
も
の
と
す
る
。

２　

前
項
の
措
置
を
講
ず
る
に
当
た
っ
て
は
、
中
小
企
業
者
に
対
す

る
特
別
の
配
慮
が
な
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

（
研
究
の
推
進
等
）

第
五
十
九
条
　
国
は
、
汚
染
の
除
去
等
の
措
置
に
関
す
る
技
術
の
研

究
そ
の
他
土
壌
の
特
定
有
害
物
質
に
よ
る
汚
染
に
よ
り
人
の
健
康

に
係
る
被
害
が
生
ず
る
こ
と
を
防
止
す
る
た
め
の
研
究
を
推
進
し
、

そ
の
成
果
の
普
及
に
努
め
る
も
の
と
す
る
。

　

（
国
民
の
理
解
の
増
進
）

第
六
十
条
　
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
教
育
活
動
、
広
報
活
動
そ

の
他
の
活
動
を
通
じ
て
土
壌
の
特
定
有
害
物
質
に
よ
る
汚
染
が
人

の
健
康
に
及
ぼ
す
影
響
に
関
す
る
国
民
の
理
解
を
深
め
る
よ
う
努

め
る
も
の
と
す
る
。

２　

国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
前
項
の
責
務
を
果
た
す
た
め
に
必

要
な
人
材
を
育
成
す
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

　

�

（
都
道
府
県
知
事
に
よ
る
土
壌
汚
染
に
関
す
る
情
報
の
収
集
、整
理
、

保
存
及
び
提
供
等
）

第
六
十
一
条
　
都
道
府
県
知
事
は
、
当
該
都
道
府
県
の
区
域
内
の
土

地
に
つ
い
て
、
土
壌
の
特
定
有
害
物
質
に
よ
る
汚
染
の
状
況
及
び

そ
の
汚
染
に
よ
る
人
の
健
康
に
係
る
被
害
が
生
ず
る
お
そ
れ
に
関

す
る
情
報
を
収
集
し
、
整
理
し
、
保
存
し
、
及
び
適
切
に
提
供
す

る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

２　

都
道
府
県
知
事
は
、
公
園
等
の
公
共
施
設
若
し
く
は
学
校
、
卸

売
市
場
等
の
公
益
的
施
設
又
は
こ
れ
ら
に
準
ず
る
施
設
を
設
置
し

よ
う
と
す
る
者
に
対
し
、
当
該
施
設
を
設
置
し
よ
う
と
す
る
土
地

が
第
四
条
第
三
項
の
環
境
省
令
で
定
め
る
基
準
に
該
当
す
る
か
否

か
を
把
握
さ
せ
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

　

�

（
有
害
物
質
使
用
特
定
施
設
を
設
置
し
て
い
た
者
に
よ
る
土
壌
汚
染

状
況
調
査
へ
の
協
力
）

第
六
十
一
条
の
二
　
有
害
物
質
使
用
特
定
施
設
を
設
置
し
て
い
た
者

は
、
当
該
土
地
に
お
け
る
土
壌
汚
染
状
況
調
査
を
行
う
指
定
調
査

機
関
に
対
し
、
そ
の
求
め
に
応
じ
て
、
当
該
有
害
物
質
使
用
特
定

施
設
に
お
い
て
製
造
し
、
使
用
し
、
又
は
処
理
し
て
い
た
特
定
有

害
物
質
の
種
類
等
の
情
報
を
提
供
す
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

　

（
経
過
措
置
）

第
六
十
二
条
　
こ
の
法
律
の
規
定
に
基
づ
き
命
令
を
制
定
し
、
又
は

改
廃
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の
命
令
で
、
そ
の
制
定
又
は
改

廃
に
伴
い
合
理
的
に
必
要
と
判
断
さ
れ
る
範
囲
内
に
お
い
て
、
所

要
の
経
過
措
置
（
罰
則
に
関
す
る
経
過
措
置
を
含
む
。）
を
定
め
る

こ
と
が
で
き
る
。

　

（
権
限
の
委
任
）

第
六
十
三
条
　
こ
の
法
律
に
規
定
す
る
環
境
大
臣
の
権
限
は
、
環
境

省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
地
方
環
境
事
務
所
長
に
委
任
す

る
こ
と
が
で
き
る
。

　

（
政
令
で
定
め
る
市
の
長
に
よ
る
事
務
の
処
理
）

第
六
十
四
条
　
こ
の
法
律
の
規
定
に
よ
り
都
道
府
県
知
事
の
権
限
に

属
す
る
事
務
の
一
部
は
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
政
令

で
定
め
る
市
（
特
別
区
を
含
む
。）
の
長
が
行
う
こ
と
と
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

第
八
章　

罰
則

第
六
十
五
条
　
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
は
、
一
年
以

下
の
懲
役
又
は
百
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
す
る
。

一　

第
三
条
第
四
項
若
し
く
は
第
八
項
、
第
四
条
第
三
項
、
第
五

条
第
一
項
、
第
七
条
第
二
項
、
第
四
項
若
し
く
は
第
八
項
、
第

十
二
条
第
五
項
、
第
十
六
条
第
四
項
、
第
十
九
条
、
第
二
十
四
条
、

第
二
十
五
条
又
は
第
二
十
七
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
命
令
に

違
反
し
た
者

二　

第
七
条
第
六
項
又
は
第
九
条
の
規
定
に
違
反
し
た
者

三　

第
二
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
違
反
し
て
、
汚
染
土
壌
の
処

理
を
業
と
し
て
行
っ
た
者

四　

第
二
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
違
反
し
て
、
汚
染
土
壌
の
処

理
の
事
業
を
行
っ
た
者

五　

不
正
の
手
段
に
よ
り
第
二
十
二
条
第
一
項
の
許
可
（
同
条
第

四
項
の
許
可
の
更
新
を
含
む
。）
又
は
第
二
十
三
条
第
一
項
の
変

更
の
許
可
を
受
け
た
者

六　

第
二
十
六
条
の
規
定
に
違
反
し
て
、
他
人
に
汚
染
土
壌
の
処

理
を
業
と
し
て
行
わ
せ
た
者

第
六
十
六
条
　
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
は
、
三
月
以

下
の
懲
役
又
は
三
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
す
る
。

一　

第
三
条
第
五
項
若
し
く
は
第
七
項
又
は
第
二
十
三
条
第
三
項

若
し
く
は
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
せ
ず
、
又
は
虚
偽
の

届
出
を
し
た
者

二　

第
四
条
第
一
項
又
は
第
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
違
反
し
て
、

届
出
を
し
な
い
で
、
又
は
虚
偽
の
届
出
を
し
て
、
土
地
の
形
質

の
変
更
を
し
た
者

三　

第
十
六
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
に
違
反
し
て
、
届
出

を
し
な
い
で
、
又
は
虚
偽
の
届
出
を
し
て
、
同
条
第
一
項
本
文

又
は
第
二
項
に
規
定
す
る
搬
出
を
し
た
者

四　

第
十
七
条
の
規
定
に
違
反
し
て
、
汚
染
土
壌
を
運
搬
し
た
者

五　

第
十
八
条
第
一
項
（
同
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合

を
含
む
。）
又
は
第
二
十
二
条
第
七
項
の
規
定
に
違
反
し
て
、
汚

染
土
壌
の
処
理
を
他
人
に
委
託
し
た
者

六　

第
二
十
条
第
一
項
（
同
条
第
二
項
（
同
条
第
九
項
に
お
い
て

準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）
及
び
第
九
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場

合
を
含
む
。）
の
規
定
に
違
反
し
て
、
管
理
票
を
交
付
せ
ず
、
又

は
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
事
項
を
記
載
せ
ず
、
若
し
く
は
虚

偽
の
記
載
を
し
て
管
理
票
を
交
付
し
た
者

七　

第
二
十
条
第
三
項
前
段
又
は
第
四
項
（
こ
れ
ら
の
規
定
を
同

条
第
九
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）
の
規
定
に
違
反

し
て
、
管
理
票
の
写
し
を
送
付
せ
ず
、
又
は
こ
れ
ら
の
規
定
に

規
定
す
る
事
項
を
記
載
せ
ず
、
若
し
く
は
虚
偽
の
記
載
を
し
て

管
理
票
の
写
し
を
送
付
し
た
者

八　

第
二
十
条
第
三
項
後
段
（
同
条
第
九
項
に
お
い
て
準
用
す
る

場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
違
反
し
て
、管
理
票
を
回
付
し
な
か
っ

た
者

九　

第
二
十
条
第
五
項
、
第
七
項
又
は
第
八
項
（
こ
れ
ら
の
規
定

を
同
条
第
九
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）
の
規
定
に

違
反
し
て
、
管
理
票
又
は
そ
の
写
し
を
保
存
し
な
か
っ
た
者

十　

第
二
十
一
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
に
違
反
し
て
、
虚

偽
の
記
載
を
し
て
管
理
票
を
交
付
し
た
者

十
一　

第
二
十
一
条
第
三
項
の
規
定
に
違
反
し
て
、
送
付
を
し
た

者

第
六
十
七
条
　
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
は
、
三
十
万

円
以
下
の
罰
金
に
処
す
る
。

一　

第
十
二
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
せ
ず
、
又
は
虚
偽

の
届
出
を
し
た
者

二　

第
二
十
二
条
第
八
項
の
規
定
に
違
反
し
て
、
記
録
せ
ず
、
若

し
く
は
虚
偽
の
記
録
を
し
、
又
は
記
録
を
備
え
置
か
な
か
っ
た

者
三　

第
五
十
条
の
規
定
に
違
反
し
た
者

四　

第
五
十
四
条
第
一
項
若
し
く
は
第
三
項
か
ら
第
六
項
ま
で
の

規
定
に
よ
る
報
告
を
せ
ず
、
若
し
く
は
虚
偽
の
報
告
を
し
、
又

は
こ
れ
ら
の
規
定
に
よ
る
検
査
を
拒
み
、
妨
げ
、
若
し
く
は
忌

避
し
た
者

第
六
十
八
条
　
法
人
の
代
表
者
又
は
法
人
若
し
く
は
人
の
代
理
人
、

使
用
人
そ
の
他
の
従
業
者
が
、そ
の
法
人
又
は
人
の
業
務
に
関
し
、

前
三
条
（
前
条
第
三
号
を
除
く
。）
の
違
反
行
為
を
し
た
と
き
は
、

行
為
者
を
罰
す
る
ほ
か
、
そ
の
法
人
又
は
人
に
対
し
て
各
本
条
の

罰
金
刑
を
科
す
る
。

第
六
十
九
条
　
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
は
、
二
十
万

円
以
下
の
過
料
に
処
す
る
。

一　

第
七
条
第
九
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
を
せ
ず
、
又
は
虚
偽
の

報
告
を
し
た
者

二　

第
十
二
条
第
二
項
若
し
く
は
第
三
項
、
第
十
六
条
第
三
項
、

第
二
十
条
第
六
項
（
同
条
第
九
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を

含
む
。）
又
は
第
四
十
条
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
せ
ず
、
又
は
虚

偽
の
届
出
を
し
た
者

附　

則

　

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
九
月
を
超
え
な

い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。た
だ
し
、

次
条
の
規
定
は
、
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
六
月
を
超
え
な
い
範

囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。

　

（
準
備
行
為
）

第
二
条
　
第
三
条
第
一
項
の
指
定
及
び
こ
れ
に
関
し
必
要
な
手
続
そ

の
他
の
行
為
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
前
に
お
い
て
も
、
第
十
条
か

ら
第
十
二
条
ま
で
及
び
第
十
五
条
の
規
定
の
例
に
よ
り
行
う
こ
と

が
で
き
る
。

２　

第
二
十
条
第
一
項
の
指
定
及
び
こ
れ
に
関
し
必
要
な
手
続
そ
の

他
の
行
為
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
前
に
お
い
て
も
、
同
項
及
び
同

条
第
二
項
並
び
に
第
二
十
四
条
第
一
項
の
規
定
の
例
に
よ
り
行
う

こ
と
が
で
き
る
。

　

（
経
過
措
置
）

第
三
条
　
第
三
条
の
規
定
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
前
に
使
用
が
廃
止

さ
れ
た
有
害
物
質
使
用
特
定
施
設
に
係
る
工
場
又
は
事
業
場
の
敷

地
で
あ
っ
た
土
地
に
つ
い
て
は
、
適
用
し
な
い
。

　

（
政
令
へ
の
委
任
）

第
四
条
　
前
二
条
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
こ
の
法
律
の
施
行
に
関

し
て
必
要
な
経
過
措
置
は
、
政
令
で
定
め
る
。

　

（
検
討
）

第
五
条
　
政
府
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
後
十
年
を
経
過
し
た
場
合
に

お
い
て
、
指
定
支
援
法
人
の
支
援
業
務
の
在
り
方
に
つ
い
て
廃
止

を
含
め
て
見
直
し
を
行
う
と
と
も
に
、
こ
の
法
律
の
施
行
の
状
況

に
つ
い
て
検
討
を
加
え
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
必
要
な
措
置
を

講
ず
る
も
の
と
す
る
。

附　

則　
（
平
成
二
九
年
五
月
一
九
日
法
律
第
三
三
号
）

　

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
二
年
を
超
え
な

い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。た
だ
し
、

次
の
各
号
に
掲
げ
る
規
定
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
日
か
ら
施
行

す
る
。

一　

附
則
第
六
条
の
規
定　

公
布
の
日

二　

第
一
条
の
規
定　

公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
一
年
を
超
え
な

い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日

三　

附
則
第
四
条
の
規
定　

民
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施

行
に
伴
う
関
係
法
律
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成
二
十
九

年
法
律
第
四
十
五
号
）
の
公
布
の
日
又
は
こ
の
法
律
の
施
行
の

日
（
以
下
「
施
行
日
」
と
い
う
。）
の
い
ず
れ
か
遅
い
日

　

（
汚
染
の
除
去
等
の
措
置
等
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
二
条
　
こ
の
法
律
の
施
行
前
に
こ
の
法
律
に
よ
る
改
正
前
の
土
壌

汚
染
対
策
法
（
次
項
に
お
い
て
「
旧
法
」
と
い
う
。）
第
七
条
第
一

項
の
規
定
に
よ
る
指
示
を
受
け
た
者
に
係
る
汚
染
の
除
去
等
の
措

置
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

２　

こ
の
法
律
の
施
行
前
に
旧
法
第
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
指

示
を
受
け
た
者
に
係
る
汚
染
の
除
去
等
の
措
置
に
要
し
た
費
用
の

請
求
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

　

（
汚
染
土
壌
の
搬
出
時
の
届
出
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
三
条
　
こ
の
法
律
に
よ
る
改
正
後
の
土
壌
汚
染
対
策
法
（
附
則
第

七
条
に
お
い
て
「
新
法
」
と
い
う
。）
第
十
六
条
第
一
項
の
規
定
は
、

施
行
日
か
ら
起
算
し
て
十
四
日
を
経
過
す
る
日
以
後
に
同
項
に
規

定
す
る
汚
染
土
壌
を
当
該
要
措
置
区
域
等
（
同
項
に
規
定
す
る
要

措
置
区
域
等
を
い
う
。）
外
へ
搬
出
し
よ
う
と
す
る
者
（
そ
の
委
託

を
受
け
て
当
該
汚
染
土
壌
の
運
搬
の
み
を
行
お
う
と
す
る
者
を
除

く
。）
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

　

（
民
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
法
律
の
整

備
等
に
関
す
る
法
律
の
一
部
改
正
）

　

（
罰
則
の
適
用
に
関
す
る
経
過
措
置
）

第
五
条
　
こ
の
法
律
の
施
行
前
に
し
た
行
為
及
び
附
則
第
二
条
第
一

項
の
規
定
に
よ
り
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
る
場
合
に

お
け
る
施
行
日
以
後
に
し
た
行
為
に
対
す
る
罰
則
の
適
用
に
つ
い

て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

　

（
そ
の
他
の
経
過
措
置
の
政
令
へ
の
委
任
）

第
六
条
　
こ
の
附
則
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
こ
の
法
律
の
施
行
に

伴
い
必
要
な
経
過
措
置
は
、
政
令
で
定
め
る
。

　

（
検
討
）

第
七
条
　
政
府
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
後
五
年
を
経
過
し
た
場
合
に

お
い
て
、
新
法
の
施
行
の
状
況
を
勘
案
し
、
必
要
が
あ
る
と
認
め

る
と
き
は
、
新
法
の
規
定
に
つ
い
て
検
討
を
加
え
、
そ
の
結
果
に

基
づ
い
て
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。
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事
（
以
下
こ
の
章
に
お
い
て
「
環
境
大
臣
等
」
と
い
う
。）
に
届
け

出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

（
土
壌
汚
染
状
況
調
査
等
の
義
務
）

第
三
十
六
条
　
指
定
調
査
機
関
は
、
土
壌
汚
染
状
況
調
査
等
を
行
う

こ
と
を
求
め
ら
れ
た
と
き
は
、正
当
な
理
由
が
あ
る
場
合
を
除
き
、

遅
滞
な
く
、土
壌
汚
染
状
況
調
査
等
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２　

指
定
調
査
機
関
は
、
公
正
に
、
か
つ
、
第
三
条
第
一
項
及
び
第

十
六
条
第
一
項
の
環
境
省
令
で
定
め
る
方
法
に
よ
り
土
壌
汚
染
状

況
調
査
等
を
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３　

環
境
大
臣
等
は
、
前
二
項
に
規
定
す
る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の

指
定
に
係
る
指
定
調
査
機
関
が
そ
の
土
壌
汚
染
状
況
調
査
等
を
行

わ
ず
、
又
は
そ
の
方
法
が
適
当
で
な
い
と
き
は
、
当
該
指
定
調
査

機
関
に
対
し
、
そ
の
土
壌
汚
染
状
況
調
査
等
を
行
い
、
又
は
そ
の

方
法
を
改
善
す
べ
き
こ
と
を
命
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

（
業
務
規
程
）

第
三
十
七
条
　
指
定
調
査
機
関
は
、
土
壌
汚
染
状
況
調
査
等
の
業
務

に
関
す
る
規
程（
次
項
に
お
い
て「
業
務
規
程
」と
い
う
。）を
定
め
、

土
壌
汚
染
状
況
調
査
等
の
業
務
の
開
始
前
に
、
環
境
大
臣
等
に
届

け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。こ
れ
を
変
更
し
よ
う
と
す
る
と
き
も
、

同
様
と
す
る
。

２　

業
務
規
程
で
定
め
る
べ
き
事
項
は
、
環
境
省
令
で
定
め
る
。

　

（
帳
簿
の
備
付
け
等
）

第
三
十
八
条
　
指
定
調
査
機
関
は
、
環
境
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に

よ
り
、
土
壌
汚
染
状
況
調
査
等
の
業
務
に
関
す
る
事
項
で
環
境
省

令
で
定
め
る
も
の
を
記
載
し
た
帳
簿
を
備
え
付
け
、
こ
れ
を
保
存

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

（
適
合
命
令
）

第
三
十
九
条
　
環
境
大
臣
等
は
、
そ
の
指
定
に
係
る
指
定
調
査
機
関

が
第
三
十
一
条
各
号
の
い
ず
れ
か
に
適
合
し
な
く
な
っ
た
と
認
め

る
と
き
は
、
当
該
指
定
調
査
機
関
に
対
し
、
こ
れ
ら
の
規
定
に
適

合
す
る
た
め
必
要
な
措
置
を
講
ず
べ
き
こ
と
を
命
ず
る
こ
と
が
で

き
る
。

　

（
業
務
の
廃
止
の
届
出
）

第
四
十
条
　
指
定
調
査
機
関
は
、
土
壌
汚
染
状
況
調
査
等
の
業
務
を

廃
止
し
た
と
き
は
、
環
境
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
遅
滞

な
く
、
そ
の
旨
を
環
境
大
臣
等
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

（
指
定
の
失
効
）

第
四
十
一
条
　
指
定
調
査
機
関
が
土
壌
汚
染
状
況
調
査
等
の
業
務
を

廃
止
し
た
と
き
は
、第
三
条
第
一
項
の
指
定
は
、そ
の
効
力
を
失
う
。

　

（
指
定
の
取
消
し
）

第
四
十
二
条
　
環
境
大
臣
等
は
、
そ
の
指
定
に
係
る
指
定
調
査
機
関

が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
第
三
条
第
一
項

の
指
定
を
取
り
消
す
こ
と
が
で
き
る
。

一　

第
三
十
条
第
一
号
又
は
第
三
号
に
該
当
す
る
に
至
っ
た
と
き
。

二　

第
三
十
三
条
、
第
三
十
五
条
、
第
三
十
七
条
第
一
項
又
は
第

三
十
八
条
の
規
定
に
違
反
し
た
と
き
。

三　

第
三
十
六
条
第
三
項
又
は
第
三
十
九
条
の
規
定
に
よ
る
命
令

に
違
反
し
た
と
き
。

四　

不
正
の
手
段
に
よ
り
第
三
条
第
一
項
の
指
定
を
受
け
た
と
き
。

　

（
公
示
）

第
四
十
三
条
　
環
境
大
臣
等
は
、
次
に
掲
げ
る
場
合
に
は
、
そ
の
旨

を
公
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一　

第
三
条
第
一
項
の
指
定
を
し
た
と
き
。

二　

第
三
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
第
三
条
第
一
項
の
指
定

が
効
力
を
失
っ
た
と
き
、
又
は
前
条
の
規
定
に
よ
り
同
項
の
指

定
を
取
り
消
し
た
と
き
。

三　

第
三
十
五
条
（
同
条
の
環
境
省
令
で
定
め
る
事
項
の
変
更
に

係
る
も
の
を
除
く
。）
又
は
第
四
十
条
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
受

け
た
と
き
。

第
六
章　

指
定
支
援
法
人

　

（
指
定
）

第
四
十
四
条
　
環
境
大
臣
は
、
一
般
社
団
法
人
又
は
一
般
財
団
法
人

で
あ
っ
て
、
次
条
に
規
定
す
る
業
務（
以
下「
支
援
業
務
」と
い
う
。）

を
適
正
か
つ
確
実
に
行
う
こ
と
が
で
き
る
と
認
め
ら
れ
る
も
の
を
、

そ
の
申
請
に
よ
り
、
全
国
を
通
じ
て
一
個
に
限
り
、
支
援
業
務
を

行
う
者
と
し
て
指
定
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２　

前
項
の
指
定
を
受
け
た
者
（
以
下
「
指
定
支
援
法
人
」
と
い
う
。）

は
、
そ
の
名
称
、
住
所
又
は
事
務
所
の
所
在
地
を
変
更
し
よ
う
と

す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
そ
の
旨
を
環
境
大
臣
に
届
け
出
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

（
業
務
）

第
四
十
五
条
　
指
定
支
援
法
人
は
、
次
に
掲
げ
る
業
務
を
行
う
も
の

と
す
る
。

一　

要
措
置
区
域
内
の
土
地
に
係
る
汚
染
除
去
等
計
画
の
作
成
又

は
変
更
を
し
、
当
該
汚
染
除
去
等
計
画
に
基
づ
く
実
施
措
置
を

講
ず
る
者
に
対
し
て
助
成
を
行
う
地
方
公
共
団
体
に
対
し
、
政

令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
助
成
金
を
交
付
す
る
こ
と
。

二　

次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
、
照
会
及
び
相
談
に
応
じ
、
並

び
に
必
要
な
助
言
を
行
う
こ
と
。

イ　

土
壌
汚
染
状
況
調
査

ロ　

要
措
置
区
域
等
内
の
土
地
に
係
る
汚
染
除
去
等
計
画
の
作

成
及
び
変
更
並
び
に
当
該
汚
染
除
去
等
計
画
に
基
づ
く
実
施

措
置

ハ　

形
質
変
更
時
要
届
出
区
域
内
に
お
け
る
土
地
の
形
質
の
変

更

三　

前
号
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
掲
げ
る
事
項
の
適
正
か
つ
円
滑
な
実

施
を
推
進
す
る
た
め
、
土
壌
の
特
定
有
害
物
質
に
よ
る
汚
染
が

人
の
健
康
に
及
ぼ
す
影
響
に
関
し
、
知
識
を
普
及
し
、
及
び
国

民
の
理
解
を
増
進
す
る
こ
と
。

四　

前
三
号
に
掲
げ
る
業
務
に
附
帯
す
る
業
務
を
行
う
こ
と
。

　

（
基
金
）

第
四
十
六
条
　
指
定
支
援
法
人
は
、
支
援
業
務
に
関
す
る
基
金
（
次

条
に
お
い
て
単
に
「
基
金
」
と
い
う
。）
を
設
け
、
同
条
の
規
定
に

よ
り
交
付
を
受
け
た
補
助
金
と
支
援
業
務
に
要
す
る
資
金
に
充
て

る
こ
と
を
条
件
と
し
て
政
府
以
外
の
者
か
ら
出
え
ん
さ
れ
た
金
額

の
合
計
額
に
相
当
す
る
金
額
を
も
っ
て
こ
れ
に
充
て
る
も
の
と
す

る
。

　

（
基
金
へ
の
補
助
金
）

第
四
十
七
条
　
政
府
は
、
予
算
の
範
囲
内
に
お
い
て
、
指
定
支
援
法

人
に
対
し
、
基
金
に
充
て
る
資
金
を
補
助
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

（
事
業
計
画
等
）

第
四
十
八
条
　
指
定
支
援
法
人
は
、
毎
事
業
年
度
、
環
境
省
令
で
定

め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
支
援
業
務
に
関
し
事
業
計
画
書
及
び
収
支

予
算
書
を
作
成
し
、
環
境
大
臣
の
認
可
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
こ
れ
を
変
更
し
よ
う
と
す
る
と
き
も
、
同
様
と
す
る
。

２　

指
定
支
援
法
人
は
、
環
境
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
毎

事
業
年
度
終
了
後
、
支
援
業
務
に
関
し
事
業
報
告
書
及
び
収
支
決

算
書
を
作
成
し
、
環
境
大
臣
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

（
区
分
経
理
）

第
四
十
九
条
　
指
定
支
援
法
人
は
、
支
援
業
務
に
係
る
経
理
に
つ
い

て
は
、
そ
の
他
の
経
理
と
区
分
し
、
特
別
の
勘
定
を
設
け
て
整
理

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

（
秘
密
保
持
義
務
）

第
五
十
条
　
指
定
支
援
法
人
の
役
員
若
し
く
は
職
員
又
は
こ
れ
ら
の

職
に
あ
っ
た
者
は
、
第
四
十
五
条
第
一
号
若
し
く
は
第
二
号
に
掲

げ
る
業
務
又
は
同
条
第
四
号
に
掲
げ
る
業
務
（
同
条
第
一
号
又
は

第
二
号
に
掲
げ
る
業
務
に
附
帯
す
る
も
の
に
限
る
。）
に
関
し
て
知

り
得
た
秘
密
を
漏
ら
し
て
は
な
ら
な
い
。

　

（
監
督
命
令
）

第
五
十
一
条
　
環
境
大
臣
は
、
こ
の
章
の
規
定
を
施
行
す
る
た
め
に

必
要
な
限
度
に
お
い
て
、
指
定
支
援
法
人
に
対
し
、
支
援
業
務
に

関
し
監
督
上
必
要
な
命
令
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

（
指
定
の
取
消
し
）

第
五
十
二
条
　
環
境
大
臣
は
、
指
定
支
援
法
人
が
次
の
各
号
の
い
ず

れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
第
四
十
四
条
第
一
項
の
指
定
を
取
り

消
す
こ
と
が
で
き
る
。

一　

支
援
業
務
を
適
正
か
つ
確
実
に
実
施
す
る
こ
と
が
で
き
な
い

と
認
め
ら
れ
る
と
き
。

二　

こ
の
章
の
規
定
又
は
当
該
規
定
に
基
づ
く
命
令
若
し
く
は
処

分
に
違
反
し
た
と
き
。

三　

不
正
の
手
段
に
よ
り
第
四
十
四
条
第
一
項
の
指
定
を
受
け
た

と
き
。

　

（
公
示
）

第
五
十
三
条
　
環
境
大
臣
は
、
次
に
掲
げ
る
場
合
に
は
、
そ
の
旨
を

公
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一　

第
四
十
四
条
第
一
項
の
指
定
を
し
た
と
き
。

二　

第
四
十
四
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
受
け
た
と
き
。

三　

前
条
の
規
定
に
よ
り
第
四
十
四
条
第
一
項
の
指
定
を
取
り
消

し
た
と
き
。

第
七
章　

雑
則

　

（
報
告
及
び
検
査
）

第
五
十
四
条
　
環
境
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
は
、
こ
の
法
律
の
施

行
に
必
要
な
限
度
に
お
い
て
、
土
壌
汚
染
状
況
調
査
に
係
る
土
地

若
し
く
は
要
措
置
区
域
等
内
の
土
地
の
所
有
者
等
又
は
要
措
置
区

域
等
内
の
土
地
に
お
い
て
汚
染
の
除
去
等
の
措
置
若
し
く
は
土
地

の
形
質
の
変
更
を
行
い
、
若
し
く
は
行
っ
た
者
に
対
し
、
当
該
土

地
の
状
況
、
当
該
汚
染
の
除
去
等
の
措
置
若
し
く
は
土
地
の
形
質

の
変
更
の
実
施
状
況
そ
の
他
必
要
な
事
項
に
つ
い
て
報
告
を
求
め
、

又
は
そ
の
職
員
に
、
当
該
土
地
に
立
ち
入
り
、
当
該
土
地
の
状
況

若
し
く
は
当
該
汚
染
の
除
去
等
の
措
置
若
し
く
は
土
地
の
形
質
の

変
更
の
実
施
状
況
を
検
査
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

２　

前
項
の
環
境
大
臣
に
よ
る
報
告
の
徴
収
又
は
そ
の
職
員
に
よ
る

立
入
検
査
は
、
土
壌
の
特
定
有
害
物
質
に
よ
る
汚
染
に
よ
り
人
の

健
康
に
係
る
被
害
が
生
ず
る
こ
と
を
防
止
す
る
た
め
緊
急
の
必
要

が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
場
合
に
行
う
も
の
と
す
る
。

３　

都
道
府
県
知
事
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
に
必
要
な
限
度
に
お
い

て
、
汚
染
土
壌
を
当
該
要
措
置
区
域
等
外
へ
搬
出
し
た
者
又
は
汚

染
土
壌
の
運
搬
を
行
っ
た
者
に
対
し
、
汚
染
土
壌
の
運
搬
若
し
く

は
処
理
の
状
況
に
関
し
必
要
な
報
告
を
求
め
、又
は
そ
の
職
員
に
、

こ
れ
ら
の
者
の
事
務
所
、
当
該
汚
染
土
壌
の
積
卸
し
を
行
う
場
所

そ
の
他
の
場
所
若
し
く
は
汚
染
土
壌
の
運
搬
の
用
に
供
す
る
自
動

車
そ
の
他
の
車
両
若
し
く
は
船
舶
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
自

動
車
等
」
と
い
う
。）
に
立
ち
入
り
、
当
該
汚
染
土
壌
の
状
況
、
自

動
車
等
若
し
く
は
帳
簿
、
書
類
そ
の
他
の
物
件
を
検
査
さ
せ
る
こ

と
が
で
き
る
。

４　

都
道
府
県
知
事
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
に
必
要
な
限
度
に
お
い

て
、
汚
染
土
壌
処
理
業
者
又
は
汚
染
土
壌
処
理
業
者
で
あ
っ
た
者

に
対
し
、
そ
の
事
業
に
関
し
必
要
な
報
告
を
求
め
、
又
は
そ
の
職

員
に
、汚
染
土
壌
処
理
業
者
若
し
く
は
汚
染
土
壌
処
理
業
者
で
あ
っ

た
者
の
事
務
所
、
汚
染
土
壌
処
理
施
設
そ
の
他
の
事
業
場
に
立
ち

入
り
、
設
備
、
帳
簿
、
書
類
そ
の
他
の
物
件
を
検
査
さ
せ
る
こ
と

が
で
き
る
。

５　

環
境
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
に
必
要

な
限
度
に
お
い
て
、
そ
の
指
定
に
係
る
指
定
調
査
機
関
に
対
し
、

そ
の
業
務
若
し
く
は
経
理
の
状
況
に
関
し
必
要
な
報
告
を
求
め
、

又
は
そ
の
職
員
に
、
そ
の
者
の
事
務
所
に
立
ち
入
り
、
業
務
の
状

況
若
し
く
は
帳
簿
、
書
類
そ
の
他
の
物
件
を
検
査
さ
せ
る
こ
と
が

で
き
る
。

６　

環
境
大
臣
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
に
必
要
な
限
度
に
お
い
て
、

指
定
支
援
法
人
に
対
し
、
そ
の
業
務
若
し
く
は
経
理
の
状
況
に
関

し
必
要
な
報
告
を
求
め
、
又
は
そ
の
職
員
に
、
そ
の
者
の
事
務
所

に
立
ち
入
り
、
業
務
の
状
況
若
し
く
は
帳
簿
、
書
類
そ
の
他
の
物

件
を
検
査
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

７　

第
一
項
又
は
第
三
項
か
ら
前
項
ま
で
の
規
定
に
よ
り
立
入
検
査

を
す
る
職
員
は
、
そ
の
身
分
を
示
す
証
明
書
を
携
帯
し
、
関
係
者

に
提
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

８　

第
一
項
又
は
第
三
項
か
ら
第
六
項
ま
で
の
立
入
検
査
の
権
限
は
、

犯
罪
捜
査
の
た
め
に
認
め
ら
れ
た
も
の
と
解
釈
し
て
は
な
ら
な
い
。

　

（
協
議
）

第
五
十
五
条
　
都
道
府
県
知
事
は
、
法
令
の
規
定
に
よ
り
公
共
の
用

に
供
す
る
施
設
の
管
理
を
行
う
者
が
そ
の
権
原
に
基
づ
き
管
理
す

る
土
地
と
し
て
政
令
で
定
め
る
も
の
に
つ
い
て
、
第
三
条
第
四
項

若
し
く
は
第
八
項
、
第
四
条
第
三
項
、
第
五
条
第
一
項
、
第
七
条

第
二
項
、
第
四
項
若
し
く
は
第
八
項
又
は
第
十
二
条
第
五
項
の
規

定
に
よ
る
命
令
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
当
該

施
設
の
管
理
を
行
う
者
に
協
議
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

（
資
料
の
提
出
の
要
求
等
）

第
五
十
六
条
　
環
境
大
臣
は
、
こ
の
法
律
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め

必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
関
係
地
方
公
共
団
体
の
長
に
対

し
、
必
要
な
資
料
の
提
出
及
び
説
明
を
求
め
る
こ
と
が
で
き
る
。

２　

都
道
府
県
知
事
は
、
こ
の
法
律
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
必
要

が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
関
係
行
政
機
関
の
長
又
は
関
係
地
方

公
共
団
体
の
長
に
対
し
、
必
要
な
資
料
の
送
付
そ
の
他
の
協
力
を

求
め
、
又
は
土
壌
の
特
定
有
害
物
質
に
よ
る
汚
染
の
状
況
の
把
握

及
び
そ
の
汚
染
に
よ
る
人
の
健
康
に
係
る
被
害
の
防
止
に
関
し
意

見
を
述
べ
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

（
環
境
大
臣
の
指
示
）

第
五
十
七
条
　
環
境
大
臣
は
、
土
壌
の
特
定
有
害
物
質
に
よ
る
汚
染

に
よ
り
人
の
健
康
に
係
る
被
害
が
生
ず
る
こ
と
を
防
止
す
る
た
め

緊
急
の
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
都
道
府
県
知
事
又
は
第

六
十
四
条
の
政
令
で
定
め
る
市（
特
別
区
を
含
む
。）の
長
に
対
し
、

次
に
掲
げ
る
事
務
に
関
し
必
要
な
指
示
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

一　

第
三
条
第
一
項
た
だ
し
書
の
確
認
に
関
す
る
事
務

二　

第
三
条
第
四
項
及
び
第
八
項
、
第
四
条
第
三
項
、
第
五
条
第

一
項
、
第
七
条
第
二
項
、
第
四
項
及
び
第
八
項
、
第
十
二
条
第

五
項
、
第
十
六
条
第
四
項
、
第
十
九
条
、
第
二
十
四
条
、
第

二
十
五
条
並
び
に
第
二
十
七
条
第
二
項
の
命
令
に
関
す
る
事
務

三　

第
三
条
第
六
項
の
確
認
の
取
消
し
に
関
す
る
事
務
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土
壌
汚
染
対
策
法

す
る
施
設
（
以
下
「
汚
染
土
壌
処
理
施
設
」
と
い
う
。）
ご
と
に
、

当
該
汚
染
土
壌
処
理
施
設
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
都
道
府
県
知
事

の
許
可
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２　

前
項
の
許
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
環
境
省
令
で
定
め
る

と
こ
ろ
に
よ
り
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
申
請
書
を
提
出

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一　

氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
並
び
に
法
人
に
あ
っ
て
は
、
そ
の

代
表
者
の
氏
名

二　

汚
染
土
壌
処
理
施
設
の
設
置
の
場
所

三　

汚
染
土
壌
処
理
施
設
の
種
類
、
構
造
及
び
処
理
能
力

四　

汚
染
土
壌
処
理
施
設
に
お
い
て
処
理
す
る
汚
染
土
壌
の
特
定

有
害
物
質
に
よ
る
汚
染
状
態

五　

そ
の
他
環
境
省
令
で
定
め
る
事
項

３　

都
道
府
県
知
事
は
、
第
一
項
の
許
可
の
申
請
が
次
に
掲
げ
る
基

準
に
適
合
し
て
い
る
と
認
め
る
と
き
で
な
け
れ
ば
、
同
項
の
許
可

を
し
て
は
な
ら
な
い
。

一　

汚
染
土
壌
処
理
施
設
及
び
申
請
者
の
能
力
が
そ
の
事
業
を
的

確
に
、
か
つ
、
継
続
し
て
行
う
に
足
り
る
も
の
と
し
て
環
境
省

令
で
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

二　

申
請
者
が
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
こ
と
。

イ　

こ
の
法
律
又
は
こ
の
法
律
に
基
づ
く
処
分
に
違
反
し
、
刑

に
処
せ
ら
れ
、
そ
の
執
行
を
終
わ
り
、
又
は
執
行
を
受
け
る

こ
と
が
な
く
な
っ
た
日
か
ら
二
年
を
経
過
し
な
い
者

ロ　

第
二
十
五
条
の
規
定
に
よ
り
許
可
を
取
り
消
さ
れ
、
そ
の

取
消
し
の
日
か
ら
二
年
を
経
過
し
な
い
者

ハ　

暴
力
団
員
に
よ
る
不
当
な
行
為
の
防
止
等
に
関
す
る
法
律

（
平
成
三
年
法
律
第
七
十
七
号
）
第
二
条
第
六
号
に
規
定
す
る

暴
力
団
員
又
は
同
号
に
規
定
す
る
暴
力
団
員
で
な
く
な
っ
た

日
か
ら
五
年
を
経
過
し
な
い
者（
ト
に
お
い
て「
暴
力
団
員
等
」

と
い
う
。）

ニ　

営
業
に
関
し
成
年
者
と
同
一
の
行
為
能
力
を
有
し
な
い
未

成
年
者
で
そ
の
法
定
代
理
人
が
イ
、
ロ
又
は
ハ
の
い
ず
れ
か

に
該
当
す
る
も
の

ホ　

法
人
で
そ
の
役
員
又
は
政
令
で
定
め
る
使
用
人
の
う
ち
に

イ
、
ロ
又
は
ハ
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
の
あ
る
も
の

ヘ　

個
人
で
政
令
で
定
め
る
使
用
人
の
う
ち
に
イ
、
ロ
又
は
ハ

の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
の
あ
る
も
の

ト　

暴
力
団
員
等
が
そ
の
事
業
活
動
を
支
配
す
る
者

４　

第
一
項
の
許
可
は
、
五
年
ご
と
に
そ
の
更
新
を
受
け
な
け
れ
ば
、

そ
の
期
間
の
経
過
に
よ
っ
て
、
そ
の
効
力
を
失
う
。

５　

第
二
項
及
び
第
三
項
の
規
定
は
、
前
項
の
更
新
に
つ
い
て
準
用

す
る
。

６　

汚
染
土
壌
処
理
業
者
は
、
環
境
省
令
で
定
め
る
汚
染
土
壌
の
処

理
に
関
す
る
基
準
に
従
い
、
汚
染
土
壌
の
処
理
を
行
わ
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

７　

汚
染
土
壌
処
理
業
者
は
、
汚
染
土
壌
の
処
理
を
他
人
に
委
託
し

て
は
な
ら
な
い
。

８　

汚
染
土
壌
処
理
業
者
は
、
環
境
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、

当
該
許
可
に
係
る
汚
染
土
壌
処
理
施
設
ご
と
に
、
当
該
汚
染
土
壌

処
理
施
設
に
お
い
て
行
っ
た
汚
染
土
壌
の
処
理
に
関
し
環
境
省
令

で
定
め
る
事
項
を
記
録
し
、
こ
れ
を
当
該
汚
染
土
壌
処
理
施
設（
当

該
汚
染
土
壌
処
理
施
設
に
備
え
置
く
こ
と
が
困
難
で
あ
る
場
合
に

あ
っ
て
は
、
当
該
汚
染
土
壌
処
理
業
者
の
最
寄
り
の
事
務
所
）
に

備
え
置
き
、
当
該
汚
染
土
壌
の
処
理
に
関
し
利
害
関
係
を
有
す
る

者
の
求
め
に
応
じ
、
閲
覧
さ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

９　

汚
染
土
壌
処
理
業
者
は
、
そ
の
設
置
す
る
当
該
許
可
に
係
る
汚

染
土
壌
処
理
施
設
に
お
い
て
破
損
そ
の
他
の
事
故
が
発
生
し
、
当

該
汚
染
土
壌
処
理
施
設
に
お
い
て
処
理
す
る
汚
染
土
壌
又
は
当
該

処
理
に
伴
っ
て
生
じ
た
汚
水
若
し
く
は
気
体
が
飛
散
し
、流
出
し
、

地
下
に
浸
透
し
、
又
は
発
散
し
た
と
き
は
、
直
ち
に
、
そ
の
旨
を

都
道
府
県
知
事
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

（
変
更
の
許
可
等
）

第
二
十
三
条
　
汚
染
土
壌
処
理
業
者
は
、
当
該
許
可
に
係
る
前
条
第

二
項
第
三
号
又
は
第
四
号
に
掲
げ
る
事
項
の
変
更
を
し
よ
う
と
す

る
と
き
は
、
環
境
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
都
道
府
県
知

事
の
許
可
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
そ
の
変
更
が

環
境
省
令
で
定
め
る
軽
微
な
変
更
で
あ
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で

な
い
。

２　

前
条
第
三
項
の
規
定
は
、
前
項
の
許
可
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

３　

汚
染
土
壌
処
理
業
者
は
、
第
一
項
た
だ
し
書
の
環
境
省
令
で
定

め
る
軽
微
な
変
更
を
し
た
と
き
、
又
は
前
条
第
二
項
第
一
号
に
掲

げ
る
事
項
そ
の
他
環
境
省
令
で
定
め
る
事
項
に
変
更
が
あ
っ
た
と

き
は
、
環
境
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
遅
滞
な
く
、
そ
の

旨
を
都
道
府
県
知
事
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４　

汚
染
土
壌
処
理
業
者
は
、
そ
の
汚
染
土
壌
の
処
理
の
事
業
の
全

部
若
し
く
は
一
部
を
休
止
し
、
若
し
く
は
廃
止
し
、
又
は
休
止
し

た
当
該
汚
染
土
壌
の
処
理
の
事
業
を
再
開
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、

環
境
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
あ
ら
か
じ
め
、
そ
の
旨
を

都
道
府
県
知
事
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　

（
改
善
命
令
）

第
二
十
四
条
　
都
道
府
県
知
事
は
、
汚
染
土
壌
処
理
業
者
に
よ
り
第

二
十
二
条
第
六
項
の
環
境
省
令
で
定
め
る
汚
染
土
壌
の
処
理
に
関

す
る
基
準
に
適
合
し
な
い
汚
染
土
壌
の
処
理
が
行
わ
れ
た
と
認
め

る
と
き
は
、
当
該
汚
染
土
壌
処
理
業
者
に
対
し
、
相
当
の
期
限
を

定
め
て
、
当
該
汚
染
土
壌
の
処
理
の
方
法
の
変
更
そ
の
他
必
要
な

措
置
を
講
ず
べ
き
こ
と
を
命
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

（
許
可
の
取
消
し
等
）

第
二
十
五
条
　
都
道
府
県
知
事
は
、
汚
染
土
壌
処
理
業
者
が
次
の
各

号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
き
は
、
そ
の
許
可
を
取
り
消
し
、

又
は
一
年
以
内
の
期
間
を
定
め
て
そ
の
事
業
の
全
部
若
し
く
は
一

部
の
停
止
を
命
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。

一　

第
二
十
二
条
第
三
項
第
二
号
イ
又
は
ハ
か
ら
ト
ま
で
の
い
ず

れ
か
に
該
当
す
る
に
至
っ
た
と
き
。

二　

汚
染
土
壌
処
理
施
設
又
は
そ
の
者
の
能
力
が
第
二
十
二
条
第

三
項
第
一
号
の
環
境
省
令
で
定
め
る
基
準
に
適
合
し
な
く
な
っ

た
と
き
。

三　

こ
の
章
の
規
定
又
は
当
該
規
定
に
基
づ
く
命
令
に
違
反
し
た

と
き
。

四　

不
正
の
手
段
に
よ
り
第
二
十
二
条
第
一
項
の
許
可
（
同
条
第

四
項
の
許
可
の
更
新
を
含
む
。）
又
は
第
二
十
三
条
第
一
項
の
変

更
の
許
可
を
受
け
た
と
き
。

　

（
名
義
貸
し
の
禁
止
）

第
二
十
六
条　

汚
染
土
壌
処
理
業
者
は
、
自
己
の
名
義
を
も
っ
て
、

他
人
に
汚
染
土
壌
の
処
理
を
業
と
し
て
行
わ
せ
て
は
な
ら
な
い
。

　

（
許
可
の
取
消
し
等
の
場
合
の
措
置
義
務
）

第
二
十
七
条　

汚
染
土
壌
の
処
理
の
事
業
を
廃
止
し
、
又
は
第

二
十
五
条
の
規
定
に
よ
り
許
可
を
取
り
消
さ
れ
た
汚
染
土
壌
処
理

業
者
は
、
環
境
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
廃
止
し
た

事
業
の
用
に
供
し
た
汚
染
土
壌
処
理
施
設
又
は
当
該
取
り
消
さ
れ

た
許
可
に
係
る
汚
染
土
壌
処
理
施
設
の
特
定
有
害
物
質
に
よ
る
汚

染
の
拡
散
の
防
止
そ
の
他
必
要
な
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

２　

都
道
府
県
知
事
は
、
前
項
に
規
定
す
る
汚
染
土
壌
処
理
施
設
の

特
定
有
害
物
質
に
よ
る
汚
染
に
よ
り
、
人
の
健
康
に
係
る
被
害
が

生
じ
、
又
は
生
ず
る
お
そ
れ
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
汚

染
土
壌
処
理
施
設
を
汚
染
土
壌
の
処
理
の
事
業
の
用
に
供
し
た
者

に
対
し
、
相
当
の
期
限
を
定
め
て
、
当
該
汚
染
の
除
去
、
当
該
汚

染
の
拡
散
の
防
止
そ
の
他
必
要
な
措
置
を
講
ず
べ
き
こ
と
を
命
ず

る
こ
と
が
で
き
る
。

　

（
譲
渡
及
び
譲
受
）

第
二
十
七
条
の
二
　
汚
染
土
壌
処
理
業
者
が
当
該
汚
染
土
壌
処
理
業

を
譲
渡
す
る
場
合
に
お
い
て
譲
渡
人
及
び
譲
受
人
が
、
そ
の
譲
渡

及
び
譲
受
に
つ
い
て
都
道
府
県
知
事
の
承
認
を
受
け
た
と
き
は
、

譲
受
人
は
、譲
渡
人
の
汚
染
土
壌
処
理
業
者
の
地
位
を
承
継
す
る
。

２　

第
二
十
二
条
第
三
項
の
規
定
は
、
前
項
の
承
認
に
つ
い
て
準
用

す
る
。

　

（
合
併
及
び
分
割
）

第
二
十
七
条
の
三
　
汚
染
土
壌
処
理
業
者
で
あ
る
法
人
の
合
併
の
場

合
（
汚
染
土
壌
処
理
業
者
で
あ
る
法
人
と
汚
染
土
壌
処
理
業
者
で

な
い
法
人
が
合
併
す
る
場
合
に
お
い
て
、
汚
染
土
壌
処
理
業
者
で

あ
る
法
人
が
存
続
す
る
と
き
を
除
く
。）
又
は
分
割
の
場
合
（
当
該

汚
染
土
壌
処
理
業
の
全
部
を
承
継
さ
せ
る
場
合
に
限
る
。）
に
お
い

て
当
該
合
併
又
は
分
割
に
つ
い
て
都
道
府
県
知
事
の
承
認
を
受
け

た
と
き
は
、
合
併
後
存
続
す
る
法
人
若
し
く
は
合
併
に
よ
り
設
立

さ
れ
た
法
人
又
は
分
割
に
よ
り
当
該
汚
染
土
壌
処
理
業
の
全
部
を

承
継
し
た
法
人
は
、
汚
染
土
壌
処
理
業
者
の
地
位
を
承
継
す
る
。

２　

第
二
十
二
条
第
三
項
の
規
定
は
、
前
項
の
承
認
に
つ
い
て
準
用

す
る
。

　

（
相
続
）

第
二
十
七
条
の
四
　
汚
染
土
壌
処
理
業
者
が
死
亡
し
た
場
合
に
お
い

て
、
相
続
人
（
相
続
人
が
二
人
以
上
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
そ
の

全
員
の
同
意
に
よ
り
当
該
汚
染
土
壌
処
理
業
を
承
継
す
べ
き
相
続

人
を
選
定
し
た
と
き
は
、
そ
の
者
。
以
下
こ
の
項
、
次
項
及
び
第

四
項
に
お
い
て
同
じ
。）
が
当
該
汚
染
土
壌
処
理
業
を
引
き
続
き

行
お
う
と
す
る
と
き
は
、
そ
の
相
続
人
は
、
被
相
続
人
の
死
亡
後

六
十
日
以
内
に
都
道
府
県
知
事
に
申
請
し
て
、
そ
の
承
認
を
受
け

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２　

相
続
人
が
前
項
の
承
認
の
申
請
を
し
た
場
合
に
お
い
て
は
、
被

相
続
人
の
死
亡
の
日
か
ら
そ
の
承
認
を
受
け
る
日
又
は
承
認
を
し

な
い
旨
の
通
知
を
受
け
る
日
ま
で
は
、
被
相
続
人
に
対
し
て
し
た

第
二
十
二
条
第
一
項
の
許
可
は
、
そ
の
相
続
人
に
対
し
て
し
た
も

の
と
み
な
す
。

３　

第
二
十
二
条
第
三
項
（
第
二
号
ホ
に
係
る
部
分
を
除
く
。）
の
規

定
は
、
第
一
項
の
承
認
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

４　

第
一
項
の
承
認
を
受
け
た
相
続
人
は
、
被
相
続
人
に
係
る
汚
染

土
壌
処
理
業
者
の
地
位
を
承
継
す
る
。

　

（
国
等
が
行
う
汚
染
土
壌
の
処
理
の
特
例
）

第
二
十
七
条
の
五
　
国
又
は
地
方
公
共
団
体
（
港
湾
法
（
昭
和

二
十
五
年
法
律
第
二
百
十
八
号
）
第
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る

港
務
局
を
含
む
。）（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
国
等
」
と
い
う
。）

が
行
う
汚
染
土
壌
の
処
理
の
事
業
に
つ
い
て
の
第
二
十
二
条
第
一

項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
当
該
国
等
が
都
道
府
県
知
事
と

協
議
し
、
そ
の
協
議
が
成
立
す
る
こ
と
を
も
っ
て
、
同
項
の
規
定

に
よ
る
許
可
が
あ
っ
た
も
の
と
み
な
す
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、

こ
の
法
律
の
規
定
の
適
用
に
当
た
っ
て
の
技
術
的
読
替
え
そ
の
他

こ
の
法
律
の
規
定
の
適
用
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、政
令
で
定
め
る
。

　

（
環
境
省
令
へ
の
委
任
）

第
二
十
八
条
　
こ
の
節
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
汚
染
土
壌
の
処
理

の
事
業
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
環
境
省
令
で
定
め
る
。

第
五
章　

指
定
調
査
機
関

　

（
指
定
の
申
請
）

第
二
十
九
条
　
第
三
条
第
一
項
の
指
定
は
、
環
境
省
令
で
定
め
る
と

こ
ろ
に
よ
り
、
土
壌
汚
染
状
況
調
査
等
を
行
お
う
と
す
る
者
の
申

請
に
よ
り
行
う
。

　

（
欠
格
条
項
）

第
三
十
条
　
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
は
、
第
三
条
第

一
項
の
指
定
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

一　

こ
の
法
律
又
は
こ
の
法
律
に
基
づ
く
処
分
に
違
反
し
、
刑
に

処
せ
ら
れ
、
そ
の
執
行
を
終
わ
り
、
又
は
執
行
を
受
け
る
こ
と

が
な
く
な
っ
た
日
か
ら
二
年
を
経
過
し
な
い
者

二　

第
四
十
二
条
の
規
定
に
よ
り
指
定
を
取
り
消
さ
れ
、
そ
の
取

消
し
の
日
か
ら
二
年
を
経
過
し
な
い
者

三　

法
人
で
あ
っ
て
、
そ
の
業
務
を
行
う
役
員
の
う
ち
に
前
二
号

の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者
が
あ
る
も
の

　

（
指
定
の
基
準
）

第
三
十
一
条
　
環
境
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
は
、
第
三
条
第
一
項

の
指
定
の
申
請
が
次
の
各
号
に
適
合
し
て
い
る
と
認
め
る
と
き
で

な
け
れ
ば
、
そ
の
指
定
を
し
て
は
な
ら
な
い
。

一　

土
壌
汚
染
状
況
調
査
等
の
業
務
を
適
確
か
つ
円
滑
に
遂
行
す

る
に
足
り
る
経
理
的
基
礎
及
び
技
術
的
能
力
を
有
す
る
も
の
と

し
て
、環
境
省
令
で
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

二　

法
人
に
あ
っ
て
は
、
そ
の
役
員
又
は
法
人
の
種
類
に
応
じ
て

環
境
省
令
で
定
め
る
構
成
員
の
構
成
が
土
壌
汚
染
状
況
調
査
等

の
公
正
な
実
施
に
支
障
を
及
ぼ
す
お
そ
れ
が
な
い
も
の
で
あ
る

こ
と
。

三　

前
号
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
土
壌
汚
染
状
況
調
査
等
が
不

公
正
に
な
る
お
そ
れ
が
な
い
も
の
と
し
て
、
環
境
省
令
で
定
め

る
基
準
に
適
合
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

　

（
指
定
の
更
新
）

第
三
十
二
条
　
第
三
条
第
一
項
の
指
定
は
、
五
年
ご
と
に
そ
の
更
新

を
受
け
な
け
れ
ば
、
そ
の
期
間
の
経
過
に
よ
っ
て
、
そ
の
効
力
を

失
う
。

２　

前
三
条
の
規
定
は
、
前
項
の
指
定
の
更
新
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

　

（
技
術
管
理
者
の
設
置
）

第
三
十
三
条
　
指
定
調
査
機
関
は
、
土
壌
汚
染
状
況
調
査
等
を
行
う

土
地
に
お
け
る
当
該
土
壌
汚
染
状
況
調
査
等
の
技
術
上
の
管
理
を

つ
か
さ
ど
る
者
で
環
境
省
令
で
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
も
の（
次

条
に
お
い
て
「
技
術
管
理
者
」
と
い
う
。）
を
選
任
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

　

（
技
術
管
理
者
の
職
務
）

第
三
十
四
条
　
指
定
調
査
機
関
は
、
土
壌
汚
染
状
況
調
査
等
を
行
う

と
き
は
、
技
術
管
理
者
に
当
該
土
壌
汚
染
状
況
調
査
等
に
従
事
す

る
他
の
者
の
監
督
を
さ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
技
術

管
理
者
以
外
の
者
が
当
該
土
壌
汚
染
状
況
調
査
等
に
従
事
し
な
い

場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

　

（
変
更
の
届
出
）

第
三
十
五
条
　
指
定
調
査
機
関
は
、
土
壌
汚
染
状
況
調
査
等
を
行
う

事
業
所
の
名
称
又
は
所
在
地
そ
の
他
環
境
省
令
で
定
め
る
事
項
を

変
更
し
た
と
き
は
、
環
境
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
遅
滞

な
く
、
そ
の
旨
を
そ
の
指
定
を
し
た
環
境
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
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２　

台
帳
の
記
載
事
項
そ
の
他
そ
の
調
製
及
び
保
管
に
関
し
必
要
な

事
項
は
、
環
境
省
令
で
定
め
る
。

３　

都
道
府
県
知
事
は
、
台
帳
の
閲
覧
を
求
め
ら
れ
た
と
き
は
、
正

当
な
理
由
が
な
け
れ
ば
、
こ
れ
を
拒
む
こ
と
が
で
き
な
い
。

第
四
章　

汚
染
土
壌
の
搬
出
等
に
関
す
る
規
制

第
一
節　

汚
染
土
壌
の
搬
出
時
の
措
置

　

（
汚
染
土
壌
の
搬
出
時
の
届
出
及
び
計
画
変
更
命
令
）

第
十
六
条
　
要
措
置
区
域
又
は
形
質
変
更
時
要
届
出
区
域
（
以
下
「
要

措
置
区
域
等
」
と
い
う
。）
内
の
土
地
の
土
壌
（
指
定
調
査
機
関
が

環
境
省
令
で
定
め
る
方
法
に
よ
り
調
査
し
た
結
果
、
特
定
有
害
物

質
に
よ
る
汚
染
状
態
が
第
六
条
第
一
項
第
一
号
の
環
境
省
令
で
定

め
る
基
準
に
適
合
す
る
と
都
道
府
県
知
事
が
認
め
た
も
の
を
除
く
。

以
下
「
汚
染
土
壌
」
と
い
う
。）
を
当
該
要
措
置
区
域
等
外
へ
搬
出

し
よ
う
と
す
る
者
（
そ
の
委
託
を
受
け
て
当
該
汚
染
土
壌
の
運
搬

の
み
を
行
お
う
と
す
る
者
を
除
く
。）
は
、
当
該
汚
染
土
壌
の
搬
出

に
着
手
す
る
日
の
十
四
日
前
ま
で
に
、
環
境
省
令
で
定
め
る
と
こ

ろ
に
よ
り
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
都
道
府
県
知
事
に
届
け
出
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
非
常
災
害
の
た
め
に
必
要
な
応
急
措

置
と
し
て
当
該
搬
出
を
行
う
場
合
及
び
汚
染
土
壌
を
試
験
研
究
の

用
に
供
す
る
た
め
に
当
該
搬
出
を
行
う
場
合
は
、こ
の
限
り
で
な
い
。

一　

当
該
汚
染
土
壌
の
特
定
有
害
物
質
に
よ
る
汚
染
状
態

二　

当
該
汚
染
土
壌
の
体
積

三　

当
該
汚
染
土
壌
の
運
搬
の
方
法

四　

当
該
汚
染
土
壌
を
運
搬
す
る
者
の
氏
名
又
は
名
称

五　

当
該
汚
染
土
壌
を
処
理
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
汚
染

土
壌
を
処
理
す
る
者
の
氏
名
又
は
名
称

六　

当
該
汚
染
土
壌
を
処
理
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
汚
染

土
壌
を
処
理
す
る
施
設
の
所
在
地

七　

当
該
汚
染
土
壌
を
第
十
八
条
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
土

地
の
形
質
の
変
更
に
使
用
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
土
地

の
形
質
の
変
更
を
す
る
形
質
変
更
時
要
届
出
区
域
の
所
在
地

八　

当
該
汚
染
土
壌
を
第
十
八
条
第
一
項
第
三
号
に
規
定
す
る
土

地
の
形
質
の
変
更
に
使
用
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
土
地

の
形
質
の
変
更
を
す
る
要
措
置
区
域
等
の
所
在
地

九　

当
該
汚
染
土
壌
の
搬
出
の
着
手
予
定
日

十　

そ
の
他
環
境
省
令
で
定
め
る
事
項

２　

前
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
し
た
者
は
、
そ
の
届
出
に
係
る
事

項
を
変
更
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
そ
の
届
出
に
係
る
行
為
に
着

手
す
る
日
の
十
四
日
前
ま
で
に
、
環
境
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に

よ
り
、そ
の
旨
を
都
道
府
県
知
事
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３　

非
常
災
害
の
た
め
に
必
要
な
応
急
措
置
と
し
て
汚
染
土
壌
を
当

該
要
措
置
区
域
等
外
へ
搬
出
し
た
者
は
、
当
該
汚
染
土
壌
を
搬
出

し
た
日
か
ら
起
算
し
て
十
四
日
以
内
に
、
環
境
省
令
で
定
め
る
と

こ
ろ
に
よ
り
、
都
道
府
県
知
事
に
そ
の
旨
を
届
け
出
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

４　

都
道
府
県
知
事
は
、
第
一
項
又
は
第
二
項
の
届
出
が
あ
っ
た
場

合
に
お
い
て
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
認
め
る
と

き
は
、
そ
の
届
出
を
受
け
た
日
か
ら
十
四
日
以
内
に
限
り
、
そ
の

届
出
を
し
た
者
に
対
し
、
当
該
各
号
に
定
め
る
措
置
を
講
ず
べ
き

こ
と
を
命
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。

一　

運
搬
の
方
法
が
次
条
の
環
境
省
令
で
定
め
る
汚
染
土
壌
の
運

搬
に
関
す
る
基
準
に
違
反
し
て
い
る
場
合　

当
該
汚
染
土
壌
の

運
搬
の
方
法
を
変
更
す
る
こ
と
。

二　

第
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
違
反
し
て
当
該
汚
染
土
壌
の
処

理
を
第
二
十
二
条
第
一
項
の
許
可
を
受
け
た
者
（
以
下
「
汚
染

土
壌
処
理
業
者
」
と
い
う
。）
に
委
託
し
な
い
場
合　

当
該
汚
染

土
壌
の
処
理
を
汚
染
土
壌
処
理
業
者
に
委
託
す
る
こ
と
。

　

（
運
搬
に
関
す
る
基
準
）

第
十
七
条
　
要
措
置
区
域
等
外
に
お
い
て
汚
染
土
壌
を
運
搬
す
る
者

は
、
環
境
省
令
で
定
め
る
汚
染
土
壌
の
運
搬
に
関
す
る
基
準
に
従

い
、
当
該
汚
染
土
壌
を
運
搬
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、

非
常
災
害
の
た
め
に
必
要
な
応
急
措
置
と
し
て
当
該
運
搬
を
行
う

場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

　

（
汚
染
土
壌
の
処
理
の
委
託
）

第
十
八
条
　
汚
染
土
壌
を
当
該
要
措
置
区
域
等
外
へ
搬
出
す
る
者
（
そ

の
委
託
を
受
け
て
当
該
汚
染
土
壌
の
運
搬
の
み
を
行
う
者
を
除

く
。）
は
、
当
該
汚
染
土
壌
の
処
理
を
汚
染
土
壌
処
理
業
者
に
委
託

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
次
に
掲
げ
る
場
合
は
、
こ
の

限
り
で
な
い
。

一　

汚
染
土
壌
を
当
該
要
措
置
区
域
等
外
へ
搬
出
す
る
者
が
汚
染

土
壌
処
理
業
者
で
あ
っ
て
当
該
汚
染
土
壌
を
自
ら
処
理
す
る
場

合
二　

自
然
由
来
等
形
質
変
更
時
要
届
出
区
域
内
の
自
然
由
来
等
土

壌
を
、
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
他
の
自
然
由
来
等
形
質
変

更
時
要
届
出
区
域
内
の
土
地
の
形
質
の
変
更
に
自
ら
使
用
し
、

又
は
他
人
に
使
用
さ
せ
る
た
め
に
搬
出
を
行
う
場
合

イ　

当
該
自
然
由
来
等
形
質
変
更
時
要
届
出
区
域
と
土
壌
の
特

定
有
害
物
質
に
よ
る
汚
染
の
状
況
が
同
様
で
あ
る
と
し
て
環

境
省
令
に
定
め
る
基
準
に
該
当
す
る
自
然
由
来
等
形
質
変
更

時
要
届
出
区
域

ロ　

当
該
自
然
由
来
等
土
壌
が
あ
っ
た
土
地
の
地
質
と
同
じ
で

あ
る
と
し
て
環
境
省
令
に
定
め
る
基
準
に
該
当
す
る
自
然
由

来
等
形
質
変
更
時
要
届
出
区
域

三　

一
の
土
壌
汚
染
状
況
調
査
の
結
果
に
基
づ
き
指
定
さ
れ
た
複

数
の
要
措
置
区
域
等
の
間
に
お
い
て
、
一
の
要
措
置
区
域
か
ら

搬
出
さ
れ
た
汚
染
土
壌
を
他
の
要
措
置
区
域
内
の
土
地
の
形
質

の
変
更
に
、
又
は
一
の
形
質
変
更
時
要
届
出
区
域
か
ら
搬
出
さ

れ
た
汚
染
土
壌
を
他
の
形
質
変
更
時
要
届
出
区
域
内
の
土
地
の

形
質
の
変
更
に
自
ら
使
用
し
、
又
は
他
人
に
使
用
さ
せ
る
た
め

に
搬
出
を
行
う
場
合

四　

非
常
災
害
の
た
め
に
必
要
な
応
急
措
置
と
し
て
当
該
搬
出
を

行
う
場
合

五　

汚
染
土
壌
を
試
験
研
究
の
用
に
供
す
る
た
め
に
当
該
搬
出
を

行
う
場
合

２　

前
項
第
二
号
の「
自
然
由
来
等
形
質
変
更
時
要
届
出
区
域
」と
は
、

形
質
変
更
時
要
届
出
区
域
の
う
ち
、土
壌
汚
染
状
況
調
査
の
結
果
、

当
該
土
地
の
土
壌
の
特
定
有
害
物
質
に
よ
る
汚
染
が
専
ら
自
然
又

は
専
ら
当
該
土
地
の
造
成
に
係
る
水
面
埋
立
て
に
用
い
ら
れ
た
土

砂
に
由
来
す
る
も
の
と
し
て
、
環
境
省
令
で
定
め
る
要
件
に
該
当

す
る
土
地
の
区
域
を
い
い
、
同
号
の
「
自
然
由
来
等
土
壌
」
と
は
、

当
該
区
域
内
の
汚
染
土
壌
を
い
う
。

３　

第
一
項
本
文
の
規
定
は
、
非
常
災
害
の
た
め
に
必
要
な
応
急
措

置
と
し
て
汚
染
土
壌
を
当
該
要
措
置
区
域
等
外
へ
搬
出
し
た
者
に

つ
い
て
準
用
す
る
。
た
だ
し
、
当
該
搬
出
を
し
た
者
が
汚
染
土
壌

処
理
業
者
で
あ
っ
て
当
該
汚
染
土
壌
を
自
ら
処
理
す
る
場
合
は
、

こ
の
限
り
で
な
い
。

　

（
措
置
命
令
）

第
十
九
条
　
都
道
府
県
知
事
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す

る
場
合
に
お
い
て
、
汚
染
土
壌
の
特
定
有
害
物
質
に
よ
る
汚
染
の

拡
散
の
防
止
の
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
各
号

に
定
め
る
者
に
対
し
、
相
当
の
期
限
を
定
め
て
、
当
該
汚
染
土
壌

の
適
正
な
運
搬
及
び
処
理
の
た
め
の
措
置
そ
の
他
必
要
な
措
置
を

講
ず
べ
き
こ
と
を
命
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。

一　

第
十
七
条
の
規
定
に
違
反
し
て
当
該
汚
染
土
壌
を
運
搬
し
た

場
合　

当
該
運
搬
を
行
っ
た
者

二　

前
条
第
一
項
（
同
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含

む
。）
の
規
定
に
違
反
し
て
当
該
汚
染
土
壌
の
処
理
を
汚
染
土
壌

処
理
業
者
に
委
託
し
な
か
っ
た
場
合　

当
該
汚
染
土
壌
を
当
該

要
措
置
区
域
等
外
へ
搬
出
し
た
者
（
そ
の
委
託
を
受
け
て
当
該

汚
染
土
壌
の
運
搬
の
み
を
行
っ
た
者
を
除
く
。）

　

（
管
理
票
）

第
二
十
条
　
汚
染
土
壌
を
当
該
要
措
置
区
域
等
外
へ
搬
出
す
る
者
は
、

そ
の
汚
染
土
壌
の
運
搬
又
は
処
理
を
他
人
に
委
託
す
る
場
合
に
は
、

環
境
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
委
託
に
係
る
汚
染
土

壌
の
引
渡
し
と
同
時
に
当
該
汚
染
土
壌
の
運
搬
を
受
託
し
た
者

（
当
該
委
託
が
汚
染
土
壌
の
処
理
の
み
に
係
る
も
の
で
あ
る
場
合
に

あ
っ
て
は
、
そ
の
処
理
を
受
託
し
た
者
）
に
対
し
、
当
該
委
託
に

係
る
汚
染
土
壌
の
特
定
有
害
物
質
に
よ
る
汚
染
状
態
及
び
体
積
、

運
搬
又
は
処
理
を
受
託
し
た
者
の
氏
名
又
は
名
称
そ
の
他
環
境
省

令
で
定
め
る
事
項
を
記
載
し
た
管
理
票
を
交
付
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
た
だ
し
、
非
常
災
害
の
た
め
に
必
要
な
応
急
措
置
と
し
て

当
該
搬
出
を
行
う
場
合
及
び
汚
染
土
壌
を
試
験
研
究
の
用
に
供
す

る
た
め
に
当
該
搬
出
を
行
う
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

２　

前
項
本
文
の
規
定
は
、
非
常
災
害
の
た
め
に
必
要
な
応
急
措
置

と
し
て
汚
染
土
壌
を
当
該
要
措
置
区
域
等
外
へ
搬
出
し
た
者
に
つ

い
て
準
用
す
る
。

３　

汚
染
土
壌
の
運
搬
を
受
託
し
た
者
（
以
下
「
運
搬
受
託
者
」
と

い
う
。）
は
、
当
該
運
搬
を
終
了
し
た
と
き
は
、
第
一
項
（
前
項
に

お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
以
下
こ
の
項
及
び
次
項
に
お
い

て
同
じ
。）
の
規
定
に
よ
り
交
付
さ
れ
た
管
理
票
に
環
境
省
令
で
定

め
る
事
項
を
記
載
し
、
環
境
省
令
で
定
め
る
期
間
内
に
、
第
一
項

の
規
定
に
よ
り
管
理
票
を
交
付
し
た
者
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て

「
管
理
票
交
付
者
」
と
い
う
。）
に
当
該
管
理
票
の
写
し
を
送
付
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
汚
染
土
壌
に

つ
い
て
処
理
を
委
託
さ
れ
た
者
が
あ
る
と
き
は
、
当
該
処
理
を
委

託
さ
れ
た
者
に
管
理
票
を
回
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４　

汚
染
土
壌
の
処
理
を
受
託
し
た
者
（
以
下
「
処
理
受
託
者
」
と

い
う
。）
は
、
当
該
処
理
を
終
了
し
た
と
き
は
、
第
一
項
の
規
定
に

よ
り
交
付
さ
れ
た
管
理
票
又
は
前
項
後
段
の
規
定
に
よ
り
回
付
さ

れ
た
管
理
票
に
環
境
省
令
で
定
め
る
事
項
を
記
載
し
、
環
境
省
令

で
定
め
る
期
間
内
に
、
当
該
処
理
を
委
託
し
た
管
理
票
交
付
者
に

当
該
管
理
票
の
写
し
を
送
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
場
合

に
お
い
て
、
当
該
管
理
票
が
同
項
後
段
の
規
定
に
よ
り
回
付
さ
れ

た
も
の
で
あ
る
と
き
は
、
当
該
回
付
を
し
た
者
に
も
当
該
管
理
票

の
写
し
を
送
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

５　

管
理
票
交
付
者
は
、
前
二
項
の
規
定
に
よ
る
管
理
票
の
写
し
の

送
付
を
受
け
た
と
き
は
、
当
該
運
搬
又
は
処
理
が
終
了
し
た
こ
と

を
当
該
管
理
票
の
写
し
に
よ
り
確
認
し
、
か
つ
、
当
該
管
理
票
の

写
し
を
当
該
送
付
を
受
け
た
日
か
ら
環
境
省
令
で
定
め
る
期
間
保

存
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

６　

管
理
票
交
付
者
は
、
環
境
省
令
で
定
め
る
期
間
内
に
、
第
三
項

又
は
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
管
理
票
の
写
し
の
送
付
を
受
け
な
い

と
き
、
又
は
こ
れ
ら
の
規
定
に
規
定
す
る
事
項
が
記
載
さ
れ
て
い

な
い
管
理
票
の
写
し
若
し
く
は
虚
偽
の
記
載
の
あ
る
管
理
票
の
写

し
の
送
付
を
受
け
た
と
き
は
、
速
や
か
に
当
該
委
託
に
係
る
汚
染

土
壌
の
運
搬
又
は
処
理
の
状
況
を
把
握
し
、
そ
の
結
果
を
都
道
府

県
知
事
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

７　

運
搬
受
託
者
は
、
第
三
項
前
段
の
規
定
に
よ
り
管
理
票
の
写
し

を
送
付
し
た
と
き
（
同
項
後
段
の
規
定
に
よ
り
管
理
票
を
回
付
し

た
と
き
を
除
く
。）
は
当
該
管
理
票
を
当
該
送
付
の
日
か
ら
、
第
四

項
後
段
の
規
定
に
よ
る
管
理
票
の
写
し
の
送
付
を
受
け
た
と
き
は

当
該
管
理
票
の
写
し
を
当
該
送
付
を
受
け
た
日
か
ら
、
そ
れ
ぞ
れ

環
境
省
令
で
定
め
る
期
間
保
存
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

８　

処
理
受
託
者
は
、
第
四
項
前
段
の
規
定
に
よ
り
管
理
票
の
写
し

を
送
付
し
た
と
き
は
、
当
該
管
理
票
を
当
該
送
付
の
日
か
ら
環
境

省
令
で
定
め
る
期
間
保
存
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

９　

前
各
項
の
規
定
は
、
汚
染
土
壌
を
他
人
に
第
十
八
条
第
一
項
第

二
号
又
は
第
三
号
に
規
定
す
る
土
地
の
形
質
の
変
更
に
使
用
さ
せ

る
場
合
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
一
項
中

「（
当
該
委
託
が
汚
染
土
壌
の
処
理
の
み
に
係
る
も
の
で
あ
る
場
合

に
あ
っ
て
は
、
そ
の
処
理
を
受
託
し
た
者
）
」
と
あ
る
の
は
「（
運

搬
を
委
託
し
な
い
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
汚
染
土
壌
を
土
地
の

形
質
の
変
更
に
使
用
す
る
者
）
」
と
、「
運
搬
又
は
処
理
を
受
託
し

た
者
」
と
あ
る
の
は
「
運
搬
を
受
託
し
た
者
又
は
土
地
の
形
質
の

変
更
に
使
用
す
る
者
」
と
、
第
三
項
中
「
処
理
を
委
託
さ
れ
た
者
」

と
あ
る
の
は
「
土
地
の
形
質
の
変
更
に
使
用
す
る
者
」
と
、
第
四

項
中「
の
処
理
を
受
託
し
た
者（
以
下「
処
理
受
託
者
」と
い
う
。）」

と
あ
る
の
は
「
を
土
地
の
形
質
の
変
更
に
使
用
す
る
者
（
以
下
「
土

壌
使
用
者
」と
い
う
。）」と
、「
処
理
を
終
了
し
た
」と
あ
る
の
は「
土

地
の
形
質
の
変
更
を
し
た
」
と
、「
処
理
を
委
託
し
た
」
と
あ
る
の

は
「
土
地
の
形
質
の
変
更
に
使
用
さ
せ
た
」
と
、
第
五
項
中
「
運

搬
又
は
処
理
が
終
了
し
た
」
と
あ
る
の
は
「
運
搬
が
終
了
し
、
又

は
土
地
の
形
質
の
変
更
が
行
わ
れ
た
」
と
、
第
六
項
中
「
委
託
に

係
る
汚
染
土
壌
の
運
搬
又
は
処
理
」
と
あ
る
の
は
「
運
搬
又
は
土

地
の
形
質
の
変
更
」と
、
前
項
中「
処
理
受
託
者
」と
あ
る
の
は「
土

壌
使
用
者
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

　

（
虚
偽
の
管
理
票
の
交
付
等
の
禁
止
）

第
二
十
一
条
　
何
人
も
、
汚
染
土
壌
の
運
搬
を
受
託
し
て
い
な
い
に

も
か
か
わ
ら
ず
、
前
条
第
三
項
（
同
条
第
九
項
に
お
い
て
準
用
す

る
場
合
を
含
む
。）
に
規
定
す
る
事
項
に
つ
い
て
虚
偽
の
記
載
を
し

て
管
理
票
を
交
付
し
て
は
な
ら
な
い
。

２　

何
人
も
、
汚
染
土
壌
の
処
理
を
受
託
し
て
い
な
い
又
は
汚
染
土

壌
を
土
地
の
形
質
の
変
更
に
使
用
し
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
前

条
第
四
項
（
同
条
第
九
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）
に

規
定
す
る
事
項
に
つ
い
て
虚
偽
の
記
載
を
し
て
管
理
票
を
交
付
し

て
は
な
ら
な
い
。

３　

運
搬
受
託
者
、
処
理
受
託
者
又
は
汚
染
土
壌
を
第
十
八
条
第
一

項
第
二
号
若
し
く
は
第
三
号
に
規
定
す
る
土
地
の
形
質
の
変
更
に

使
用
す
る
者
は
、
受
託
し
た
汚
染
土
壌
の
運
搬
若
し
く
は
処
理
を

終
了
し
て
い
な
い
又
は
汚
染
土
壌
を
土
地
の
形
質
の
変
更
に
使
用

し
て
い
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
前
条
第
三
項
又
は
第
四
項
（
こ

れ
ら
の
規
定
を
同
条
第
九
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）

の
送
付
を
し
て
は
な
ら
な
い
。

第
二
節　

汚
染
土
壌
処
理
業

　

（
汚
染
土
壌
処
理
業
）

第
二
十
二
条
　
汚
染
土
壌
の
処
理
（
当
該
要
措
置
区
域
等
内
に
お
け

る
処
理
を
除
く
。）
を
業
と
し
て
行
お
う
と
す
る
者
は
、
環
境
省
令

で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
汚
染
土
壌
の
処
理
の
事
業
の
用
に
供
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計
画
」
と
い
う
。）
を
作
成
し
、
こ
れ
を
都
道
府
県
知
事
に
提
出
す

べ
き
こ
と
を
指
示
す
る
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
当
該
土
地
の
所

有
者
等
以
外
の
者
の
行
為
に
よ
っ
て
当
該
土
地
の
土
壌
の
特
定
有

害
物
質
に
よ
る
汚
染
が
生
じ
た
こ
と
が
明
ら
か
な
場
合
で
あ
っ
て
、

そ
の
行
為
を
し
た
者
（
相
続
、
合
併
又
は
分
割
に
よ
り
そ
の
地
位

を
承
継
し
た
者
を
含
む
。
以
下
こ
の
項
及
び
次
条
に
お
い
て
同
じ
。）

に
汚
染
の
除
去
等
の
措
置
を
講
じ
さ
せ
る
こ
と
が
相
当
で
あ
る
と

認
め
ら
れ
、
か
つ
、
こ
れ
を
講
じ
さ
せ
る
こ
と
に
つ
い
て
当
該
土

地
の
所
有
者
等
に
異
議
が
な
い
と
き
は
、
環
境
省
令
で
定
め
る
と

こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の
行
為
を
し
た
者
に
対
し
、
指
示
す
る
も
の
と

す
る
。

一　

都
道
府
県
知
事
に
よ
り
示
さ
れ
た
汚
染
の
除
去
等
の
措
置（
次

条
第
一
項
に
お
い
て
「
指
示
措
置
」
と
い
う
。）
及
び
こ
れ
と
同

等
以
上
の
効
果
を
有
す
る
と
認
め
ら
れ
る
汚
染
の
除
去
等
の
措

置
と
し
て
環
境
省
令
で
定
め
る
も
の
の
う
ち
、
当
該
土
地
の
所

有
者
等
（
こ
の
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
と
き
に
あ
っ
て
は
、

同
項
た
だ
し
書
の
規
定
に
よ
り
都
道
府
県
知
事
か
ら
指
示
を
受

け
た
者
）が
講
じ
よ
う
と
す
る
措
置（
以
下「
実
施
措
置
」と
い
う
。）

二　

実
施
措
置
の
着
手
予
定
時
期
及
び
完
了
予
定
時
期

三　

そ
の
他
環
境
省
令
で
定
め
る
事
項

２　

都
道
府
県
知
事
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
都
道
府
県
知
事
か
ら

指
示
を
受
け
た
者
が
汚
染
除
去
等
計
画
を
提
出
し
な
い
と
き
は
、

そ
の
者
に
対
し
、
汚
染
除
去
等
計
画
を
提
出
す
べ
き
こ
と
を
命
ず

る
こ
と
が
で
き
る
。

３　

汚
染
除
去
等
計
画
の
提
出
を
し
た
者
は
、
第
一
項
各
号
に
掲
げ

る
事
項
の
変
更
（
環
境
省
令
で
定
め
る
軽
微
な
変
更
を
除
く
。）
を

し
た
と
き
は
、
環
境
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
変
更
後
の

汚
染
除
去
等
計
画
を
都
道
府
県
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

４　

都
道
府
県
知
事
は
、
汚
染
除
去
等
計
画
（
汚
染
除
去
等
計
画
の

変
更
が
あ
っ
た
と
き
は
、
そ
の
変
更
後
の
も
の
。
以
下
こ
の
項
か

ら
第
九
項
ま
で
、
第
九
条
第
一
号
及
び
第
十
条
に
お
い
て
同
じ
。）

の
提
出
が
あ
っ
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
汚
染
除
去
等
計
画
に
記

載
さ
れ
た
実
施
措
置
が
環
境
省
令
で
定
め
る
技
術
的
基
準
（
次
項

に
お
い
て
「
技
術
的
基
準
」
と
い
う
。）
に
適
合
し
て
い
な
い
と
認

め
る
と
き
は
、
そ
の
提
出
が
あ
っ
た
日
か
ら
起
算
し
て
三
十
日
以

内
に
限
り
、
当
該
提
出
を
し
た
者
に
対
し
、
そ
の
変
更
を
命
ず
る

こ
と
が
で
き
る
。

５　

都
道
府
県
知
事
は
、
汚
染
除
去
等
計
画
の
提
出
が
あ
っ
た
場
合

に
お
い
て
、
当
該
汚
染
除
去
等
計
画
に
記
載
さ
れ
た
実
施
措
置
が

技
術
的
基
準
に
適
合
し
て
い
る
と
認
め
る
と
き
は
、
前
項
に
規
定

す
る
期
間
を
短
縮
す
る
こ
と
が
で
き
る
。こ
の
場
合
に
お
い
て
は
、

当
該
提
出
を
し
た
者
に
対
し
、
遅
滞
な
く
、
短
縮
後
の
期
間
を
通

知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

６　

汚
染
除
去
等
計
画
の
提
出
を
し
た
者
は
、
第
四
項
に
規
定
す
る

期
間
（
前
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
が
あ
っ
た
と
き
は
、
そ
の
通
知

に
係
る
期
間
）
を
経
過
し
た
後
で
な
け
れ
ば
、
実
施
措
置
を
講
じ

て
は
な
ら
な
い
。

７　

汚
染
除
去
等
計
画
の
提
出
を
し
た
者
は
、
当
該
汚
染
除
去
等
計

画
に
従
っ
て
実
施
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

８　

都
道
府
県
知
事
は
、
汚
染
除
去
等
計
画
の
提
出
を
し
た
者
が
当

該
汚
染
除
去
等
計
画
に
従
っ
て
実
施
措
置
を
講
じ
て
い
な
い
と
認

め
る
と
き
は
、
そ
の
者
に
対
し
、
当
該
実
施
措
置
を
講
ず
べ
き
こ

と
を
命
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。

９　

汚
染
除
去
等
計
画
の
提
出
を
し
た
者
は
、
当
該
汚
染
除
去
等
計

画
に
記
載
さ
れ
た
実
施
措
置
を
講
じ
た
と
き
は
、
環
境
省
令
で
定

め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の
旨
を
都
道
府
県
知
事
に
報
告
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

10　

都
道
府
県
知
事
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
指
示
を
し
よ
う
と

す
る
場
合
に
お
い
て
、
過
失
が
な
く
て
当
該
指
示
を
受
け
る
べ
き

者
を
確
知
す
る
こ
と
が
で
き
ず
、
か
つ
、
こ
れ
を
放
置
す
る
こ
と

が
著
し
く
公
益
に
反
す
る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
そ
の
者
の
負

担
に
お
い
て
、
当
該
要
措
置
区
域
内
の
土
地
に
お
い
て
講
ず
べ
き

汚
染
の
除
去
等
の
措
置
を
自
ら
講
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場

合
に
お
い
て
、
相
当
の
期
限
を
定
め
て
、
汚
染
除
去
等
計
画
を
作

成
し
、
こ
れ
を
都
道
府
県
知
事
に
提
出
し
た
上
で
、
当
該
汚
染
除

去
等
計
画
に
従
っ
て
実
施
措
置
を
講
ず
べ
き
旨
及
び
そ
の
期
限
ま

で
に
当
該
実
施
措
置
を
講
じ
な
い
と
き
は
、
当
該
汚
染
の
除
去
等

の
措
置
を
自
ら
講
ず
る
旨
を
、
あ
ら
か
じ
め
、
公
告
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

　

（
汚
染
除
去
等
計
画
の
作
成
等
に
要
し
た
費
用
の
請
求
）

第
八
条
　
前
条
第
一
項
本
文
の
規
定
に
よ
り
都
道
府
県
知
事
か
ら
指

示
を
受
け
た
土
地
の
所
有
者
等
は
、
当
該
土
地
に
お
い
て
実
施
措

置
を
講
じ
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
土
地
の
土
壌
の
特
定
有
害
物

質
に
よ
る
汚
染
が
当
該
土
地
の
所
有
者
等
以
外
の
者
の
行
為
に
よ

る
も
の
で
あ
る
と
き
は
、
そ
の
行
為
を
し
た
者
に
対
し
、
当
該
実

施
措
置
に
係
る
汚
染
除
去
等
計
画
の
作
成
及
び
変
更
並
び
に
当
該

実
施
措
置
に
要
し
た
費
用
に
つ
い
て
、
指
示
措
置
に
係
る
汚
染
除

去
等
計
画
の
作
成
及
び
変
更
並
び
に
指
示
措
置
に
要
す
る
費
用
の

額
の
限
度
に
お
い
て
、
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
た
だ
し
、
そ

の
行
為
を
し
た
者
が
既
に
当
該
指
示
措
置
又
は
当
該
指
示
措
置
に

係
る
前
条
第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
環
境
省
令
で
定
め
る
汚
染

の
除
去
等
の
措
置
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
指
示
措
置
等
」
と

い
う
。）
に
係
る
汚
染
除
去
等
計
画
の
作
成
及
び
変
更
並
び
に
指
示

措
置
等
に
要
す
る
費
用
を
負
担
し
、
又
は
負
担
し
た
も
の
と
み
な

さ
れ
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

２　

前
項
に
規
定
す
る
請
求
権
は
、
次
に
掲
げ
る
場
合
に
は
、
時
効

に
よ
っ
て
消
滅
す
る
。

一　

当
該
措
置
を
講
じ
、
か
つ
、
そ
の
行
為
を
し
た
者
を
知
っ
た

時
か
ら
三
年
間
行
使
し
な
い
と
き
。

二　

当
該
実
施
措
置
を
講
じ
た
時
か
ら
二
十
年
を
経
過
し
た
と
き
。

　

（
要
措
置
区
域
内
に
お
け
る
土
地
の
形
質
の
変
更
の
禁
止
）

第
九
条
　
要
措
置
区
域
内
に
お
い
て
は
、
何
人
も
、
土
地
の
形
質
の

変
更
を
し
て
は
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
次
に
掲
げ
る
行
為
に
つ
い

て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

一　

第
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
都
道
府
県
知
事
か
ら
指
示
を

受
け
た
者
が
汚
染
除
去
等
計
画
に
基
づ
く
実
施
措
置
と
し
て
行

う
行
為

二　

通
常
の
管
理
行
為
、軽
易
な
行
為
そ
の
他
の
行
為
で
あ
っ
て
、

環
境
省
令
で
定
め
る
も
の

三　

非
常
災
害
の
た
め
に
必
要
な
応
急
措
置
と
し
て
行
う
行
為

　

（
適
用
除
外
）

第
十
条
　
第
三
条
第
七
項
及
び
第
四
条
第
一
項
の
規
定
は
、
第
七
条

第
一
項
の
規
定
に
よ
り
都
道
府
県
知
事
か
ら
指
示
を
受
け
た
者
が

汚
染
除
去
等
計
画
に
基
づ
く
実
施
措
置
と
し
て
行
う
行
為
に
つ
い

て
は
、
適
用
し
な
い
。

第
二
節　

形
質
変
更
時
要
届
出
区
域

　

（
形
質
変
更
時
要
届
出
区
域
の
指
定
等
）

第
十
一
条
　
都
道
府
県
知
事
は
、
土
地
が
第
六
条
第
一
項
第
一
号
に

該
当
し
、
同
項
第
二
号
に
該
当
し
な
い
と
認
め
る
場
合
に
は
、
当

該
土
地
の
区
域
を
、
そ
の
土
地
が
特
定
有
害
物
質
に
よ
っ
て
汚
染

さ
れ
て
お
り
、
当
該
土
地
の
形
質
の
変
更
を
し
よ
う
と
す
る
と
き

の
届
出
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
区
域
と
し
て
指
定
す
る
も
の
と

す
る
。

２　

都
道
府
県
知
事
は
、
土
壌
の
特
定
有
害
物
質
に
よ
る
汚
染
の
除

去
に
よ
り
、
前
項
の
指
定
に
係
る
区
域
（
以
下
「
形
質
変
更
時
要

届
出
区
域
」
と
い
う
。）
の
全
部
又
は
一
部
に
つ
い
て
同
項
の
指
定

の
事
由
が
な
く
な
っ
た
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
形
質
変
更
時
要

届
出
区
域
の
全
部
又
は
一
部
に
つ
い
て
同
項
の
指
定
を
解
除
す
る

も
の
と
す
る
。

３　

第
六
条
第
二
項
及
び
第
三
項
の
規
定
は
、
第
一
項
の
指
定
及
び

前
項
の
解
除
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

４　

形
質
変
更
時
要
届
出
区
域
の
全
部
又
は
一
部
に
つ
い
て
、
第
六

条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
が
さ
れ
た
場
合
に
お
い
て
は
、
当

該
形
質
変
更
時
要
届
出
区
域
の
全
部
又
は
一
部
に
つ
い
て
第
一
項

の
指
定
が
解
除
さ
れ
た
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同

条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
の
公
示
を
し
た
と
き
は
、
前
項
に

お
い
て
準
用
す
る
同
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
解
除
の
公
示
を
し

た
も
の
と
み
な
す
。

　

�

（
形
質
変
更
時
要
届
出
区
域
内
に
お
け
る
土
地
の
形
質
の
変
更
の
届

出
及
び
計
画
変
更
命
令
）

第
十
二
条
　
形
質
変
更
時
要
届
出
区
域
内
に
お
い
て
土
地
の
形
質
の

変
更
を
し
よ
う
と
す
る
者
は
、
当
該
土
地
の
形
質
の
変
更
に
着
手

す
る
日
の
十
四
日
前
ま
で
に
、
環
境
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ

り
、
当
該
土
地
の
形
質
の
変
更
の
種
類
、
場
所
、
施
行
方
法
及
び

着
手
予
定
日
そ
の
他
環
境
省
令
で
定
め
る
事
項
を
都
道
府
県
知
事

に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
次
に
掲
げ
る
行
為
に

つ
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

一　

土
地
の
形
質
の
変
更
の
施
行
及
び
管
理
に
関
す
る
方
針
（
環

境
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
環
境
省
令
で
定
め
る
基
準

に
適
合
す
る
旨
の
都
道
府
県
知
事
の
確
認
を
受
け
た
も
の
に
限

る
。）
に
基
づ
く
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
土
地
の
形
質
の
変

更イ　

土
地
の
土
壌
の
特
定
有
害
物
質
に
よ
る
汚
染
が
専
ら
自
然

又
は
専
ら
土
地
の
造
成
に
係
る
水
面
埋
立
て
に
用
い
ら
れ
た

土
砂
に
由
来
す
る
も
の
と
し
て
環
境
省
令
で
定
め
る
要
件
に

該
当
す
る
土
地
に
お
け
る
土
地
の
形
質
の
変
更

ロ　

人
の
健
康
に
係
る
被
害
が
生
ず
る
お
そ
れ
が
な
い
も
の
と

し
て
環
境
省
令
で
定
め
る
要
件
に
該
当
す
る
土
地
の
形
質
の

変
更

二　

通
常
の
管
理
行
為
、軽
易
な
行
為
そ
の
他
の
行
為
で
あ
っ
て
、

環
境
省
令
で
定
め
る
も
の

三　

形
質
変
更
時
要
届
出
区
域
が
指
定
さ
れ
た
際
既
に
着
手
し
て

い
た
行
為

四　

非
常
災
害
の
た
め
に
必
要
な
応
急
措
置
と
し
て
行
う
行
為

２　

形
質
変
更
時
要
届
出
区
域
が
指
定
さ
れ
た
際
当
該
形
質
変
更
時

要
届
出
区
域
内
に
お
い
て
既
に
土
地
の
形
質
の
変
更
に
着
手
し
て

い
る
者
は
、
そ
の
指
定
の
日
か
ら
起
算
し
て
十
四
日
以
内
に
、
環

境
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
都
道
府
県
知
事
に
そ
の
旨
を

届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３　

形
質
変
更
時
要
届
出
区
域
内
に
お
い
て
非
常
災
害
の
た
め
に
必

要
な
応
急
措
置
と
し
て
土
地
の
形
質
の
変
更
を
し
た
者
は
、
当
該

土
地
の
形
質
の
変
更
を
し
た
日
か
ら
起
算
し
て
十
四
日
以
内
に
、

環
境
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
都
道
府
県
知
事
に
そ
の
旨

を
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４　

第
一
項
第
一
号
の
土
地
の
形
質
の
変
更
を
し
た
者
は
、
環
境
省

令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、環
境
省
令
で
定
め
る
期
間
ご
と
に
、

当
該
期
間
中
に
お
い
て
行
っ
た
当
該
土
地
の
形
質
の
変
更
の
種
類
、

場
所
そ
の
他
環
境
省
令
で
定
め
る
事
項
を
都
道
府
県
知
事
に
届
け

出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

５　

都
道
府
県
知
事
は
、
第
一
項
の
届
出
を
受
け
た
場
合
に
お
い
て
、

そ
の
届
出
に
係
る
土
地
の
形
質
の
変
更
の
施
行
方
法
が
環
境
省
令

で
定
め
る
基
準
に
適
合
し
な
い
と
認
め
る
と
き
は
、
そ
の
届
出
を

受
け
た
日
か
ら
十
四
日
以
内
に
限
り
、
そ
の
届
出
を
し
た
者
に
対

し
、
そ
の
届
出
に
係
る
土
地
の
形
質
の
変
更
の
施
行
方
法
に
関
す

る
計
画
の
変
更
を
命
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

（
適
用
除
外
）

第
十
三
条
　
第
三
条
第
七
項
及
び
第
四
条
第
一
項
の
規
定
は
、
形
質

変
更
時
要
届
出
区
域
内
に
お
け
る
土
地
の
形
質
の
変
更
に
つ
い
て

は
、
適
用
し
な
い
。

第
三
節　

雑
則

　

（
指
定
の
申
請
）

第
十
四
条
　
土
地
の
所
有
者
等
は
、
第
三
条
第
一
項
本
文
及
び
第
八

項
、
第
四
条
第
三
項
本
文
並
び
に
第
五
条
第
一
項
の
規
定
の
適
用

を
受
け
な
い
土
地
（
第
四
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
土
壌
汚
染
状

況
調
査
の
結
果
の
提
出
が
あ
っ
た
土
地
を
除
く
。）
の
土
壌
の
特
定

有
害
物
質
に
よ
る
汚
染
の
状
況
に
つ
い
て
調
査
し
た
結
果
、
当
該

土
地
の
土
壌
の
特
定
有
害
物
質
に
よ
る
汚
染
状
態
が
第
六
条
第
一

項
第
一
号
の
環
境
省
令
で
定
め
る
基
準
に
適
合
し
な
い
と
思
料
す

る
と
き
は
、
環
境
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
都
道
府
県
知

事
に
対
し
、
当
該
土
地
の
区
域
に
つ
い
て
同
項
又
は
第
十
一
条
第

一
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
を
す
る
こ
と
を
申
請
す
る
こ
と
が
で
き

る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
土
地
に
当
該
申
請
に
係
る
所
有

者
等
以
外
の
所
有
者
等
が
い
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
そ
の
全

員
の
合
意
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２　

前
項
の
申
請
を
す
る
者
は
、
環
境
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ

り
、
同
項
の
申
請
に
係
る
土
地
の
土
壌
の
特
定
有
害
物
質
に
よ
る

汚
染
の
状
況
の
調
査（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て「
申
請
に
係
る
調
査
」

と
い
う
。）
の
方
法
及
び
結
果
そ
の
他
環
境
省
令
で
定
め
る
事
項
を

記
載
し
た
申
請
書
に
、
環
境
省
令
で
定
め
る
書
類
を
添
付
し
て
、

こ
れ
を
都
道
府
県
知
事
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３　

都
道
府
県
知
事
は
、
第
一
項
の
申
請
が
あ
っ
た
場
合
に
お
い
て
、

申
請
に
係
る
調
査
が
公
正
に
、
か
つ
、
第
三
条
第
一
項
の
環
境
省

令
で
定
め
る
方
法
に
よ
り
行
わ
れ
た
も
の
で
あ
る
と
認
め
る
と
き

は
、
当
該
申
請
に
係
る
土
地
の
区
域
に
つ
い
て
、
第
六
条
第
一
項

又
は
第
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
指
定
を
す
る
こ
と
が
で
き

る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
申
請
に
係
る
調
査
は
、
土
壌
汚

染
状
況
調
査
と
み
な
す
。

４　

都
道
府
県
知
事
は
、
第
一
項
の
申
請
が
あ
っ
た
場
合
に
お
い
て
、

必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
申
請
を
し
た
者
に
対
し
、

申
請
に
係
る
調
査
に
関
し
報
告
若
し
く
は
資
料
の
提
出
を
求
め
、

又
は
そ
の
職
員
に
、
当
該
申
請
に
係
る
土
地
に
立
ち
入
り
、
当
該

申
請
に
係
る
調
査
の
実
施
状
況
を
検
査
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

　

（
台
帳
）

第
十
五
条
　
都
道
府
県
知
事
は
、
要
措
置
区
域
の
台
帳
、
形
質
変
更

時
要
届
出
区
域
の
台
帳
、
第
六
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
同
条
第

一
項
の
指
定
が
解
除
さ
れ
た
要
措
置
区
域
の
台
帳
及
び
第
十
一
条

第
二
項
の
規
定
に
よ
り
同
条
第
一
項
の
指
定
が
解
除
さ
れ
た
形
質

変
更
時
要
届
出
区
域
の
台
帳
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
台
帳
」

と
い
う
。）
を
調
製
し
、
こ
れ
を
保
管
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

土
壌
汚
染
対
策
法
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（
目
的
）

第
一
条
　
こ
の
法
律
は
、
土
壌
の
特
定
有
害
物
質
に
よ
る
汚
染
の
状

況
の
把
握
に
関
す
る
措
置
及
び
そ
の
汚
染
に
よ
る
人
の
健
康
に
係

る
被
害
の
防
止
に
関
す
る
措
置
を
定
め
る
こ
と
等
に
よ
り
、
土
壌

汚
染
対
策
の
実
施
を
図
り
、
も
っ
て
国
民
の
健
康
を
保
護
す
る
こ

と
を
目
的
と
す
る
。

　

（
定
義
）

第
二
条
　
こ
の
法
律
に
お
い
て「
特
定
有
害
物
質
」と
は
、
鉛
、
砒ひ

素
、

ト
リ
ク
ロ
ロ
エ
チ
レ
ン
そ
の
他
の
物
質
（
放
射
性
物
質
を
除
く
。）

で
あ
っ
て
、
そ
れ
が
土
壌
に
含
ま
れ
る
こ
と
に
起
因
し
て
人
の
健

康
に
係
る
被
害
を
生
ず
る
お
そ
れ
が
あ
る
も
の
と
し
て
政
令
で
定

め
る
も
の
を
い
う
。

２　

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
土
壌
汚
染
状
況
調
査
」
と
は
、
次
条
第

一
項
及
び
第
八
項
、
第
四
条
第
二
項
及
び
第
三
項
本
文
並
び
に
第

五
条
の
土
壌
の
特
定
有
害
物
質
に
よ
る
汚
染
の
状
況
の
調
査
を
い

う
。

第
二
章　

土
壌
汚
染
状
況
調
査

　

�

（
使
用
が
廃
止
さ
れ
た
有
害
物
質
使
用
特
定
施
設
に
係
る
工
場
又
は

事
業
場
の
敷
地
で
あ
っ
た
土
地
の
調
査
）

第
三
条
　
使
用
が
廃
止
さ
れ
た
有
害
物
質
使
用
特
定
施
設
（
水
質
汚

濁
防
止
法
（
昭
和
四
十
五
年
法
律
第
百
三
十
八
号
）
第
二
条
第
二

項
に
規
定
す
る
特
定
施
設
（
第
三
項
に
お
い
て
単
に
「
特
定
施
設
」

と
い
う
。）で
あ
っ
て
、
同
条
第
二
項
第
一
号
に
規
定
す
る
物
質（
特

定
有
害
物
質
で
あ
る
も
の
に
限
る
。）
を
そ
の
施
設
に
お
い
て
製
造

し
、
使
用
し
、
又
は
処
理
す
る
も
の
を
い
う
。
以
下
同
じ
。）
に
係

る
工
場
又
は
事
業
場
の
敷
地
で
あ
っ
た
土
地
の
所
有
者
、
管
理
者

又
は
占
有
者
（
以
下
「
所
有
者
等
」
と
い
う
。）
で
あ
っ
て
、
当
該

有
害
物
質
使
用
特
定
施
設
を
設
置
し
て
い
た
も
の
又
は
第
三
項
の

規
定
に
よ
り
都
道
府
県
知
事
か
ら
通
知
を
受
け
た
も
の
は
、
環
境

省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
土
地
の
土
壌
の
特
定
有
害

物
質
に
よ
る
汚
染
の
状
況
に
つ
い
て
、
環
境
大
臣
又
は
都
道
府
県

知
事
が
指
定
す
る
者
に
環
境
省
令
で
定
め
る
方
法
に
よ
り
調
査
さ

せ
て
、
そ
の
結
果
を
都
道
府
県
知
事
に
報
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
た
だ
し
、
環
境
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
土
地

に
つ
い
て
予
定
さ
れ
て
い
る
利
用
の
方
法
か
ら
み
て
土
壌
の
特
定

有
害
物
質
に
よ
る
汚
染
に
よ
り
人
の
健
康
に
係
る
被
害
が
生
ず
る

お
そ
れ
が
な
い
旨
の
都
道
府
県
知
事
の
確
認
を
受
け
た
と
き
は
、

こ
の
限
り
で
な
い
。

２　

前
項
の
指
定
は
、
二
以
上
の
都
道
府
県
の
区
域
に
お
い
て
土
壌

汚
染
状
況
調
査
及
び
第
十
六
条
第
一
項
の
調
査
（
以
下
「
土
壌
汚

染
状
況
調
査
等
」
と
い
う
。）
を
行
お
う
と
す
る
者
を
指
定
す
る
場

合
に
あ
っ
て
は
環
境
大
臣
が
、
一
の
都
道
府
県
の
区
域
に
お
い
て

土
壌
汚
染
状
況
調
査
等
を
行
お
う
と
す
る
者
を
指
定
す
る
場
合
に

あ
っ
て
は
都
道
府
県
知
事
が
す
る
も
の
と
す
る
。

３　

都
道
府
県
知
事
は
、
水
質
汚
濁
防
止
法
第
十
条
の
規
定
に
よ
る

特
定
施
設
（
有
害
物
質
使
用
特
定
施
設
で
あ
る
も
の
に
限
る
。）
の

使
用
の
廃
止
の
届
出
を
受
け
た
場
合
そ
の
他
有
害
物
質
使
用
特
定

施
設
の
使
用
が
廃
止
さ
れ
た
こ
と
を
知
っ
た
場
合
に
お
い
て
、
当

該
有
害
物
質
使
用
特
定
施
設
を
設
置
し
て
い
た
者
以
外
に
当
該
土

地
の
所
有
者
等
が
あ
る
と
き
は
、
環
境
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に

よ
り
、
当
該
土
地
の
所
有
者
等
に
対
し
、
当
該
有
害
物
質
使
用
特

定
施
設
の
使
用
が
廃
止
さ
れ
た
旨
そ
の
他
の
環
境
省
令
で
定
め
る

事
項
を
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

４　

都
道
府
県
知
事
は
、
第
一
項
に
規
定
す
る
者
が
同
項
の
規
定
に

よ
る
報
告
を
せ
ず
、
又
は
虚
偽
の
報
告
を
し
た
と
き
は
、
政
令
で

定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の
者
に
対
し
、
そ
の
報
告
を
行
い
、

又
は
そ
の
報
告
の
内
容
を
是
正
す
べ
き
こ
と
を
命
ず
る
こ
と
が
で

き
る
。

５　

第
一
項
た
だ
し
書
の
確
認
を
受
け
た
者
は
、
当
該
確
認
に
係
る

土
地
の
利
用
の
方
法
の
変
更
を
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
環
境
省

令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
あ
ら
か
じ
め
、
そ
の
旨
を
都
道
府

県
知
事
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

６　

都
道
府
県
知
事
は
、
前
項
の
届
出
を
受
け
た
場
合
に
お
い
て
、

当
該
変
更
後
の
土
地
の
利
用
の
方
法
か
ら
み
て
土
壌
の
特
定
有
害

物
質
に
よ
る
汚
染
に
よ
り
人
の
健
康
に
係
る
被
害
が
生
ず
る
お
そ

れ
が
な
い
と
認
め
ら
れ
な
い
と
き
は
、
当
該
確
認
を
取
り
消
す
も

の
と
す
る
。

７　

第
一
項
た
だ
し
書
の
確
認
に
係
る
土
地
の
所
有
者
等
は
、
当
該

確
認
に
係
る
土
地
に
つ
い
て
、
土
地
の
掘
削
そ
の
他
の
土
地
の
形

質
の
変
更
（
以
下
「
土
地
の
形
質
の
変
更
」
と
い
う
。）
を
し
、
又

は
さ
せ
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
環
境
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ

に
よ
り
、
当
該
土
地
の
形
質
の
変
更
の
場
所
及
び
着
手
予
定
日
そ

の
他
環
境
省
令
で
定
め
る
事
項
を
都
道
府
県
知
事
に
届
け
出
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
次
に
掲
げ
る
行
為
に
つ
い
て
は
、
こ

の
限
り
で
な
い
。

一　

軽
易
な
行
為
そ
の
他
の
行
為
で
あ
っ
て
、
環
境
省
令
で
定
め

る
も
の

二　

非
常
災
害
の
た
め
に
必
要
な
応
急
措
置
と
し
て
行
う
行
為

８
　
都
道
府
県
知
事
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
を
受
け
た
場
合

は
、
環
境
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
土
地
の
土
壌
の

特
定
有
害
物
質
に
よ
る
汚
染
の
状
況
に
つ
い
て
、
当
該
土
地
の
所

有
者
等
に
対
し
、
第
一
項
の
環
境
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
が
指

定
す
る
者
（
以
下
「
指
定
調
査
機
関
」
と
い
う
。）
に
同
項
の
環
境

省
令
で
定
め
る
方
法
に
よ
り
調
査
さ
せ
て
、
そ
の
結
果
を
都
道
府

県
知
事
に
報
告
す
べ
き
旨
を
命
ず
る
も
の
と
す
る
。

　

�

（
土
壌
汚
染
の
お
そ
れ
が
あ
る
土
地
の
形
質
の
変
更
が
行
わ
れ
る
場

合
の
調
査
）

第
四
条
　
土
地
の
形
質
の
変
更
で
あ
っ
て
、
そ
の
対
象
と
な
る
土
地

の
面
積
が
環
境
省
令
で
定
め
る
規
模
以
上
の
も
の
を
し
よ
う
と
す

る
者
は
、
当
該
土
地
の
形
質
の
変
更
に
着
手
す
る
日
の
三
十
日
前

ま
で
に
、
環
境
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
土
地
の
形

質
の
変
更
の
場
所
及
び
着
手
予
定
日
そ
の
他
環
境
省
令
で
定
め
る

事
項
を
都
道
府
県
知
事
に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。た
だ
し
、

次
に
掲
げ
る
行
為
に
つ
い
て
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

一　

前
条
第
一
項
た
だ
し
書
の
確
認
に
係
る
土
地
に
つ
い
て
の
土

地
の
形
質
の
変
更

二　

軽
易
な
行
為
そ
の
他
の
行
為
で
あ
っ
て
、
環
境
省
令
で
定
め

る
も
の

三　

非
常
災
害
の
た
め
に
必
要
な
応
急
措
置
と
し
て
行
う
行
為

２　

前
項
に
規
定
す
る
者
は
、
環
境
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、

当
該
土
地
の
所
有
者
等
の
全
員
の
同
意
を
得
て
、
当
該
土
地
の
土

壌
の
特
定
有
害
物
質
に
よ
る
汚
染
の
状
況
に
つ
い
て
、
指
定
調
査

機
関
に
前
条
第
一
項
の
環
境
省
令
で
定
め
る
方
法
に
よ
り
調
査
さ

せ
て
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
土
地
の
形
質
の
変
更
の
届
出
に
併
せ

て
、
そ
の
結
果
を
都
道
府
県
知
事
に
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

３　

都
道
府
県
知
事
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
土
地
の
形
質
の
変

更
の
届
出
を
受
け
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
土
地
が
特
定
有
害
物

質
に
よ
っ
て
汚
染
さ
れ
て
い
る
お
そ
れ
が
あ
る
も
の
と
し
て
環
境

省
令
で
定
め
る
基
準
に
該
当
す
る
と
認
め
る
と
き
は
、
環
境
省
令

で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
土
地
の
土
壌
の
特
定
有
害
物
質

に
よ
る
汚
染
の
状
況
に
つ
い
て
、当
該
土
地
の
所
有
者
等
に
対
し
、

指
定
調
査
機
関
に
前
条
第
一
項
の
環
境
省
令
で
定
め
る
方
法
に
よ

り
調
査
さ
せ
て
、
そ
の
結
果
を
報
告
す
べ
き
こ
と
を
命
ず
る
こ
と

が
で
き
る
。
た
だ
し
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
当
該
土
地
の
土
壌
汚

染
状
況
調
査
の
結
果
の
提
出
が
あ
っ
た
場
合
は
、こ
の
限
り
で
な
い
。

　

�

（
土
壌
汚
染
に
よ
る
健
康
被
害
が
生
ず
る
お
そ
れ
が
あ
る
土
地
の
調

査
）

第
五
条
　
都
道
府
県
知
事
は
、
第
三
条
第
一
項
本
文
及
び
第
八
項
並

び
に
前
条
第
二
項
及
び
第
三
項
本
文
に
規
定
す
る
も
の
の
ほ
か
、

土
壌
の
特
定
有
害
物
質
に
よ
る
汚
染
に
よ
り
人
の
健
康
に
係
る
被

害
が
生
ず
る
お
そ
れ
が
あ
る
も
の
と
し
て
政
令
で
定
め
る
基
準
に

該
当
す
る
土
地
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
政
令
で
定
め
る
と
こ

ろ
に
よ
り
、
当
該
土
地
の
土
壌
の
特
定
有
害
物
質
に
よ
る
汚
染
の

状
況
に
つ
い
て
、
当
該
土
地
の
所
有
者
等
に
対
し
、
指
定
調
査
機

関
に
第
三
条
第
一
項
の
環
境
省
令
で
定
め
る
方
法
に
よ
り
調
査
さ

せ
て
、そ
の
結
果
を
報
告
す
べ
き
こ
と
を
命
ず
る
こ
と
が
で
き
る
。

２　

都
道
府
県
知
事
は
、
前
項
の
土
壌
の
特
定
有
害
物
質
に
よ
る
汚

染
の
状
況
の
調
査
及
び
そ
の
結
果
の
報
告
（
以
下
こ
の
項
に
お
い

て
「
調
査
等
」
と
い
う
。）
を
命
じ
よ
う
と
す
る
場
合
に
お
い
て
、

過
失
が
な
く
て
当
該
調
査
等
を
命
ず
べ
き
者
を
確
知
す
る
こ
と
が

で
き
ず
、
か
つ
、
こ
れ
を
放
置
す
る
こ
と
が
著
し
く
公
益
に
反
す

る
と
認
め
ら
れ
る
と
き
は
、
そ
の
者
の
負
担
に
お
い
て
、
当
該
調

査
を
自
ら
行
う
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
相
当
の

期
限
を
定
め
て
、
当
該
調
査
等
を
す
べ
き
旨
及
び
そ
の
期
限
ま
で

に
当
該
調
査
等
を
し
な
い
と
き
は
、当
該
調
査
を
自
ら
行
う
旨
を
、

あ
ら
か
じ
め
、
公
告
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
三
章　

区
域
の
指
定
等

第
一
節　

要
措
置
区
域

　

（
要
措
置
区
域
の
指
定
等
）

第
六
条
　
都
道
府
県
知
事
は
、
土
地
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
に
も
該

当
す
る
と
認
め
る
場
合
に
は
、
当
該
土
地
の
区
域
を
、
そ
の
土
地

が
特
定
有
害
物
質
に
よ
っ
て
汚
染
さ
れ
て
お
り
、
当
該
汚
染
に
よ

る
人
の
健
康
に
係
る
被
害
を
防
止
す
る
た
め
当
該
汚
染
の
除
去
、

当
該
汚
染
の
拡
散
の
防
止
そ
の
他
の
措
置
（
以
下
「
汚
染
の
除
去

等
の
措
置
」
と
い
う
。）
を
講
ず
る
こ
と
が
必
要
な
区
域
と
し
て
指

定
す
る
も
の
と
す
る
。

一　

土
壌
汚
染
状
況
調
査
の
結
果
、
当
該
土
地
の
土
壌
の
特
定
有

害
物
質
に
よ
る
汚
染
状
態
が
環
境
省
令
で
定
め
る
基
準
に
適
合

し
な
い
こ
と
。

二　

土
壌
の
特
定
有
害
物
質
に
よ
る
汚
染
に
よ
り
、
人
の
健
康
に

係
る
被
害
が
生
じ
、
又
は
生
ず
る
お
そ
れ
が
あ
る
も
の
と
し
て

政
令
で
定
め
る
基
準
に
該
当
す
る
こ
と
。

２　

都
道
府
県
知
事
は
、
前
項
の
指
定
を
す
る
と
き
は
、
環
境
省
令

で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、そ
の
旨
を
公
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３　

第
一
項
の
指
定
は
、前
項
の
公
示
に
よ
っ
て
そ
の
効
力
を
生
ず
る
。

４　

都
道
府
県
知
事
は
、
汚
染
の
除
去
等
の
措
置
に
よ
り
、
第
一
項

の
指
定
に
係
る
区
域
（
以
下
「
要
措
置
区
域
」
と
い
う
。）
の
全
部

又
は
一
部
に
つ
い
て
同
項
の
指
定
の
事
由
が
な
く
な
っ
た
と
認
め

る
と
き
は
、
当
該
要
措
置
区
域
の
全
部
又
は
一
部
に
つ
い
て
同
項

の
指
定
を
解
除
す
る
も
の
と
す
る
。

５　

第
二
項
及
び
第
三
項
の
規
定
は
、
前
項
の
解
除
に
つ
い
て
準
用

す
る
。

　

（
汚
染
除
去
等
計
画
の
提
出
等
）

第
七
条
　
都
道
府
県
知
事
は
、
前
条
第
一
項
の
指
定
を
し
た
と
き
は
、

環
境
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
汚
染
に
よ
る
人
の
健

康
に
係
る
被
害
を
防
止
す
る
た
め
必
要
な
限
度
に
お
い
て
、
要
措

置
区
域
内
の
土
地
の
所
有
者
等
に
対
し
、
当
該
要
措
置
区
域
内
に

お
い
て
講
ず
べ
き
汚
染
の
除
去
等
の
措
置
及
び
そ
の
理
由
、
当
該

措
置
を
講
ず
べ
き
期
限
そ
の
他
環
境
省
令
で
定
め
る
事
項
を
示
し

て
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
計
画
（
以
下
「
汚
染
除
去
等

◆
土
壌
汚
染
対
策
法　

全
文
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ばい煙発生施設（大気汚染防止法施行令別表第 1） 

番号 施   設   名 
規 模 要 件 

(いずれかに該当すること。) 

1 
ボイラー(熱風ボイラーを含み、熱源として電気又は廃

熱のみを使用するものを除く。) 

バーナーの燃料の燃焼能力が

50L/h 以上 

2 
水性ガス又は油ガスの発生の用に供するガス発生炉及

び加熱炉 

石炭又はコークスの処理能力が

20t/日以上 

バーナーの燃料の燃焼能力が

50L/h 以上 

3 

金属の精錬又は無機化学工業品の製造の用に供する焙

焼炉、焼結炉(ペレット焼成炉を含む。)及び煆焼炉(14

項に掲げるものを除く。) 

原料の処理能力が 1t/h 以上 

4 
金属の精錬の用に供する溶鉱炉(溶鉱用反射炉を含

む。)、転炉及び平炉(14 項に掲げるものを除く。) 火格子面積が 1m2以上 

羽口断面積が 0.5m2以上 

バーナーの燃料の燃焼能力が

50L/h 以上 

変圧器の定格容量が 200kVA 以

上 

5 
金属の精製又は鋳造の用に供する溶解炉(こしき炉並び

に 14項及び 24～26 項に掲げるものを除く。) 

6 
金属の鍛造若しくは圧延又は金属若しくは金属製品の

熱処理の用に供する加熱炉 

7 
石油製品、石油化学製品又はコールタール製品の製造

の用に供する加熱炉 

8 
石油の精製の用に供する流動接触分解装置のうち触媒

再生塔 

触媒に附着する炭素の燃焼能力

が 200kg/h 以上 

8-2 
石油ガス洗浄装置に附属する硫黄回収装置のうち燃焼

炉 

バーナーの燃料の燃焼能力が

6L/h 以上 

9 窯業製品の製造の用に供する焼成炉及び溶融炉 火格子面積が 1m2以上 

バーナーの燃料の燃焼能力が

50L/h 以上 

変圧器の定格容量が 200kVA 以

上 

10 

無機化学工業品又は食料品の製造の用に供する反応炉

(カーボンブラック製造用燃焼装置を含む。)及び直火

炉(26 項に掲げるものを除く。) 

11 乾燥炉(14 項及び 23 項に掲げるものを除く。) 

12 
製銑、製鋼又は合金鉄若しくはカーバイドの製造の用

に供する電気炉 

変圧器の定格容量が 1,000kVA

以上 

13 廃棄物焼却炉 
火格子面積が 2m2以上 

焼却能力が 200kg/h 以上 

14 

銅、鉛又は亜鉛の精錬の用に供する焙焼炉、焼結炉(ペ

レット焼成炉を含む。)、溶鉱炉(溶鉱用反射炉を含

む。)、転炉、溶解炉及び乾燥炉 

原料の処理能力が 0.5t/h 以上 

火格子面積が 0.5m2以上 

羽口面断面積が 0.2m2以上 

バーナーの燃料の燃焼能力が

20L/h 以上 

15 
カドミウム系顔料又は炭酸カドミウム製造の用に供す

る乾燥施設 
容量が 0.1m3以上 

16 塩素化エチレンの製造の用に供する塩素急速冷却施設 

塩素(塩化水素にあつては塩素

換算量)の処理能力が 50㎏/h 以

上 

17 塩化第二鉄の製造の用に供する溶解槽  

18 
活性炭の製造(塩化亜鉛を使用するものに限る。)の用

に供する反応炉 

バーナーの燃料の燃焼能力が

3L/h 以上 



番号 施   設   名 
規 模 要 件 

(いずれかに該当すること。) 

19 

化学製品の製造の用に供する塩素反応施設、塩化水素

反応施設及び塩化水素吸収施設(塩素ガス又は塩化水素

ガスを使用するものに限り、前 3項に掲げるもの及び

密閉式のものを除く。) 

塩素(塩化水素にあつては塩素

換算量)の処理能力が 50kg/h 以

上 

20 アルミニウムの精錬の用に供する電解炉 電流容量が 30kA 以上 

21 

燐、燐酸、燐酸質肥料又は複合肥料の製造(原料として

燐鉱石を使用するものに限る。)の用に供する反応施

設、濃縮施設、焼成炉及び溶解炉 

燐鉱石の処理能力が 80kg/h 以

上 

バーナーの燃料の燃焼能力が

50L/h 以上以上 

変圧器の定格容量が 200kVA 以

上 

22 
弗酸の製造の用に供する凝縮施設、吸収施設及び蒸留

施設(密閉式のものを除く。) 

伝熱面積が 10m2以上 

ポンプの動力が 1kW 以上 

23 

トリポリ燐酸ナトリウムの製造(原料として燐鉱石を使

用するものに限る。)の用に供する反応施設、乾燥炉及

び焼成炉 

原料の処理能力が 80kg/h 以上 

火格子面積が 1m2以上 

バーナーの燃料の燃焼能力が

50L/h 以上 

24 
鉛の第二次精錬(鉛合金の製造を含む。)又は鉛の管、

板若しくは線の製造の用に供する溶解炉 

バーナーの燃料の燃焼能力が

10L/h 以上 

変圧器の定格容量が 40kVA 以上 

25 鉛蓄電池の製造の用に供する溶解炉 

バーナーの燃料の燃焼能力が

4L/h 以上 

変圧器の定格容量が 20kVA 以上 

26 
鉛系顔料の製造の用に供する溶解炉、反射炉、反応炉

及び乾燥施設 

容量が 0.1m2以上 

バーナーの燃料の燃焼能力が

4L/h 以上 

変圧器の定格容量が 20kVA 以上 

27 
硝酸の製造の用に供する吸収施設、漂白施設及び濃縮

施設 

硝酸を合成し、漂白し、又は濃

縮する能力が 100kg/h 以上 

28 コークス炉 原料の処理能力が 20t/日以上 

29 ガスタービン 
燃料の燃焼能力が 50L/h 以上 

30 ディーゼル機関 

31 ガス機関 
燃料の燃焼能力が 35L/h 以上 

32 ガソリン機関 

※  燃料の燃焼能力は、重油換算した値である。液体燃料 10L、ガス燃料 16m3、固体燃料 16㎏がそ

れぞれ重油 10Lに相当する。 

 ただし、ガス機関並びにガス発生炉のうち水蒸気改質方式の改質器(水素製造能力 1,000m3/h未満

の施設で気体状の燃料及び原料のみを使用するものに限る。)及び燃料電池用改質器については、以

下の換算式による。 

 

重油換算値(L/h)=換算係数×気体燃料の燃焼能力(m3N/h) 

換算係数=
気体燃料の高位発熱量(kcal/㎥N)

重油の発熱量(注1)
 

(注1) ガス機関は9,600kcal/L 

水蒸気改質方式の改質器及び燃料電池用改質器は40,000kJ/L 



  
一般粉じん発生施設 （大気汚染防止法施行令別表第 2） 

番

号 
施   設   名 

規 模 要 件 

(いずれかに該当すること。) 

１ コークス炉 原料処理能力が50t/日以上 

２ 

鉱物 

（コークスを含み、石綿を除く。以下同じ｡）又

は土石の堆積場 

面積が1,000m2以上 

３ 

ベルトコンベア及びバケットコンベア 

（鉱物、土石又はセメントの用に供するものに

限り、密閉式のものを除く｡） 

ベルトの幅が75cm以上 

バケットの内容積が0.03m3以上 

４ 

破砕機及び磨砕機 

（鉱物、岩石又はセメントの用に供するものに

限り、湿式のもの及び密閉式のものを除く｡） 

原動機の定格出力が75kW以上 

５ 

ふるい 

（鉱物、岩石又はセメントの用に供するものに

限り、湿式のもの及び密閉式のものを除く｡） 

原動機の定格出力が15kW以上 

 



  
揮発性有機化合物(VOC)排出施設 （大気汚染防止法施行令別表第 1の 2） 

番号 施     設      名 
規  模  要  件 

(いずれかに該当すること。) 

  1 

揮発性有機化合物を溶剤として使用する化学

製品の製造の用に供する乾燥施設 

（揮発性有機化合物を蒸発させるためのもの

に限る。以下同じ。） 

送風機の送風能力（送風機が設置

されていない施設にあつては、排

風機の排風能力。以下同じ。）が1

時間当たり3,000ｍ３以上のもの 

  2 
塗装施設 

（吹付塗装を行うものに限る。） 

排風機の排風能力が１時間当たり

100,000ｍ３以上のもの 

  3 
塗装の用に供する乾燥施設 

（吹付塗装及び電着塗装に係るものを除く。） 

送風機の送風能力が１時間当たり

10,000ｍ３以上のもの 

  4 

印刷回路用銅張積層板、粘着テープ若しくは

粘着シート、はく離紙又は包装材料（合成樹脂

を積層するものに限る。）の製造に係る接着の

用に供する乾燥施設 

送風機の送風能力が１時間当たり

5,000ｍ３以上のもの 

  5 

接着の用に供する乾燥施設 

（前項に掲げるもの及び木材又は木製品（家

具を含む。）の製造の用に供するものを除く。） 

送風機の送風能力が１時間当たり

15,000ｍ３以上のもの 

  6 
印刷の用に供する乾燥施設 

（オフセット輪転印刷に係るものに限る。） 

送風機の送風能力が１時間当たり

7,000ｍ３以上のもの 

  7 
印刷の用に供する乾燥施設 

（グラビア印刷に係るものに限る。） 

送風機の送風能力が１時間当たり

27,000ｍ３以上のもの 

  8 

工業の用に供する揮発性有機化合物による洗

浄施設 

（当該洗浄施設において洗浄の用に供した揮

発性有機化合物を蒸発させるための乾燥施設

を含む。） 

洗浄施設において揮発性有機化

合物が空気に接する面の面積が5

㎡以上のもの 

  9 

ガソリン、原油、ナフサその他の温度37.8℃に

おいて蒸気圧が20キロパスカルを超える揮発

性有機化合物の貯蔵タンク 

（密閉式及び浮屋根式（内部浮屋根式を含む。

）のものを除く。） 

容量が1,000kL以上のもの  



水銀排出施設 

水俣条約の 

対象施設 

大気汚染防止法の 

水銀排出施設 

施設の規模・要件 

（以下のいずれかに該当するもの） 

石炭火力発電所 

産業用石炭燃焼 

ボイラー 

石炭専焼ボイラー 

大型石炭混焼ボイラー ● 燃焼能力（注 1）50L/時以上 

小型石炭混焼ボイラー（注 2） 

非鉄金属（銅、鉛、 

亜鉛及び工業金） 

製造に用いられる 

精錬及び焙焼の 

工程 

一次施設 

銅又は工業金 

金属の精錬の用に供する焙焼炉、焼結炉 

（ペレット焼成炉を含む。）及び煆焼炉／金 

属の精錬の用に供する溶鉱炉（溶鉱用反射 

炉を含む。）、転炉及び平炉： 

● 原料処理能力１t/時以上 

 

金属の精製の用に供する溶解炉 

（こしき炉を除く。）： 

● 火格子面積１㎡以上 

● 羽口面断面積0.5㎡以上 

● 燃焼能力（注1）50L/時以上 

● 変圧器定格容量200kVA以上 

 

銅、鉛又は亜鉛の精錬の用に供する焙焼炉、焼 

結炉（ペレット焼成炉を含む。）、溶鉱炉（溶鉱 

用反射炉を含む。）、転炉、溶解炉及び乾燥炉： 

● 原料処理能力0.5t/時以上 

● 火格子面積0.5㎡以上 

● 羽口面断面積0.2㎡以上 

● 燃焼能力（注1）20L/時以上 

 

鉛の二次精錬の用に供する溶解炉：  

● 燃焼能力（注1）10L/時以上 

● 変圧器定格容量40kVA以上 

 

亜鉛の回収の用に供する焙焼炉、焼結炉、 

溶鉱炉、溶解炉及び乾燥炉： 

● 原料処理能力 0.5t/時以上 

鉛又は亜鉛 

二次施設 

銅、鉛又は亜鉛 

工業金 

廃棄物の焼却設備 

廃棄物焼却炉 

（一般廃棄物/産業廃棄物/下水汚泥焼却炉） 

● 火格子面積２㎡以上 

● 焼却能力 200kg/時以上 

水銀含有汚泥等の焼却炉等 

水銀回収義務付け産業廃棄物（注3）又は 

水銀含有再生資源（注4）を取り扱う施設 

（加熱工程を含む施設に限る。） 

（施設規模による裾切りはなし。） 

セメントクリン 

カーの製造設備 
セメントの製造の用に供する焼成炉 

● 火格子面積１㎡以上 

● 燃焼能力（注1）50L/時以上 

● 変圧器の定格容量 200kVA 以上 

（注1）  バーナーの燃料の燃焼能力を重油換算で表したもの 

（注2）  バーナーの燃焼の燃焼能力が重油換算10万L/時未満のもの 

（注3）  水銀回収義務付け産業廃棄物は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令で規定されています。 

（注4）  水銀含有再生資源は、水銀による環境の汚染の防止に関する法律で規定されています。 



別表－１ 

特定施設一覧表                        
                           ※［  ］に該当する場合は、公害防止管理者が必要 

騒 音 規 制 法 振 動 規 制 法 

一、金属加工機械 

イ、圧延機械（定格出力合計２２．５ｋＷ以上） 

ロ、製管機械 

ハ、ベンディングマシン（ロ－ル式、３．７５ｋＷ以上） 

ニ、液圧プレス（矯正プレスを除く） 

ホ、機械プレス（加圧能力３０トン以上）［加圧能力１00 トン以上］   

ヘ、せん断機（３．７５ｋＷ以上） 

ト、鍛造機［落下部分の重量が１トン以上］ 

チ、ワイヤ－フォ－ミングマシン             

リ、ブラスト（タンブラスト以外のもの、密閉式を除く）             

ヌ、タンブラ－ 

ル、切断機（といしを用いるものに限る） 

一、金属加工機械 

 

 

 

イ、液圧プレス（矯正プレスを除く）［加圧能力３00 トン以

上］  

ロ、機械プレス［加圧能力１00 トン以上］  

ハ、せん断機（１ｋＷ以上） 

ニ、鍛造機 ［落下部分の重量が１トン以上］  

ホ、ワイヤ－フォ－ミングマシン（３７．５ｋＷ以上） 

二、空気圧縮機及び送風機（７．５ｋＷ以上） 二、圧縮機（７．５ｋＷ以上） 

三、土石又は鉱物用の破砕機、磨砕機、 

ふるい、分級機（７．５ｋＷ以上） 

三、土石又は鉱物用の破砕機、磨砕機、 

ふるい、分級機（７．５ｋＷ以上） 

四、織機（原動機使用のもの） 四、織機（原動機使用のもの） 

五、建設用資材製造機 

イ、コンクリ－トプラント（混練容量 0.45ｍ３以上） 

 （気ほう性を除く）（コンクリ－トブロック、管、柱製造機含む） 

ロ、アスファルトプラント（混練重量２００ｋｇ以上） 

五、建設用資材製造機 

イ、コンクリ－トブロックマシン 

（合計２．９５ｋＷ以上） 

ロ、コンクリ－ト管、柱製造機 

（原動機出力合計１０ｋＷ以上） 

六、穀物用製粉機（ロ－ル式、７．５ｋＷ以上）  

七、木材加工機械 

イ、ドラムバ－カ－ 

ロ、チッパ－（２．２５ｋＷ以上） 

ハ、砕木機 

ニ、帯のこ盤（製材用１５ｋＷ以上、木工用２．２５ｋＷ以上） 

ホ、丸のこ盤（製材用１５ｋＷ以上、木工用２．２５ｋＷ以上） 

ヘ、かんな盤（２．２５ｋＷ以上） 

六、木材加工機械 

イ、ドラムバ－カ－ 

ロ、チッパ－（２．２ｋＷ以上） 

 

 

 

 

八、抄紙機  

九、印刷機械（原動機使用のもの） 七、印刷機械（２．２ｋＷ以上） 

 

 

八、ゴム又は合成樹脂練用のロ－ル機 

（カレンダ－ロ－ル機以外で３０ｋＷ以上） 

十、合成樹脂射出成形機 九、合成樹脂射出成形機 

十一、鋳型造形機（ジョルト式のもの） 十、鋳型造形機（ジョルト式のもの） 

 

※ 騒音規制法の特定施設を設置している場合、下記条例に基づく届出は不要です。 

福岡県公害防止等生活環境の保全に関する条例 （騒音に係るもの） 

イ、金属加工機械 

（１）圧延機械 

（２）ベンディングマシン（ロ－ル式のものに限る） 

（３）せん断機（原動機を用いるものに限る） 

（４）ブラスト 

（５）高速切断機及びプラズマ切断機 

（６）研磨機（工具用及び板金作業場で使用するものを除く）（亜鉛版研磨機以外は２台以上） 

ロ、ク－リングタワ－（３．７５ｋＷ以上） 

ハ、ドラム缶洗浄機（原動機を用いるものに限る） 

ニ、ロ－タリ－キルン 

ホ、重油バ－ナ－（重油の使用量が１時間５０リットル以上） 

ヘ、電気炉（変圧器の定格容量が１０００ｋＶＡ以上のもの） 

 



特定施設一覧（水質汚濁防止法施行令 別表第 1） 

番号 名称 

1 鉱業又は水洗炭業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 選鉱施設 

ロ 選炭施設 

ハ 坑水中和沈でん施設 

二 掘削用の泥水分離施設 

1 の 2 畜産農業又はサービス業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 豚房施設（豚房の総面積が 50 平方メートル未満の事業場に係るものを除く。） 

ロ 牛房施設（牛房の総面積が 200 平方メートル未満の事業場に係るものを除く。） 

ハ 馬房施設（馬房の総面積が 500 平方メートル未満の事業場に係るものを除く。） 

2 畜産食料品製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 原料処理施設 

ロ 洗浄施設（洗びん施設を含む。） 

ハ 湯煮施設 

3 水産食料品製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 水産動物原料処理施設 

ロ 洗浄施設 

ハ 脱水施設 

二 ろ過施設 

ホ 湯煮施設 

4 野菜又は果実を原料とする保存食料品製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 原料処理施設 

ロ 洗浄施設 

ハ 圧搾施設 

二 湯煮施設 

5 みそ、しょう油、食用アミノ酸、グルタミン酸ソーダ、ソース又は食酢の製造業の用に供する施設で

あって、次に掲げるもの 

イ 原料処理施設 

ロ 洗浄施設 

ハ 湯煮施設 

二 濃縮施設 

ホ 精製施設 

ヘ ろ過施設 

6 小麦粉製造業の用に供する洗浄施設 

7 砂糖製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 原料処理施設 

ロ 洗浄施設（流送施設を含む。） 

ハ ろ過施設 

二 分離施設 

ホ 精製施設 

8 パン若しくは菓子の製造業又は製あん業の用に供する粗製あんの沈でんそう 



9 米菓製造業又はこうじ製造業の用に供する洗米機 

10 飲料製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 原料処理施設 

ロ 洗浄施設（洗びん施設を含む。） 

ハ 搾汁施設 

二 ろ過施設 

ホ 湯煮施設 

ヘ 蒸留施設 

11 動物系飼料又は有機質肥料の製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 原料処理施設 

ロ 洗浄施設 

ハ 圧搾施設 

二 真空濃縮施設 

ホ 水洗式脱臭施設 

12 動植物油脂製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 原料処理施設 

ロ 洗浄施設 

ハ 圧搾施設 

二 分離施設 

13 イースト製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 原料処理施設 

ロ 洗浄施設 

ハ 分離施設 

14 でん粉又は化工でん粉の製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 原料浸せき施設 

ロ 洗浄施設（流送施設を含む。） 

ハ 分離施設 

二 渋だめ及びこれに類する施設 

15 ぶどう糖又は水あめの製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 原料処理施設 

ロ ろ過施設 

ハ 精製施設 

16 麺類製造業の用に供する湯煮施設 

17 豆腐又は煮豆の製造業の用に供する湯煮施設 

18 インスタントコーヒー製造業の用に供する抽出施設 

18 の 2 冷凍調理食品製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 原料処理施設 

ロ 湯煮施設 

ハ 洗浄施設 

18 の 3 たばこ製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 水洗式脱臭施設 

ロ 洗浄施設 



19 紡績業又は繊維製品の製造業若しくは加工業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ まゆ湯煮施設 

ロ 副蚕処理施設 

ハ 原料浸せき施設 

二 精錬機及び精錬そう 

ホ シルケット機 

ヘ 漂白機及び漂白そう 

ト 染色施設 

チ 薬液浸透施設 

リ のり抜き施設 

20 洗毛業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 洗毛施設 

ロ 洗化炭施設 

21 化学繊維製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 湿式紡糸施設 

ロ リンター又は未精錬繊維の薬液処理施設 

ハ 原料回収施設 

21 の 2 一般製材業又は木材チップ製造業の用に供する湿式バーカー 

21 の 3 合板製造業の用に供する接着機洗浄施設 

21 の 4 パーティクルボード製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 湿式バーカー 

ロ 接着機洗浄施設 

22 木材薬品処理業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 湿式バーカー 

ロ 薬液浸透施設 

23 パルプ、紙又は紙加工品の製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 原料浸せき施設 

ロ 湿式バーカー 

ハ 砕木機 

二 蒸解施設 

ホ 蒸解廃液濃縮施設 

ヘ チップ洗浄施設及びパルプ洗浄施設 

ト 漂白施設 

チ 抄紙施設（抄造施設を含む。） 

リ セロハン製膜施設 

ヌ 湿式繊維板成型施設 

ル 廃ガス洗浄施設 

23 の 2 新聞業、出版業、印刷業又は製版業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 自動式フィルム現像洗浄施設 

ロ 自動式感光膜付印刷版現像洗浄施設 

24 化学肥料製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ ろ過施設 



ロ 分離施設 

ハ 水洗式破砕施設 

二 廃ガス洗浄施設 

ホ 湿式集じん施設 

25 削除 

26 無機顔料製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 洗浄施設 

ロ ろ過施設 

ハ カドミウム系無機顔料製造施設のうち、遠心分離機 

二 群青製造施設のうち、水洗式分別施設 

ホ 廃ガス洗浄施設 

27   前号に掲げる事業以外の無機化学工業製品製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ ろ過施設 

ロ 遠心分離機 

ハ 硫酸製造施設のうち、亜硫酸ガス冷却洗浄施設 

二 活性炭又は二硫化炭素の製造施設のうち、洗浄施設 

ホ 無水けい酸製造施設のうち、塩酸回収施設 

ヘ 青酸製造施設のうち、反応施設 

ト よう素製造施設のうち、吸着施設及び沈でん施設 

チ 海水マグネシア製造施設のうち、沈でん施設 

リ バリウム化合物製造施設のうち、水洗式分別施設 

ヌ 廃ガス洗浄施設 

ル 湿式集じん施設 

28 カーバイト法アセチレン誘導品製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 湿式アセチレンガス発生施設 

ロ 酢酸エステル製造施設のうち、洗浄施設及び蒸留施設 

ハ ポリビニルアルコール製造施設のうち、メチルアルコール蒸留施設 

二 アクリル酸製造施設のうち、蒸留施設 

ホ 塩化ビニルモノマー洗浄施設 

へ クロロプレンモノマー洗浄施設 

29 コールタール製品製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ ベンゼン類硫酸洗浄施設 

ロ 精置分離器 

ハ タール酸ソーダ硫酸分解施設 

30 発酵工業（第 5 号、第 10 号及び第 13 号に掲げる事業を除く。）の用に供する施設であって、次に掲

げるもの 

イ 原料処理施設 

ロ 蒸留施設 

ハ 遠心分離機 

二 ろ過施設 

31 メタン誘導品製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ メチルアルコール又は四塩化炭素の製造施設のうち、蒸留施設 



ロ ホルムアルデヒド製造施設のうち、精製施設 

ハ フロンガス製造施設のうち、洗浄施設及びろ過施設 

32 有機顔料又は合成染料の製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ ろ過施設 

ロ 顔料又は染料レーキの製造施設のうち、水洗施設 

ハ 遠心分離機 

二 廃ガス洗浄施設 

33 合成樹脂製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 縮合反応施設 

ロ 水洗施設 

ハ 遠心分離機 

二 静置分離器 

ホ 弗素樹脂製造施設のうち、ガス冷却洗浄施設及び蒸留施設 

ヘ ポリプロピレン製造施設のうち、溶剤蒸留施設 

ト 中圧法又は低圧法によるポリエチレン製造施設のうち、溶剤回収施設 

チ ポリブテンの酸又はアルカリによる処理施設 

リ 廃ガス洗浄施設 

ヌ 湿式集じん施設 

34 合成ゴム製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ ろ過施設 

ロ 脱水施設 

ハ 水洗施設 

二 ラテックス濃縮施設 

ホ スチレン・ブタジエンゴム、二トリル・ブタジエンゴム又はポリブタジエンゴムの製造施設のう

ち、静置分離器 

35 有機ゴム薬品製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 蒸留施設 

ロ 分離施設 

ハ 廃ガス洗浄施設 

36 合成洗剤製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 廃酸分離施設 

ロ 廃ガス洗浄施設 

ハ 湿式集じん施設 

37  前 6 号に掲げる事業以外の石油化学工業（石油又は石油副生ガス中に含まれる炭化水素の分解、分離

その他の化学的処理により製造される炭化水素又は炭化水素誘導品の製造業をいい、第 51 号に掲げ

る事業を除く。）の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 洗浄施設 

ロ 分離施設 

ハ ろ過施設 

二 アクリロ二トリル製造施設のうち、急冷施設及び蒸留施設 

ホ アセトアルデヒド、アセトン、カプロラクタム、テレフタル酸又はトリレンジアミンの製造施設

のうち、蒸留施設 



ヘ アルキルベンゼン製造施設のうち、酸又はアルカリによる処理施設 

ト イソプロピルアルコール製造施設のうち、蒸留施設及び硫酸濃縮施設 

チ エチレンオキサイド又はエチレングリコール製造施設のうち、蒸留施設及び濃縮施設 

リ 二－エチルヘキシルアルコール又はイソブチルアルコールの製造施設のうち、縮合反応施設及び

蒸留施設 

ヌ シクロヘキサノン製造施設のうち、酸又はアルカリによる処理施設 

ル トリレンジイソシアネート又は無水フタル酸の製造施設のうち、ガス冷却洗浄施設 

ヲ ノルマルパラフィン製造施設のうち、酸又はアルカリによる処理施設及びメチルアルコール蒸留

施設 

ワ プロピレンオキサイド又はプロピレングリコールのけん化器 

カ メチルエチルケトン製造施設のうち、水蒸気凝縮施設 

ヨ メチルメタアクリレートモノマー製造施設のうち、反応施設及びメチルアルコール回収施設 

タ 廃ガス洗浄施設 

38 石けん製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 原料精製施設 

ロ 塩析施設 

38 の 2 界面活性剤製造業の用に供する反応施設（1,4－ジオキサンが発生するものに限り、洗浄装置を有し

ないものを除く。） 

39 硬化油製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 脱酸施設 

ロ 脱臭施設 

40 脂肪酸製造業の用に供する蒸留施設 

41 香料製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 洗浄施設 

ロ 抽出施設 

42 ゼラチン又はにかわの製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 原料処理施設 

ロ 石灰づけ施設 

ハ 洗浄施設 

43 写真感光材料製造業の用に供する感光剤洗浄施設 

44 天然樹脂製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 原料処理施設 

ロ 脱水施設 

45 木材化学工業の用に供するフルフラール蒸留施設 

46 第 28 号から前号までに掲げる事業以外の有機化学工業製品製造業の用に供する施設であって、次に

掲げるもの 

イ 水洗施設 

ロ ろ過施設 

ハ ヒドラジン製造施設のうち、濃縮施設 

二 廃ガス洗浄施設 

47 医薬品製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 動物原料処理施設 



ロ ろ過施設 

ハ 分離施設 

二 混合施設（第 2 条各号に掲げる物質を含有する物を混合するものに限る。以下同じ。） 

ホ 廃ガス洗浄施設 

48 火薬製造業の用に供する洗浄施設 

49 農薬製造業の用に供する混合施設 

50 第 2 条各号に掲げる物質を含有する試薬の製造業の用に供する試薬製造施設 

○水質汚濁防止法施行令第 2 条に掲げる物質 

1 カドミウム及びその化合物 

2 シアン化合物 

3 有機燐化合物 

4 鉛及びその化合物 

5 六価クロム及びその化合物 

6 砒素及びその化合物 

7 水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 

8 ポリ塩化ビフェニル 

9 トリクロロエチレン 

10 テトラクロロエチレン 

11 ジクロロメタン 

12 四塩化炭素 

13 1,2－ジクロロエタン 

14 1,1－ジクロロエチレン 

15 1,2－ジクロロエチレン 

16 1,1,1－トリクロロエタン 

17 1,1,2－トリクロロエタン 

18 1,3－ジクロロプロペン 

19 チウラム 

20 シマジン 

21 チオベンカルブ 

22 ベンゼン 

23 セレン及びその化合物 

24 ほう素及びその化合物 

25 ふっ素及びその化合物 

26 アンモニア、アンモニウム化合物、亜硝酸化合物及び硝酸化合物 

27 塩化ビニルモノマー 

28 1,4－ジオキサン 

51 石油精製業（潤滑油再生業を含む。）の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 脱塩施設 

ロ 原油常圧蒸留施設 

ハ 脱硫施設 

二 揮発油、灯油又は軽油の洗浄施設 

ホ 潤滑油洗浄施設 



51 の 2 自動車用タイヤ若しくは自動車用チューブの製造業、ゴムホース製造業、工業用ゴム製品製造業（防

振ゴム製造業を除く。）、更生タイヤ製造業又はゴム板製造業の用に供する直接加硫施設 

51 の 3 医療用若しくは衛生用のゴム製品製造業、ゴム手袋製造業、糸ゴム製造業又はゴムバンド製造業の用

に供するラテックス成形型洗浄施設 

52 皮革製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 洗浄施設 

ロ 石灰づけ施設 

ハ タンニンづけ施設 

二 クロム浴施設 

ホ 染色施設 

53 ガラス又はガラス製品の製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 研磨洗浄施設 

ロ 廃ガス洗浄施設 

54 セメント製品製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 抄造施設 

ロ 成型機 

ハ 水養生施設（蒸気養生施設を含む。） 

55 生コンクリート製造業の用に供するバッチャープラント 

56 有機質砂かべ製造業の用に供する混合施設 

57 人造黒鉛電極製造業の用に供する成型施設 

58 窯業原料（うわ薬原料を含む。）の精製業業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 水洗式破砕施設 

ロ 水洗式分別施設 

ハ 酸処理施設 

二 脱水施設 

59 砕石業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 水洗式破砕施設 

ロ 水洗式分別施設 

60 砂利採取業の用に供する水洗式分別施設 

61 鉄鋼業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ タール及びガス液分離施設 

ロ ガス冷却施設 

ハ 圧延施設 

二 焼入れ施設 

ホ 湿式集じん施設 

62 非金属製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 還元そう 

ロ 電解施設（溶融塩電解施設を除く。） 

ハ 焼入れ施設 

二 水銀精製施設 

ホ 廃ガス洗浄施設 

ヘ 湿式集じん施設 



63 金属製品製造業又は機械器具製造業（武器製造業を含む。）の用に供する施設であって、次に掲げる

もの 

イ 焼入れ施設 

ロ 電解式洗浄施設 

ハ カドミウム電極又は鉛電極の化成施設 

二 水銀精製施設 

ホ 廃ガス洗浄施設 

63 の 2 空きびん卸売業の用に供する自動式洗びん施設 

63 の 3 石炭を燃料とする火力発電施設のうち、廃ガス洗浄施設 

64 ガス供給業又はコークス製造業の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ タール及びガス液分離施設 

ロ ガス冷却洗浄施設（脱硫化水素施設を含む。） 

64 の 2 水道施設（水道法（昭和 32 年法律第 177 号）第 3 条第 8 項に規定するものをいう。）、工業用水道施

設（工業用水道事業法（昭和 33 年法律第 84 号）第 2 条第 6 項に規定するものをいう。）又は自家用

工業用水道（同法第 21 条第 1 項に規定するものをいう。）の施設のうち、浄水施設であって、次に掲

げるもの（これらの浄水能力が 1 日当たり 1 万立方メートル未満の事業場に係るものを除く。） 

イ 沈でん施設 

ロ ろ過施設 

65 酸又はアルカリによる表面処理施設 

66  電気めっき施設 

66 の 2 エチレンオキサイド又は 1･4－ジオキサンの混合施設（前各号に該当するものを除く。） 

66 の 3 旅館業（旅館業法（昭和 23 年法律第 138 号）第 2 条第 1 項に規定するもの（下宿営業を除く。）を

いう。）の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ ちゅう房施設 

ロ 洗濯施設 

ハ 入浴施設 

66 の 4 共同調理場（学校給食法（昭和 29 年法律第 160 号）第 6 条に規定する施設をいう。以下同じ。）に設

置されるちゅう房施設（業務の用に供する部分の総床面積（以下単に「総床面積」という。）が 500

平方メートル未満の事業場に係るものを除く。） 

66 の 5 弁当仕出屋又は弁当製造業の用に供するちゅう房施設（総床面積が 360 平方メートル未満の事業場に

係るものを除く。） 

66 の 6 飲食店（次号及び第 66 号の 8 に掲げるものを除く。）に設置されるちゅう房施設（総床面積が 420

平方メートル未満の事業場に係るものを除く。） 

66 の 7 そば店、うどん店、すし店のほか、喫茶店その他の通常主食と認められる食事を提供しない飲食店（次

号に掲げるものを除く。）に設置されるちゅう房施設（総床面積が 630 平方メートル未満の事業場に

係るものを除く。） 

66 の 8 料亭、バー、キャバレー、ナイトクラブその他これらに類する飲食店で設備を設けて客の接待をし、

又は客にダンスをさせるものに設置されるちゅう房施設（総床面積が 1,500 平方メートル未満の事業

場に係るものを除く。） 

67 洗濯業の用に供する洗浄施設 

68 写真現像業の用に供する自動式フィルム現像洗浄施設 

68 の 2 病院（医療法（昭和 23 年法律第 205 号）第 1 条の 5 第 1 項に規定するものをいう。以下同じ。）で



病床数が 300 以上であるものに設置される施設であって、次に掲げるもの 

イ ちゅう房施設 

ロ 洗浄施設 

ハ 入浴施設 

69 と畜業又は死亡獣畜取扱業の用に供する解体施設 

69 の 2 中央卸売市場（卸売市場法（昭和 46 年法律第 35 号）第 2 条第 3 項に規定するものをいう。）に設置

される施設であって、次に掲げるもの（水産物に係るものに限る。） 

イ 卸売場 

ロ 仲卸売場 

69 の 3 地方卸売市場（卸売市場法第 2 条第 4 項に規定するもの（卸売市場法施行令（昭和 46 年政令第 221

号）第 2 条第 2 項に規定するものを除く。）をいう。）に設置される施設であって、次に掲げるもの（水

産物に係るものに限り、これらの総床面積が 1,000 平方メートル未満の事業場に係るものを除く。） 

イ 卸売場 

ロ 仲卸売場 

70 廃油処理施設（海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律（昭和 45 年法律第 136 号）第 3 条第 14

号に規定するものをいう。） 

70 の 2 自動車分解整備事業（道路運送車両法（昭和 26 年法律第 185 号）第 77 条に規定するものをいう。

以下同じ。）の用に供する洗車施設（屋内作業場の総面積が 800 平方メートル未満の事業場に係るも

のを除く。） 

71 自動式車両洗浄施設 

71 の 2 科学技術（人文科学のみに係るものを除く。）に関する研究、試験、検査又は専門教育を行う事業場

で環境省令で定めるものに設置されるそれらの業務の用に供する施設であって、次に掲げるもの 

イ 洗浄施設 

ロ 焼入れ施設 

71 の 3 一般廃棄物処理施設（廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号）第 8 条第 1 項

に規定するものをいう。）である焼却施設 

71 の 4 産業廃棄物処理施設（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 15 条第 1 項に規定するものをいう。）の

うち、次に掲げるもの 

イ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和 46 年政令第 300 号）第 7 条第 1 号、第 3 号か

ら第 6 号まで、第 8 号又は第 11 号に掲げる施設であって、国若しくは地方公共団体又は産業廃棄物

処理業者（廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 2 条第 4 項に規定する産業廃棄物の処分を業として

行う者（同法第 14 条第 6 項ただし書の規定により同項本文の許可を受けることを要しない者及び同

法第 14 条の 4 第 6 項ただし書の規定により同項本文の許可を受けることを要しない者を除く。）をい

う。）が設置するもの 

ロ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令第 7 条第 12 号から第 13 号までに掲げる施設 

71 の 5 トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン又はジクロロメタンによる洗浄施設（前各号に規定する

ものを除く。） 

71 の 6 トリクロロエチレン、テトラクロロエチレン又はジクロロメタンの蒸留施設（前各号に規定するもの

を除く。） 

72 し尿処理施設（建築基準法施行令第 32 条第 1 項の表に規定する算定方法により算定した処理対象人

員が 500 人以下のし尿浄化槽を除く。） 

73 下水道終末処理施設 



74 特定事業場から排出される水（公共用水域に排出されるものを除く。）の処理施設（前 2 号に掲げる

ものを除く。） 

 



  

ダイオキシン類対策特別措置法に基づく特定施設及び規制基準 

① 大気基準適用施設及び大気排出基準  

（施行令第１条別表第 1・施行規則第 1条の２別表第１、附則第 2条附則別表第２） 
（単位：ng-TEQ/Nm3） 

号番号 特定施設の種類 施設規模 
新設施設 排出基準 

(H12.1.15以降設置) 

既存施設 排出基準 

(H12.1.14までに設置) 

換算する 

酸素濃度 

1 銑鉄製造の用に供する焼結炉 (1 t／h以上)  0.1 1 15% 

2 製鋼の用に供する電気炉 (変圧器定格容量1000KVA以上)  0.5 5  

3 亜鉛回収の用に供する焙焼炉、焼結炉、溶鉱炉、溶解炉及び乾燥炉 (0.5 t／h以上) 1 10  

4 ｱﾙﾐﾆｳﾑ合金製造の用に供する焙焼炉･乾燥炉((0.5 t/h以上)､溶解炉(容量1ｔ以上) 1 5  

5 廃棄物焼却炉 (火床面積0.5m2以上又は焼却能力50kg/h以上)  

4t/h以上 0.1 1 

12% 2t/h以上4t/h未満 1 5 

2t/h未満 5 10 

※ 既存施設のうち、H9.12.2以降に設置工事に着手した製鋼用電気炉及び廃棄物焼却炉（火格子面積2㎡以上又は焼却能力200kg/h以上のもの）については、

新設施設の基準が適用される。 

 

② 水質基準適用事業場及び水質排出基準  

（施行令第 1条別表第 2・施行規則第 1条の２別表第２） 
（単位：pg-TEQ/L） 

号番号 特定施設の種類 排出基準 

1 硫酸塩パルプ（クラフトパルプ）又は亜硫酸パルプの製造の用に供する塩素又は塩素化合物による漂白施設 

10 

2 カーバイド法アセチレンの製造の用に供するアセチレン洗浄施設 

3 硫酸カリウムの製造の用に供する施設のうち、廃ガス洗浄施設 

4 アルミナ繊維の製造の用に供する施設のうち、廃ガス洗浄施設 

5 
担体付き触媒の製造（塩素又は塩素化合物を使用するものに限る）の用に供する焼成炉から発生するガスを処理する施設のうち、廃ガ

ス洗浄施設 

6 塩化ビニルモノマー製造の用に供する施設のうち二塩化エチレン洗浄施設 

7 カプロラクタムの製造の用に供する施設のうち、硫酸濃縮施設、シクロヘキサン分離施設、廃ガス洗浄施設 

8 クロロベンゼン又はジクロロベンゼンの製造の用に供する施設のうち、水洗施設、廃ガス洗浄施設 

9 4-クロロフタル酸水素ナトリウムの製造の用に供する施設のうち、ろ過施設、乾燥施設、廃ガス洗浄施設 

10 2,3-ジクロロ-1,4-ナフトキノンの製造の用に供する施設のうち、ろ過施設、廃ガス洗浄施設 

11 
ジオキサジンバイオレットの製造の用に供する施設のうち、ニトロ化誘導体分離施設及び還元誘導体分離施設、ニトロ化誘導体洗浄施

設及び還元誘導体洗浄施設、ジオキサジンバイオレット洗浄施設、熱風乾燥施設 

12 
アルミニウム又はその合金の製造の用に供する焙焼炉、溶解炉又は乾燥炉から発生するガスを処理する廃ガス洗浄施設、湿式集じん施

設 

13 亜鉛の回収の用に供する施設のうち、精製施設、廃ガス洗浄施設、湿式集じん施設 

14 
担体付き触媒（使用済みのものに限る）からの金属の回収（ソーダ灰を添加して焙焼炉で処理する方法及びアルカリにより抽出する方

法（焙焼炉で処理しないものに限る。）によるものを除く。）の用に供する施設のうち、ろ過紙説、精製施設、廃ガス洗浄施設 

15 
火床面積0.5m2以上又は燃焼能力50kg/h 以上の廃棄物焼却炉から発生するガスを処理する廃ガス洗浄施設、湿式集じん施設及びその

廃棄物焼却炉から生じる灰の貯留施設であって汚水又は廃液を排出するもの 

16 
廃PCB等又はPCB処理物の分解施設  

PCB汚染物又はPCB処理物の洗浄施設 

17 

フロン類（特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律施行令（平成6年政令第308号）別表第１の項、３の項及び６の項に

掲げる特定物質をいう。）の破壊（プラズマを用いて破壊する方法その他環境省令で定める方法によるものに限る。）の用に供する施設

のうち、プラズマ反応施設、廃ガス洗浄施設、湿式集じん施設 

18 上記の施設（1～17）と下記の施設（19）から排出される下水を処理する下水道終末処理施設 

19 上記の施設（1～17）を設置する工場又は事業場から排出される水の処理施設 
 


